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公定価格及び向上支援費の平成 28年度からの変更点 

 本資料内の単価等は、すべて案となっております。市会での予算議決等を経て確定しま

すので、あらかじめご了承ください。 

１ 公定価格 

（１）人件費に係る助成単価の増

人事院勧告により人件費に係る助成単価（基本分単価、処遇改善等加算、管理者設

置加算など）が増額しました。変更後の単価については、添付の公定価格単価表をご

確認ください。 

（２）賃借料加算の増

賃借料加算の助成単価が増額しました。変更後の単価については、添付の公定価格

単価表をご確認ください。それに伴い、向上支援費の家賃助成が支払われない場合が

あります。 

【例】 

＜前提条件＞ 

事業種別：小規模保育事業Ａ型 家賃契約金額（月額）：286,200 円 

利用定員：14 人 利用児童数：14 人 

平成 27 年度 

①公定価格（賃借料加算）

児童１人あたり月額 5,200 円 × 14 人 ＝ 72,800円 

②向上支援費（家賃助成）助成基準額

286,200 円×３／４＝214,650 円⇒（百円未満切捨て）⇒214,600 円 

③向上支援費（家賃助成）助成額（②－①）

214,600 円－72,800 円＝ 141,800 円 

平成 28 年度 

①公定価格（賃借料加算）

児童１人あたり月額 27,300 円 × 14 人 ＝382,200円 

②向上支援費（家賃助成）助成基準額

286,200 円×３／４＝214,650 円⇒（百円未満切捨て）⇒214,600 円 

③向上支援費（家賃助成）助成額（②－①）

214,600 円－382,200 円＝ －167,600 円 

※助成基準額を賃借料加算が上回るため、賃借料加算のみの支払い （この例で

あれば 382,200 円）となり、家賃助成（向上支援費）の支払いはありません。 

（３）休日保育の給付化（小規模保育事業（Ａ・Ｂ型）、事業所内保育事業のみ）

休日保育を実施する事業所に対し、給付費を支払います。詳細については、「休日

保育について」の説明資料をご確認ください。 
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２ 向上支援費 

（１）事業費助成の新設

保菌検査や賠償責任保険料の支払い等、事業費に充当するための経費を助成します。

支給にあたっての条件はありません。 

利用児童数に応じて 児童１人あたり月額１，０００円 が支給されます。 

（２）賠償責任保険料助成の廃止

事業費助成の新設に伴い、賠償責任保険料助成を廃止します。

（３）向上支援費単価の改定（増）

人事院勧告による人件費の増を受けて、下記向上支援費項目の単価を増額していま

す。変更後の単価については、「向上支援費」説明資料をご確認ください（変更した

単価には下線を引いてあります）。単価変更の趣旨をご理解いただき、職員給与への

反映をお願いします 

・食育推進費助成（栄養士を雇用している場合の格付け加算）

・障害児等受入加算

・看護職雇用加算

（４）休日保育に関する助成（小規模保育事業（Ａ・Ｂ型）、事業所内保育事業のみ）

休日保育を実施する事業所に対し、公定価格に上乗せして向上支援費を助成します。

詳細については、「休日保育について」の説明資料をご確認ください。 

（５）業務効率化推進費助成（新規・平成 28年度限り）

保育所等におけるＩＣＴ化を推進し、保育士の業務負担の軽減を図るとともに、保育

所等における事故防止等の体制強化を図るための費用の一部を国の制度に合わせて助

成します。 

助成内容や請求方法の詳細は、別途お知らせします。 
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公定価格について 

 本資料内の単価等は、すべて案となっております。市会での予算議決等を経て確定しま

すので、あらかじめご了承ください。 

 公定価格には基本分単価のほか、各事業所からの申請に基づき市が認定する加算があり

ますので、各項目について確認し、申請に必要な様式の作成と要件確認のための挙証資料

の準備・作成等をお願いします。 

Ⅰ 地域区分等 

１ 地域区分① 

事業所の所在する地域（市町村）に応じて８区分設定されています。 

横浜市は、16/100 地域  が適用されます。 

２ 定員区分② 

事業所の利用定員に応じて区分設定されており、利用定員（※）の合計人数に応じた

区分を適用します。 

【小規模保育事業Ａ型・Ｂ型、小規模型事業所内保育事業】 

事業所の利用定員に応じて２区分設定 

６～１２人 １３～１９人 

【小規模保育事業Ｃ型】 

事業所の利用定員に応じて２区分設定 

６～１０人 １１～１５人 

(※)利用定員：給付対象とする利用者の定員。認可定員と一致することを基本とする。 

  認可定員：施設・設備や職員配置等に基づく定員 

３ 認定区分③ 

利用子どもの認定区分に応じて区分を適用します。（３号のみ） 

４ 年齢区分④（小規模保育事業Ｃ型は除く） 

 利用子どもの満年齢に応じて２区分（１～２歳児、乳児）を適用としますが、運用上、

年度初日の前日における満年齢に基づき区分します。 

（公定価格単価表調整額欄（（注）の欄）に定める額が適用） 

 そのため、利用調整のクラス年齢同様、年度の途中で誕生日を迎えた場合でも、年度

初日の前日の満年齢の区分を適用しますので、年度内での年齢区分の単価変更は生じま

せん。 

５ 保育必要量区分⑤（小規模保育事業Ｃ型は④） 

 利用子どもの保育必要量に応じた区分を適用します。 

（保育標準時間認定（11時間）、保育短時間認定（８時間）） 
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Ⅱ 基本部分 

１ 基本分単価（Ａ型・Ｂ型・事業所内⑥、Ｃ型⑤） 

 （１）額の算定 

「地域区分等」に応じた子ども１人当たりの月額単価で単価表に定められた額です。 

基本分単価には次の内容が含まれます。また、職員の管理費や子どものための保育

費用も基本分単価に含まれます。 

基本分単価において、充足すべき職員数を満たしたうえで、それぞれの加算等にお

いて求める職員数を充足することが必要です。 

 

  ＜基本分単価に含まれる項目＞ 

区分 内容 

事
務
費 

人
件
費
（
注
） 

(1)常勤職員給与 

 ①本俸、特別給与改善費、特殊業務手当 

 ②諸手当（扶養手当、地域手当、期末勤勉手当、管理職手当、超過勤務手

当、住居手当、通勤手当等） 

 ③社会保険料事業主負担金等（健康保険、厚生年金、労働保険等） 

(2)非常勤職員雇上費 

 ①嘱託医、嘱託歯科医手当 

 ②非常勤職員雇上費（保育士、保育従事者、事務職員、調理員） 

 ③年休代替要員費 

 ④研修代替要員費 

管
理
費 

＜職員の数に比例して積算しているもの＞ 

 旅費、庁費、職員研修費、被服費、職員健康管理費、業務省力化等勤務条

件改善費 

＜子どもの数に比例して積算しているもの＞ 

 保健衛生費 

＜１事業所当たりの費用として積算しているもの＞ 

 補修費、特別管理費、苦情解決対策費、連携施設経費 

事業費 ＜生活諸費＞ 

 一般生活費（給食材料費＊、保育材料費等） ＊主食費、副食費 
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（２）基本分単価に含まれる職員構成 

基本分単価に含まれる職員構成は以下のとおりであることから、これを充足してく

ださい。 

 

（ア）保育従事者 

基本分単価における必要保育従事者数は以下の数であること。 

ⅰ 年齢別配置基準 

【小規模保育事業Ａ型、小規模事業所内保育事業Ａ型】 

１、２歳児６人につき１人、乳児３人につき１人、左記に加えて１人 

上記はすべて保育士であること。 

（注）確認に当たっては以下の算式によること。 

＜算式＞ 

｛１、２歳児数×1/6（小数点第１位まで計算（小数点第２位以下切り捨て））｝

＋｛乳児数×1/3（同）｝＋１ 

＝配置基準上保育士数（小数点以下四捨五入） 

    【小規模保育事業Ｂ型】 

１、２歳児６人につき１人、乳児３人につき１人、左記に加えて１人 

上記のうち、２／３以上は保育士であること。 

（注）確認に当たっては以下の算式１（保育従事者数）、算式２（保育士数）によ

ること。 

＜算式１＞ 

｛１、２歳児数×1/6（小数点第１位まで計算（小数点第２位以下切り捨て））｝

＋｛乳児数×1/3（同）｝＋１ 

＝配置基準上保育従事者数（小数点以下四捨五入） 

＜算式２＞ 

配置基準上保育従事者数×2/3＝配置基準上保育士数（小数点以下切り上げ） 

 

    【小規模保育事業Ｃ型】 

家庭的保育者及び家庭的保育補助者 

子ども３人につき家庭的保育者１人（家庭的保育補助者を配置する場合は子ど

も５人） 

 

（イ）その他 

ⅰ 非常勤調理員等 

ⅱ 非常勤事務職員（注） 

（注）管理者等の職員が兼務する場合又は業務委託する場合は、配置は不要であるこ

と。 

ⅲ 嘱託医・嘱託歯科医 
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（３）連携施設経費 

基本分単価には、家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準（平成26 年厚生

労働省令第61 号）（以下、「家庭的保育事業等設備運営基準」という。）第６条に

定める連携施設に係る経費を算定していること。そのため、連携施設を設定していな

い事業所については、Ⅳの１による調整が行われること。 

 

 ※事業所内保育事業の従業員枠の子どもの場合は、基本分単価の額に定められた調整率

（84％）を乗じた額となります。（算定して得た額に10円未満の端数がある場合は切

り捨てる。（事業所内⑦） 

 

Ⅲ 基本加算部分 

１ 処遇改善等加算（Ａ型・Ｂ型⑦、Ｃ型⑥、事業所内⑧） 

職員の勤続年数・経験年数を踏まえた賃金改善やキャリアアップの取り組みに応じた

加算率を基に加算します。 

 加算の適用を受ける場合は 

□『処遇改善等加算等に係る加算率認定申請書』 

□『職員履歴報告書（Ａ票）』 

□『職員履歴報告書（Ｂ票）』 

による申請が必要です。 

さらに、賃金改善要件（３～４％）とキャリアパス要件（賃金改善要件のうち１％）

と、横浜市独自助成の「職員処遇改善費」の適用を受ける場合には、別途『賃金改善計

画書』等職員の給与改善内容がわかるものと『キャリアパス要件届出書』による要件確

認が必要です。（別途説明資料参照） 

 

（１）加算の要件及び加算の認定 

加算の要件及び加算の認定は、事業所の平均勤続年数及び職員の賃金改善の実施

有無、キャリアパス要件の有無に応じた率が適用されます。 

加算率決定の詳細は、別に定める要領によるものとします。  

要素：事業所の平均勤続年数、賃金改善の実施有無、キャリアパス要件の充足状

況等 

 

（２）加算額の算定 

加算額は、定員区分に応じた「処遇改善等加算」の単価に、事業所の平均勤続年

数と職員の賃金改善及びキャリアパスの取組状況に応じて決定する加算率（％）乗じ

て得た額を児童１人あたりの単価とし、加算します。（加算率の決定方法は別途説明） 

例：加算率が３（％）の場合は、単価×３で算出します。 

 

なお、このほかの人件費に相当する加算項目にも、別途「処遇改善等加算」単価

がそれぞれ設定され、適用されます。その場合の加算率はすべて同率です。 
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２ 管理者設置加算（Ａ型・Ｂ型⑧、Ｃ型⑦、事業所内⑨） 

  運営管理の業務に常時従事し、かつ給与の支給を受けている管理者を配置する場合に

加算します。 

（１）加算の要件 

管理者を配置しているか否かの認定は、次の基準によること。 

（ア）その管理者が児童福祉事業等に２年以上従事した者（注１）又はこれと同等以

上の能力を有すると認められる者（注２） 

（注１）児童福祉事業等に従事した者の例示 

児童福祉施設、幼稚園・小学校等における教諭、市町村長等の公的機関にお

いて児童福祉に関する事務を取り扱う部局、民生委員・児童委員の他、教育・

保育施設又は地域型保育事業に移行した施設・事業所における移行前の認可外

保育施設等 

（注２）同等以上の能力を有すると認められる者の例示 

公的機関等の実施する所長研修等を受講した者等 

（イ）常時（１日６時間以上かつ月 20日以上）実際にその事業所の運営管理の業務に

専従し、かつ給付費等からの給与支出があり、有給である場合に限る。 

（ウ）健全な心身を有し、児童福祉事業及び子ども・子育て支援に熱意のある者であ

って、できる限り児童福祉事業の理論及び実際について訓練を受けた者 

（エ）２以上の事業所若しくは他の事業と兼務し、管理者として職務を行っていない

者は欠員とみなして加算は適用しない。 

 

（２）加算の認定 

（ア）加算の認定にあたっては、『雇用状況表』、『公定価格加算・調整項目届出

書』及び挙証資料により確認します。 

【手続き】 

□ 『雇用状況表』「３ 管理者設置加算」に、資格、管理者となる者の氏名、資格

がある場合の登録番号、雇用形態、加算の適用年月、年齢、給与（年額）、児童

福祉事業に従事した期間と内容 を記載します。 

□ 要件に該当する管理者を設置している場合は、『公定価格加算・調整項目届出書』

の「１ 管理者設置加算」の実施状況等の「有」の□にチェックし、要件に該当

しない場合は「無」の□にチェックします。 

□ 挙証資料を提出する際は、『公定価格加算・調整項目届出書』の「挙証資料提出

状況」の「今回提出」の□にチェックし、提出日を記載します。 

□ 前月の状況から変更があった場合には「前月からの変更有無」欄に○を記入しま

す。 

□ 前月と同じ状況で加算の適用を受ける場合には、挙証資料の提出はいりません。

その場合は、「挙証資料提出状況」の「提出済」の□にチェックし、提出日は最

初の挙証資料提出日を毎月記載します。 

□ 毎月１日時点の状況を、当月 15 日までにこども青少年局保育・教育運営課（給

付担当）まで、『公定価格加算・調整項目届出書』・『雇用状況表』及び挙証資
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料がある場合は挙証資料を添付して提出します。なお、４月分は８日までに提出

します。 

□ 初めて加算の適用を受ける場合や管理者の交代があった場合は、履歴書等勤務履

歴を証する書類及び資格証（写）又は研修等受講修了書等の挙証資料を添付しま

す。 

□ 『公定価格加算・調整項目届出書』の当該項目の実施状況等が「有」の場合は、

当該月の請求時に『子ども・子育て支援教育・保育給付費等請求明細書（児童）』

に「請求内容」「金額」を記入し、請求します。 

 

（イ）認定にあたっての諸条件は、次のとおりです。 

・勤務実態を証する書類（業務日誌・タイムカード等）を備えること 

・雇用契約又は就労規約などに定める勤務時間どおりに従事していること 

・勤務時間中の外出について、出張管理簿等が整備され、管理されていること 

・管理者不在時等の連絡体制等が整備されているなど事業所の業務に従事して

いることが明確であること及び管理者の所在が明確であること。なお、30 日以

上の休暇等で不在となる場合については、管理者の代行者を定めること 

 

（３）加算額の算定 

加算額は、定員区分に応じた児童１人あたりの単価で算定されます。（処遇改

善等加算の適用あり） 

 

３ 保育士比率向上加算（Ｂ型のみ⑨） 

  常態的に保育士比率が 3/4以上の事業所に対して加算（Ｂ型のみ） 

（１）加算の要件 

年齢別配置基準について、保育士資格を有する者の占める割合が 3/4 以上となる

事業所に加算します。 

 

（２）加算の認定 

（ア）加算の認定にあたっては、事業者から申請を受け、市が認定要件への適合状況

を確認します。 

【手続き】 

□ 『雇用状況表』「２ 基準の保育従事者数 保育士比率向上加算適用の有無」の

「有」の□にチェックします。 

□ 保育士資格を有する者の占める割合が 3/4 以上となる場合は、『公定価格加算・

調整項目届出書』の「２ 保育士比率向上加算」の実施状況等の「有」の□にチ

ェックし、要件に該当しない場合は「無」の□にチェックします。 

□ 挙証資料を提出する際は、『公定価格加算・調整項目届出書』の「挙証資料提出

状況」の「今回提出」の□にチェックし、提出日を記載します。 

□ 前月の状況から変更があった場合には「前月からの変更有無」欄に○を記入しま

す。 
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□ 前月と同じ状況で加算の適用を受ける場合には、挙証資料の提出はいりません。

その場合は、「挙証資料提出状況」の「提出済」の□にチェックし、提出日は最

初の挙証資料提出日を毎月記載します。 

□ 毎月１日時点の状況を、当月 15 日までにこども青少年局保育・教育運営課（給

付担当）まで、『公定価格加算・調整項目届出書』・『雇用状況表』及び挙証資

料がある場合は挙証資料を添付して提出します。なお、４月分は８日までに提出

します。 

□ 『公定価格加算・調整項目届出書』の当該項目の実施状況等が「有」の場合は、

当該月の請求時に『子ども・子育て支援教育・保育給付費等請求明細書（児童）』

に「請求内容」「金額」を記入し、請求します。 

 

（３）加算額の算定 

加算額は、地域区分等に応じた単価に、当該加算に係る処遇改善等加算の単価に１

の（２）で認定した加算率（％）を乗じて得た額を加えた額とする。 

 

４ 資格保有者加算（Ｃ型のみ⑧） 

家庭的保育者について、保育士資格、看護師免許又は准看護師免許を有する場合に加

算します。 

（１）加算の要件 

家庭的保育者が保育士資格、看護師免許又は准看護師免許を有する事業所に加算し

ます。 

 

（２）加算の認定 

加算の認定にあたっては、事業者から申請を受け、市が認定要件への適合状況を確

認します。 

【手続き】 

□ 『雇用状況表』「２ 基準の保育従事者数 家庭的保育者の資格保有者加算適用

の有無」欄の「有（１人）」か「有（２人以上）」欄の□にチェックします。 

□ 『公定価格加算・調整項目届出書』の「２ 資格保有者加算」の実施状況等の「有」

の□にチェックし、資格保有者の人数（上限２人までを記入します。要件に該当

しない場合は「無」の□にチェックします。 

□ 挙証資料を提出する際は、『公定価格加算・調整項目届出書』の「挙証資料提出

状況」の「今回提出」の□にチェックし、提出日を記載します。 

□ 前月の状況から変更があった場合には「前月からの変更有無」欄に○を記入しま

す。 

□ 前月と同じ状況で加算の適用を受ける場合には、挙証資料の提出はいりません。

その場合は、「挙証資料提出状況」の「提出済」の□にチェックし、提出日は最

初の挙証資料提出日を毎月記載します。 

□ 毎月１日時点の状況を、当月 15 日までにこども青少年局保育・教育運営課（給

付担当）まで、『公定価格加算・調整項目届出書』・『雇用状況表』及び挙証資
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料がある場合は挙証資料を添付して提出します。なお、４月分は８日までに提出

します。 

□ 初めて加算の適用を受ける場合は、資格証（写）等の挙証資料を添付します。 

□ 『公定価格加算・調整項目届出書』の当該項目の実施状況等が「有」の場合は、

当該月の請求時に『子ども・子育て支援教育・保育給付費等請求明細書（児童）』

に「請求内容」「金額」を記入し、請求します。 

 

（３）加算額の算定 

加算額は、地域区分等及び資格保有者の人数に応じた単価に、当該加算に係る処遇

改善等加算の単価に１の（２）で認定した加算率（％）を乗じて得た額を加えた額と

する。 

５ 障害児保育加算（Ａ型・Ｂ型⑩、Ｃ型⑨、事業所内⑪） 

障害児（軽度障害含む。）を受け入れる事業所に対して、障害児数に応じて職員を加

配するための経費を加算（配置基準２：１） 

（１）加算の要件 

障害児（注）を受け入れる事業所において、当該障害児に係る保育従事者の配置基

準を障害児２人につき１人とする場合に加算します。 

その際の計算に当たっては、年齢別配置基準について、以下の算式に置き替えて算

定すること。 

（注）市町村が認める障害児とし、身体障害者手帳等の交付の有無は問わない。 

 

【小規模保育事業Ａ型、小規模事業所内保育事業Ａ型】 

＜算式＞ 

｛１、２歳児数（障害児を除く）×1/6（小数点第１位まで計算（小数点第２位以下切

り捨て））｝＋｛乳児数（同）×1/3（同）｝＋｛障害児数×1/2（同）｝＋１ 

＝配置基準上保育士（小数点以下四捨五入） 

【小規模保育事業Ｂ型】 

＜算式＞ 

｛１、２歳児数（障害児を除く）×1/6（小数点第１位まで計算（小数点第２位以下切

り捨て））｝＋｛乳児数（同）×1/3（同）｝＋｛障害児数×1/2（同）｝＋１ 

＝配置基準上保育従事者数（小数点以下四捨五入） 

 【小規模保育事業Ｃ型】 

  ＜算式＞ 

｛グループの利用子ども数（障害児を除く）×1/5（小数点第１位まで計算）｝ 

＋｛障害児数×1/2（〃）｝ 

＝必要補助者数（小数点第１位を切り上げ） 

 

（２）加算の認定 

加算の認定にあたっては、事業者から申請を受け、市が認定要件への適合状況を

確認します。 
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【手続き】 

□ 『雇用状況表』「２ 基準の保育士数（保育従事者数） 障害児保育加算適用」

欄に障害児数を記入した上で基準保育士数（保育従事者数）を計算します。 

□ 基準保育士数（保育従事者数）を満たす場合は、『公定価格加算・調整項目届出

書』の「３ 障害児保育加算」の実施状況等の「有」の□にチェックし、要件に

該当しない場合は「無」の□にチェックします。 

□ 挙証資料を提出する際は、『公定価格加算・調整項目届出書』の「挙証資料提出

状況」の「今回提出」の□にチェックし、提出日を記載します。 

□ 前月の状況から変更があった場合には「前月からの変更有無」欄に○を記入しま

す。 

□ 前月と同じ状況で加算の適用を受ける場合には、挙証資料の提出はいりません。

その場合は、「挙証資料提出状況」の「提出済」の□にチェックし、提出日は最

初の挙証資料提出日を毎月記載します。 

□ 毎月１日時点の状況を、当月 15 日までにこども青少年局保育・教育運営課（給

付担当）まで、『公定価格加算・調整項目届出書』・『雇用状況表』及び挙証資

料がある場合は挙証資料を添付して提出します。なお、４月分は８日までに提出

します。 

□ 『公定価格加算・調整項目届出書』の当該項目の実施状況等が「有」の場合は、

当該月の請求時に『子ども・子育て支援教育・保育給付費等請求明細書（児童）』

に「請求内容」「金額」を記入し、請求します。 

 

（３）加算額の算定 

加算額は、対象となる子どもの地域区分等に応じた単価に、当該加算に係る処遇改

善等加算の単価に１の（２）で認定した加算数×100 を乗じて得た額を加えた額とす

る。 

 

６ 休日保育加算（Ａ型・Ｂ型⑩、事業所内⑫） 

日曜日、国民の祝日及び休日において、要件を満たして、保育を実施する事業所に加

算します。※要件等は「休日保育について」をご参照ください。 

 

７ 減価償却費加算（Ａ型・Ｂ型⑬、Ｃ型⑩、事業所内⑭） 

整備費補助金を受けない事業所のうち、自己所有の建物を保有する事業所に対して、

事業所の所在する地域(横浜市はＢ地域・都市部、（３）参照)に応じて減価償却費の一

部を加算します。 

（１）加算の要件 

以下の要件全てに該当する事業所に加算します。 

（ア）事業の用に供する建物が自己所有であること（注１） 

（イ）建物を整備・改修又は取得する際に、建設資金又は購入資金が発生しているこ

と 

（ウ）建物の整備・改修に当たって、改修費等（以下「改修費等」という。）の国庫
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補助金の交付を受けていないこと（注２） 

（エ）賃借料加算の対象となっていないこと 

（注１）事業所の一部が賃貸物件の場合は、自己所有の建物の延べ面積が事業所全体

の延べ面積の50％以上であること 

（注２）改修費等の国庫補助の交付を受けて建設・改修した建物について、整備後一

定年数が経過した後に、以下の要件全てに該当する改修等を行った場合には

（ウ）に該当することとして差し支えない。 

①老朽化等を理由として改修等が必要であったと市町村が認める場合 

②当該改修等に当たって、国庫補助の交付を受けていないこと 

③１事業所当たりの改修等に要した費用を2,000で除して得た値が、建物全体の延

面積に２を乗じて得た値を上回る場合で、かつ、改修等に要した費用が1,000

万円以上であること 

上記①～③の要件全てに該当する場合は、こども青少年局に事前にご相談ください。 

 

（２）加算の認定 

加算の認定にあたっては、事業者から申請を受け、市が認定要件への適合状況を

確認します。 

【手続き】 

□ 『公定価格加算・調整項目届出書』の「５（Ｃ型は４）減価償却費加算」の加算

要件のすべての□及び実施状況等の「有」の□にチェックし、要件に該当しない

場合は「無」の□にチェックします。 

□ 挙証資料を提出する際は、『公定価格加算・調整項目届出書』の「挙証資料提出

状況」の「今回提出」の□にチェックし、提出日を記載します。 

□ 前月の状況から変更があった場合には「前月からの変更有無」欄に○を記入しま

す。 

□ 前月と同じ状況で加算の適用を受ける場合には、挙証資料の提出はいりません。

その場合は、「挙証資料提出状況」の「提出済」の□にチェックし、提出日は最

初の挙証資料提出日を毎月記載します。 

□ 毎月１日時点の状況を、当月 15 日までにこども青少年局保育・教育運営課（給

付担当）まで、『公定価格加算・調整項目届出書』及び挙証資料がある場合は挙

証資料を添付して提出します。なお、４月分は８日までに提出します。 

□ 『公定価格加算・調整項目届出書』の当該項目の実施状況等が「有」の場合は、

当該月の請求時に『子ども・子育て支援教育・保育給付費等請求明細書（児童）』

に「請求内容」「金額」を記入し、請求します。 

 

（３）加算額の算定 

加算額は、定員区分に応じた、児童１人あたりの単価で算定されます。 

横浜市はＢ地域・都市部に該当します。 
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８ 賃借料加算（Ａ型・Ｂ型⑭、Ｃ型⑪、事業所内⑮） 

賃貸物件により設置する事業所に対して、事業所の所在する地域(横浜市はａ地域・都

市部、（３）参照)に応じて賃借料の一部を加算します。 

（１）加算の要件 

以下の要件全てに該当する事業所に加算します。 

（ア）事業の用に供する建物が賃貸物件であること（注） 

（イ）（ア）の賃貸物件に対する賃借料が発生していること 

（ウ）「小規模保育設置促進事業（賃貸料補助）」等の国庫補助を受けた事業所につ

いては、当該補助に係る残額が生じていないこと 

（エ）減価償却費加算の対象となっていないこと 

（注）事業所の一部が自己所有の場合は、賃貸による建物の延べ面積が事業所全体の

延べ面積の５０％以上であること 

 

（２）加算の認定 

加算の認定にあたっては、事業者から申請を受け、市が認定要件への適合状況を確

認します。 

【手続き】 

□ 『公定価格加算・調整項目届出書』の「６（Ｃ型は５）賃借料加算」の加算要件

のすべての□及び実施状況等の「有」の□にチェックし、要件に該当しない場合

は「無」の□にチェックします。 

□ 挙証資料を提出する際は、『公定価格加算・調整項目届出書』の「挙証資料提出

状況」の「今回提出」の□にチェックし、提出日を記載します。 

□ 前月の状況から変更があった場合には「前月からの変更有無」欄に○を記入しま

す。 

□ 前月と同じ状況で加算の適用を受ける場合には、挙証資料の提出はいりません。

その場合は、「挙証資料提出状況」の「提出済」の□にチェックし、提出日は最

初の挙証資料提出日を毎月記載します。 

□ 毎月１日時点の状況を、当月 15 日までにこども青少年局保育・教育運営課（給

付担当）まで、『公定価格加算・調整項目届出書』及び挙証資料がある場合は挙

証資料を添付して提出します。なお、４月分は８日までに提出します。 

□ 『公定価格加算・調整項目届出書』の当該項目の実施状況等が「有」の場合は、

当該月の請求時に『子ども・子育て支援教育・保育給付費等請求明細書（児童）』

に「請求内容」「金額」を記入し、請求します。 

 

（３）加算額の算定 

加算額は、定員区分に応じた、児童１人あたりの単価で算定されます。 

横浜市はａ地域・都市部に該当します。 
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Ⅳ 加減調整部分 

１ 連携施設を設定しない場合（Ａ型・Ｂ型⑮、Ｃ型⑫、事業所内⑯） 

  連携施設を設定しない場合に、連携施設に係る費用を調整 

※基本分単価に含まれる連携施設に係る経費を調整 

（１）調整の適用を受ける事業所の要件 

家庭的保育事業等設備運営基準第６条に定める連携施設を設定しない事業所に適

用する。 

 

（２）調整の適用を受ける事業所の認定 

調整の適用を受ける事業所の認定は、事業所が所在する市が連携施設の設定状況

を確認のうえ行うこととする。 

【手続き】 

□ 連携施設を 設定している場合は 、『公定価格加算・調整項目届出書』の「７（Ｃ

型は６）連携施設を設定しない場合」の実施状況等の「無」の□にチェックしま

す。 

□ 連携施設を 設定していない場合は 、『公定価格加算・調整項目届出書』の「７

（Ｃ型は６）連携施設を設定しない場合」の実施状況等の「有」の□にチェック

します。 

□ 前月の状況から変更があった場合には「前月からの変更有無」欄に○を記入しま

す。 

□ 毎月１日時点の状況を、当月 15 日までにこども青少年局保育・教育運営課（給

付担当）まで、『公定価格加算・調整項目届出書』を提出します。なお、４月分

は８日までに提出します。 

□ 『公定価格加算・調整項目届出書』の当該項目の実施状況等が 「有」の場合は、

当該月の請求時に『子ども・子育て支援教育・保育給付費等請求明細書（児童）』

に「請求内容」「金額」を記入し、請求します。 

 

（３）調整額の算定 

調整額は、地域区分等に応じて定められた額とする。 

     

２ 食事の提供について自園調理又は連携施設等からの搬入以外の方法による場合 

  （Ａ型・Ｂ型⑯、Ｃ型⑬、事業所内⑰） 

自園調理又は連携施設等からの搬入以外の方法により食事を提供する場合に、食事の

提供に係る費用を調整 

※ 食事の提供に係る費用を除外した場合の単価との差を算出し、定率で調整 

（１）調整の適用を受ける事業所の要件 

食事の提供に当たり、事業所において調理する方法又は家庭的保育事業等設備運営

基準第16 条第２項に定める搬入施設から搬入する方法以外の方法による事業所に適

用する。 
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（２）調整の適用を受ける事業所の認定 

調整の適用を受ける事業所の認定は、事業所が所在する市が食事の提供状況を確

認のうえ行うこととします。 

【手続き】 

□ 自園調理をしている場合は 、『公定価格加算・調整項目届出書』の「８（Ｃ型は

７）食事の提供について自園調理又は連携施設等からの搬入以外の方法による場

合」の実施状況等の 「無」の□にチェックします。 

□ 自園調理を していない場合は 、『公定価格加算・調整項目届出書』の「８（Ｃ

型は７）食事の提供について自園調理又は連携施設等からの搬入以外の方法によ

る場合」の実施状況等の 「有」の□にチェックします。 

□ 前月の状況から変更があった場合には「前月からの変更有無」欄に○を記入しま

す。 

□ 毎月１日時点の状況を、当月 15 日までにこども青少年局保育・教育運営課（給

付担当）まで、『公定価格加算・調整項目届出書』を提出します。なお、４月分

は８日までに提出します。 

□ 『公定価格加算・調整項目届出書』の当該項目の実施状況等が 「有」の場合は、

当該月の請求時に『子ども・子育て支援教育・保育給付費等請求明細書（児童）』

に「請求内容」「金額」を記入し、請求します。 

 

（３）調整額の算定 

調整額は、適用される基本分単価及び処遇改善等加算の額の合計に、地域区分等に

応じた調整率を乗じて得た額とする。（算定して得た額に10 円未満の端数がある場

合は切り捨てる。） 

 

３ 常態的に土曜日に閉所する場合（Ａ型・Ｂ型⑰、Ｃ型⑭、事業所内⑱） 

  常態的に土曜日に閉所する場合、土曜開所に係る費用を定率で調整します。 

※ 利用子どもの年齢構成等に一定の仮定をおいたモデル的なケースを基に土曜開所に伴う費用

を除外した場合の単価との差を算出し、定率で調整 

（１）調整の適用を受ける事業所の要件 

事業所を利用する保育認定子どもについて、土曜日に係る保育の利用希望が無いな

どの場合に、月を通じて土曜日に閉所する事業所に適用します。 

 

（２）調整の適用を受ける事業所の認定 

調整の適用を受ける事業所の認定は、横浜市が行います。 

認定にあたっては、事業所の設置者が『公定価格加算・調整項目届出書』に記載

した、「土曜日に閉所する理由」等を確認します。 

【手続き】 

□ 土曜日を開所する場合は 、『公定価格加算・調整項目届出書』の「９（Ｃ型は８）

常態的に土曜日に閉所する場合」の実施状況等の 「無」の□にチェックします。 
□ 常態的に 土曜日に閉所する場合は、『公定価格加算・調整項目届出書』の「９（Ｃ
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型は８）常態的に土曜日に閉所する場合」欄に「土曜日に閉所する理由」を記載

し、実施状況等の「有」の□にチェックします。 

□ 前月の状況から変更があった場合には「前月からの変更有無」欄に○を記入しま

す。 

□ 毎月１日時点の状況を、当月 15 日までにこども青少年局保育・教育運営課（給

付担当）まで、『公定価格加算・調整項目届出書』を提出します。なお、４月分

は８日までに提出します。 

□ 『公定価格加算・調整項目届出書』の当該項目の実施状況等が 「有」の場合は、

当該月の請求時に『子ども・子育て支援教育・保育給付費等請求明細書（児童）』

に「請求内容」「金額」を記入し、請求します。 

 

※小規模保育事業については、原則として、土曜日を含む週６日間の開所が求め

られる施設であることから、土曜日に係る保育の利用希望があるにもかかわらず

閉所する等の場合は、国より当該調整の適用と併せて、市町村において指導を行

うこととされています。 

 

（３）調整額の算定 

調整額は、適用される基本分単価、処遇改善等加算及び障害児保育加算の額の合計

に、地域区分等に応じた調整率を乗じて得た額とする。（算定して得た額に10 円未

満の端数がある場合は切り捨てます。） 

    

Ⅴ 乗除調整部分 

１ 定員を恒常的に超過する場合（Ａ型・Ｂ型⑱、Ｃ型⑮、事業所内⑲） 

  ★平成27年度・28年度は適用なし 

（１）調整の適用を受ける事業所の要件 

次の（ア）又は（イ）に該当する事業所に適用します。 

（ア）連続する過去の２年度間（注１）常に利用定員を超えており（注２）、かつ、

各年度の年間平均在所率（注３）が120％以上の状態にある事業所に適用します。 

なお、教育・保育の提供は利用定員の範囲内で行われることが原則であること。 

また、上記の状態にある事業所に対しては、利用定員の見直しに向けた指導を行

うこと。 

なお、小規模保育事業は定員19人（Ｃ型は10人）以下の事業であることから、（イ）

に該当する地域に所在する事業所を除き、定員19人（Ｃ型は10人）を超えて子ども

を受け入れることはできないこと。 

（注１）連続する過去の２年度間の起算点 

平成27年度を起算点とする。（新規開設園は開設した年度を起算点とする。） 

（注２）利用定員を超えて受け入れる場合の留意事項 

利用定員を超えて受け入れる場合であっても、事業所の設備又は職員数が、

利用定員を超えて利用する子どもを含めた利用子ども数に照らし、家庭的保

育事業等設備運営基準及び本通知等に定める基準を満たしていること。 
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（注３）年間平均在所率 

当該年度内における各月の初日の在籍子ども数の総和を各月の初日の利用

定員の総和で除したものをいう。 

（イ）子ども・子育て支援法（平成24年法律第65号）第30条第１項第四号に定める離

島その他の地域に所在する定員19人を超えて子どもを受け入れる事業所に適用す

る。 

 

（２）調整の適用を受ける事業所の認定 

（ア）調整の適用を受ける事業所の認定は、横浜市が事業所の利用状況を確認のうえ

行うこととします。 

（イ）調整の適用を受ける事業所について、指導監督等を通じて利用定員の見直しが

行われた場合又は地域における需要の動向等を踏まえて当該年度における年間平

均在所率が120％以上の状態にならないものと認められる場合には、見直し等が行

われた日の属する月の翌月（月初日に（１）に適合しなくなった場合はその月）

から調整の適用がなくなります。 

 

（３）適用される基本部分及び加減調整部分の額の調整の方法 

（ア）（１）の（ア）に該当する事業所 

本調整措置が適用される事業所における基本分単価から常態的に土曜日に閉所

する場合の額については、それぞれの額の総和に地域区分等に応じた調整率を乗じ

て得た額とする。（算定して得た額に10 円未満の端数がある場合は切り捨てる。） 

      

（イ）（１）の（イ）に該当する事業所 

本調整措置が適用される事業所における基本分単価から常態的に土曜日に閉所

する場合の額については、それぞれの額の総和に地域区分等及び各月初日の利用子

ども数に応じた調整率を乗じて得た額とする。（算定して得た額に10 円未満の端

数がある場合は切り捨てる。） 

 

Ⅵ 特定加算部分 

１ 冷暖房費加算 

冷暖房費について、所在する地域に応じて全ての事業所に加算します。 

  加算額は、地域の区分に応じた額で、横浜市は１１０円（その他地域）です。 

【手続き】 

□ 当該月の請求時に『子ども・子育て支援教育・保育給付費等請求明細書（児童）』

に「請求内容」「金額」を記入し、請求します。 
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Ⅶ ３月のみの加算項目 

１ 施設機能強化推進費加算 

職員等の防災教育や、災害発生時の安全かつ迅速な避難誘導体制を充実する等、事業

所の総合的な防災対策の充実強化等を行う事業所に対して、事業の取組状況に応じて必

要な経費を３月分の単価に加算します。 

 

（１）加算の要件 

事業所における火災・地震等の災害時に備え、職員等の防災教育及び災害発生時の

安全かつ、迅速な避難誘導体制を充実する等の事業所の総合的な防災対策を図る取組

（注１・注２・注３）を行う事業所で、以下の事業等を複数実施する事業所に加算し

ます。 

 

【要件】 

※保育所と地域型保育事業所(小規模､事業所内､家庭的)は①③④⑥⑦から２つ以上 

 

① 横浜市延長保育事業を実施し、保育時間(8時間)を超えて延長保育を利用する

短時間認定子どもの11月の各週毎の最多利用児童数の平均（小数点以下第一位を

四捨五入）が１人以上又は保育時間(11時間)を超えて30分以上の延長保育を実施

し、11月の各週毎の最多利用児童数の平均（小数点以下第一位を四捨五入）が１

人以上いること 

② 市や県の補助・助成対象となっている幼稚園での預かり保育事業を実施し、当

該年度の４月又は５月（又は事業開始月）の利用者数が１人以上いること 

③ 一時保育において当該年度の４月又は５月（又は事業開始月）の緊急保育又は

リフレッシュ保育利用者数が１人以上又は、市や県の補助・助成対象となってい

る子育て支援活動の推進等による未就園児の保育や、非在園時の預かり保育など

を実施し、当該年度の４月又は５月（又は事業開始月）の利用者数が１人以上い

ること 

④ 病児・病後児保育事業を実施していること 

⑤ 当該年度の４月から11月までの各月初日を平均して満３歳児が１人以上利用

していること 

⑥ 当該年度の４月から11月までの各月初日を平均して乳児が３人以上（家庭的保

育事業においては１人以上）利用していること 

⑦ 当該年度の４月から11月までの間に障害児保育教育対象児童又は特別支援対

象児童と区福祉保健センター長が認めた児童が１人以上利用していること 

（注１）取組の実施方法の例示 

ⅰ 地域住民等への防災支援協力体制の整備及び合同避難訓練等を実施する。

ⅱ 職員等への防災教育、訓練の実施及び避難具の整備を促進する。 

（注２）取組に必要となる経費 

取組に必要となる経費の総額が、概ね15万円以上見込まれること。15万円未

満は対象外。経費の支払いは、年度内に限る。 
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（注３）支出対象経費 

需用費（消耗品費、燃料費、印刷製本費、修繕費、食糧費（茶菓）、光熱水

費、医療材料費）・役務費（通信運搬費）・旅費・謝金・備品購入費・原材料

費・使用料及び賃借料・賃金・委託費（防災訓練及び避難具の整備等に要する

特別の経費に限り、教育・保育の提供に当たって、通常要する費用は含まない。） 

 

（２）加算の認定 

事業所が作成する『施設機能強化推進費加算（申請・報告）書』に基づき、必要性

及び経費等について、市が審査を行い、加算要件を確認、連絡します。申請書の提出

期限は、毎年12 月末までで、期限後の申請は受理できません。 

横浜市から加算適合の連絡があった事業所のみ、３月の『公定価格加算・調整項目

届出書』提出の際に、加算有で届け出をします。 

【手続き】 

□ 『施設機能強化推進費加算申請書』に事業所の状況に応じて、それぞれの要件項

目の□にチェックし、申請額（15 万円）と総合的な防災対策の充実強化等を行う

取り組みのための支出予定額（15 万円以上）を記載し、製品がわかるチラシ・パ

ンフレットなどを添付して 12 月末までにこども青少年局保育・教育運営課（給

付担当）に提出します。 
□ 取組のための支出予定額が 15 万円未満の場合は、申請できません。 
□ 申請書提出後、市が確認し、加算要件の適合可否について連絡をします。 
□ 加算要件を満たし、取組のための支出予定額が 15 万円以上の施設・事業者は、

３月分の『公定価格加算・調整項目届出書』の、「施設機能強化推進費加算 実

施状況等」の「有」の□にチェックします。 
□ 併せて、『施設機能強化推進費加算報告書』に必要な事項と加算要件の実施事業

を記載し、取組に要した経費がわかる領収書（写）等を『公定価格加算・調整項

目届出書』に添付して、「挙証資料の提出状況」に「申請書提出日」と「報告書、

他挙証資料提出（３月）」に記入し、３月１５日までにこども青少年局保育・教

育運営課（給付担当）に提出します。提出日までに実施していない場合は、見込

みを記載します。 
□ 加算要件に該当する取組を実施しない施設・事業者は、３月分の『公定価格加算・

調整項目届出書』の、「実施状況等」欄の「無」の□にチェックします。 
□ 『公定価格加算・調整項目届出書』の当該項目の実施状況等が「有」の場合は、

当該月の請求時に『子ども・子育て支援教育・保育給付費等請求明細書（児童）』

に「請求内容」「金額」を記入し、３月分の請求時に請求します。 

 

（３）加算額の算定 

加算額は、定められた額を３月初日の利用子ども数で除して得た額（算定して得た

額に10 円未満の端数がある場合は切り捨てる。）を児童１人あたりの単価とし、３月

初日に利用する子どもの単価に加算します。 

   単価  １５０，０００円（限度額）÷３月初日の利用子ども数 
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２ 栄養管理加算 

栄養士を活用して給食を実施する場合に、取り組みに必要な経費を３月分の単価に加

算します。  

 

（１）加算の要件 

食事の提供にあたり、栄養士の知識等を活用（注１）して、栄養士から献立やアレ

ルギー、アトピー等への助言や保護者との面談、食育等に関する活動（注２）を月１

回以上あるいは年１２回以上を行う事業所に加算します。 

【要件】 

① 施設・事業所の職員に対し、献立やアレルギー、アトピー等の対応について

助言していること。 

② 保護者への食事の提供に関する相談や助言、情報提供を行っていること。 

③ 食育活動や食育計画策定にあたり、施設・事業所に対し助言していること。 

 

（注１）栄養士の活用に当たっては、雇用形態を問わず、嘱託する場合や、調理員とし

て栄養士を雇用している場合も対象となる。 

（注２）食育等に関する活動とは、児童や保護者を対象とした食育に関する講座や食育

活動 等とする。なお、少なくとも年２回は、保護者向けの食育活動を行うもの

とする。（年度途中で新たに開設した事業所については、事業所の開設以降、年

間を通じて活用（期間が６か月以上となること。）している場合に対象とする。） 

 

（２）加算の認定 

事業所からの『栄養管理加算（申請・報告）書』に基づき、加算要件や活動状況

を確認します。申請書の提出期限は、毎年 12 月末までで、期限後の申請は受理で

きません。 

 

【手続き】 

□ 『栄養管理加算申請書』に、「栄養士の状況」と「栄養士の活動」にチェックを

し、食育活動の４～11 月の実績と 12～３月までの計画を記載して、12 月末ま

でに、こども青少年局保育・教育運営課（給付担当）に提出します。 
□ 申請書提出後、市が確認し、加算要件の適合可否について連絡をします。 
□ 加算要件を満たす施設・事業者は、３月分の『公定価格加算・調整項目届出書』

の、「栄養管理加算 実施状況等」の「有」の□にチェックします。 
□ 併せて、『栄養管理加算報告書』に 12～３月の実績を記載し、『公定価格加算・

調整項目届出書』に添付して、「挙証資料の提出状況」に「申請書提出日」と「報

告書、他挙証資料提出（３月）」に記入し、３月１５日までにこども青少年局保

育・教育運営課（給付担当）に提出します。（内容によっては、実施内容がわか

る書面を提出していただく必要があります。） 
□ 加算要件に該当しない施設・事業者は３月分の『公定価格加算・調整項目届出

書』の「実施状況等」の「無」の□にチェックします。 
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□ 『公定価格加算・調整項目届出書』の当該項目の実施状況等が「有」の場合は、

当該月の請求時に『子ども・子育て支援教育・保育給付費等請求明細書（児童）』

に「請求内容」「金額」を記入し、３月分の請求時に請求します。 
  

（３）加算額の算定 

加算額は、定められた額に３月初日の利用子ども数で除して得た額（算定して得た

額に10 円未満の端数がある場合は切り捨てる。）を児童１人あたりの単価とし、３月

初日に利用する子どもの単価に加算します。 

    単価  １２０，０００円÷３月初日の利用子ども数 

 

３ 第三者評価受審加算 

第三者評価を受審した場合に、５年に１回、受審費用の一部を３月分の単価に加算し

ます。 

なお、公定価格で加算する額とは別に、横浜市保育・教育向上支援費において、第三

者評価を受審した場合の助成を支払います。 

   

※加算の５年に１回の起算日については、平成27年度を起算点とします。（新規開設

園は開設した年度を起算点とします。） 

 ただし、第三者評価の受審の５年に１回の起算点については、平成25年度を起算点と

します。（新規開設園は開設した年度を起算点とします。） 

 

（１）加算の要件 

「横浜市福祉サービス第三者評価」に沿って横浜市の指定評価機関で受審し、結果

をホームページで公表する事業所に加算します。 

   ※地域型保育事業に対する第三者評価の内容については、現在検討中です。 

 

（２）加算の認定 

当該年度に第三者評価を受審し、結果の公表を行う場合、12月末までに『第三者評

価受審加算申請書』を提出します。 

評価結果を横浜市のホームページに公表し、かつ受審をした当該年度に受審費用に

係る支払いが済んだことがわかる資料（領収書等）を添えて、『第三者評価受審加算

報告書』の提出により、３月時の請求とあわせて実績を報告します。 

（注）評価機関との間の契約書等により、当年度に第三者評価の受審や結果の公表（評価

機関からの評価結果の提示が翌年度以降となるため、結果の公表が翌年度になる場合

を含む。）が行われることが確認できる場合は本加算の対象となります。 

   【手続き】 

□ 『第三者評価受審加算申請書』に「受審の詳細について」と「受審費用につい

て」を記載して、12 月末までに、こども青少年局保育・教育運営課（給付担当）

に提出します。 
□ 横浜市の指定評価機関で第三者評価を受審した施設・事業者は、３月分の『公
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定価格加算・調整項目届出書』の、「第三者評価受審加算 実施状況等」の「有」

の□にチェックします。 
□ 併せて、向上支援費の『第三者評価受審加算報告書』に受審評価機関や期間、

受審にかかった費用と公定価格（150,000 円）と市独自助成額（受審費用と公

定価格の差額）を記入し、受審費用の領収書の写しを添付します。 
□ 加算要件に該当しない施設・事業者は３月分の『公定価格加算・調整項目届出

書』の「実施状況等」の「無」の□にチェックします。 
□ 『公定価格加算・調整項目届出書』の当該項目の実施状況等が「有」の場合は、

当該月の請求時に『子ども・子育て支援教育・保育給付費等請求明細書（児童）』

に「請求内容」「金額」を記入し、３月分の請求時に請求します。 
※『第三者評価受審加算（申請・報告）書』は向上支援費（市独自助成）と兼用で

す。 
 

（３）加算額の算定 

加算額は、定められた額を３月初日の利用子ども数で除して得た額（算定して得た

額に10 円未満の端数がある場合は切り捨てる。）を児童１人あたりの単価とし、３月

初日に利用する子どもの単価に加算します。 

   単価  １５０，０００円（限度額）÷３月初日の利用子ども数 
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向上支援費について 
 

 本資料内の単価等は、すべて案となっております。市会での予算議決等を経て確定しま

すので、あらかじめご了承ください。 

 

≪概要≫ 

保育・教育の質の向上を図るため、国基準を超える職員配置や障害児保育等、保育の実施

内容に応じ、国の公定価格に上乗せして助成します。 

  

≪助成項目（単価は基本的に月額です）≫ 

Ⅰ 小規模保育事業・事業所内保育事業共通項目 

（１）職員処遇改善費 

   職員の平均勤続年数・経験年数を踏まえた賃金改善やキャリアアップの取組みに応じ

た公定価格の加算率に、市独自助成として加算率を上乗せし、助成します。 

  （別途説明参照） 

 

（２）システム化経費助成 

請求明細作成ソフトを用いて請求を行うための経費を助成します。 

ア 支給条件 

請求明細作成ソフト等を用いて請求明細を作成し、電子データでインターネットを

経由して『請求明細書（児童・施設）』を提出していること 

※市の規定する書式の請求明細のデータを、電子データでインターネットを経由し

て送付していただければ、市販のソフトを利用した場合も対象となります。 

   

イ 単価 

  １園あたり ３０，０００円 

 

ウ 手続き 

□ 『向上支援費加算状況等届出書』の「１ システム化経費助成」の実施状況等の「有」

の□にチェックします。 

□ 毎月１日時点の状況を、当月１５日までにこども青少年局保育・教育運営課（給付

担当）まで提出します。ただし４月分は８日までに提出します。 

□ 『向上支援費加算状況等届出書』の当該項目の実施状況等が「有」の場合、当月分

の請求時に『子ども・子育て支援教育・保育給付費等請求明細書（施設）』に、「請

求内容」「金額」を記入し、請求します。 
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（３）食育推進助成 

食事提供をとおして、創意工夫による食育を推進するとともに、子どもの発達や栄養

状況などの健康面に配慮した安全で安心な食事の提供をするため、自園調理を行う園に

対して人件費等を公定価格に上乗せして助成します。 

ア 支給条件 

①自園調理している場合の助成 

自園調理を実施している場合に調理員等を雇用するための経費を助成します。 

委託の場合も助成対象（外部搬入は不可）とします。 

②栄養士を雇用している場合の格付け加算 

１か月あたりの所定労働時間が120時間以上の栄養士を雇用するための経費を助

成します。 

常勤換算はなく、１人で月の所定労働時間が 120 時間以上の栄養士 が対象です。

派遣による雇用は助成対象です。 

なお、①の調理業務を委託している人の内に栄養士がいたとしても、②の栄養士

を雇用している場合の格付け加算は対象外となります。 

 

イ 単価（下線部は平成 28年度単価変更箇所） 

  ①１園あたり ９１，５００円 

  ②１園あたり ３５，２００円 

 

ウ 手続き 

①自園調理している場合の助成 

□ 『雇用状況表』の「５ 食育推進助成①②」に調理業務の実施体制と調理員の

雇用状況を記載します。 

□ 『向上支援費加算状況等届出書』の「２ 食育推進助成①」の実施状況等の「有」

の□にチェックします。 

□ 毎月１日時点の状況を、当月１５日までにこども青少年局保育・教育運営課（給

付担当）まで、『向上支援費加算状況等届出書』・『雇用状況表』及び挙証資料

がある場合は挙証資料を添付して提出します。ただし４月分は８日までに提出

します。 

□ 『向上支援費加算状況等届出書』の当該項目の実施状況等が「有」の場合、当

月分の請求時に『子ども・子育て支援教育・保育給付費等請求明細書（施設）』

に、「請求内容」「金額」を記入し、請求します。 

②栄養士を雇用している場合の格付け加算 

□ 『雇用状況表』の「５ 食育推進助成②」に栄養士の雇用状況を記載します。 

□ 平成 28 年４月分の雇用状況表に記載する栄養士については、全員分の栄養士

免許証の写しを添付します。 

□ ５月以降新たに雇用する栄養士については、『雇用状況表』の提出にあわせて

栄養士免許証の写しを添付します。 

□ 『向上支援費加算状況等届出書』の「３ 食育推進助成②」の実施状況等の「有」
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の□にチェックします。 

□ 毎月１日時点の状況を、当月１５日までにこども青少年局保育・教育運営課（給

付担当）まで、『向上支援費加算状況等届出書』・『雇用状況表』及び挙証資料

がある場合は挙証資料を添付して提出します。ただし４月分は８日までに提出

します。 

□ 『向上支援費加算状況等届出書』の当該項目の実施状況等が「有」の場合、当

月分の請求時に『子ども・子育て支援教育・保育給付費等請求明細書（施設）』

に、「請求内容」「金額」を記入し、請求します。 

 

（４）アレルギー児童対応費 

食物アレルギー等の児童を安全に保育するために職員を雇用する等、体制を整えるた

めの経費です。利用定員に対するアレルギーの「生活管理指導表」が提出されている児

童の割合に応じて、加算します。委託・お弁当等の場合も助成対象です。 

※生活管理指導表は、保育所における食物アレルギー対応マニュアルに規定された様

式で、全施設・事業共通です。 

ア 支給条件 

以下の条件全てを満たすこと 

□ アレルギー対応マニュアルを作成し※１、マニュアルに沿って対応していること 

□ アレルギー児童の生活管理指導表※２が提出されていること 

□ 利用定員に対する対象児童（月初日時点）の割合が１％（小数点以下切り捨て）

以上であること（対象児童が１人以上いれば助成対象） 

※１本市作成の『保育所における食物アレルギー対応マニュアル』でも可です。 

※２生活管理指導表は、保育所における食物アレルギー対応マニュアルに規定され

た様式で、全施設・事業共通です。 

 

イ 単価 

  １園あたり ２４，４００円 

 

ウ 手続き 

（ア）区こども家庭支援課への手続き 

□ 『アレルギー児童数報告書』にアレルギーの『生活管理指導表』及び事業者独自のマ

ニュアルを作成している場合は、その写しを添付し、助成を受けようとする月の１５

日までに所在区こども家庭支援課に提出します。 

□ アレルギー児童対応費の助成区分に変動があった場合には、変動があった月の１５日

までに所在区こども家庭支援課に『アレルギー児童数報告書』と変動があった児童の

『生活管理指導表』の写しを提出します。 

  （イ）給付担当への手続き 

□ 『向上支援費加算状況等届出書』の「４ アレルギー児童対応費」の実施状況等の「有」

の□にチェックします。 

□ 毎月１日時点の状況を、当月１５日までにこども青少年局保育・教育運営課（給付担
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当）まで、『向上支援費加算状況等届出書』・『雇用状況表』及び挙証資料がある場合

は挙証資料を添付して提出します。ただし４月分は８日までに提出します。 

□ 『アレルギー児童数報告書（写）』は助成開始月や変更適用月のみ添付します。 

□ 『向上支援費加算状況等届出書』の当該項目の実施状況等が「有」の場合、当月分の

請求時に『子ども・子育て支援教育・保育給付費等請求明細書（施設）』に、「請求内

容」「金額」を記入し、請求します。 

 

（５）産休代替職員雇用費 

事業所の常勤職員（保育士・看護職・調理員・栄養士）が出産や疾病のため有給で２

週間以上療養する場合、その職員の職務を他の職員に行わせたり、代替職員を雇用した

りするための経費です。代替で雇用した職員の職種・雇用実績ではなく、有給で２週間

以上産休・病休が継続する常勤職員の職種と休暇・療養期間に応じた助成になります。 

ア 支給条件 

・事業所の常勤職員（保育士・看護職・調理員・栄養士等）が年次有給休暇ではない

産休・病休期間が有給（全額支給）をあり２週間以上継続すること 

・助成対象の病休期間は最大で９０日まで 

・なお、平成 28年４月１日以降の休暇・療養期間が対象になります。 

以下の書類を挙証資料として添付してください。 

・産休・病休期間が有給と分かるもの（就業規則など） 

・休暇・療養職員の療養前の勤務実績と勤務時間が分かる書類 

・休暇・療養期間・理由が分かる書類（診断書など） 

   ・賃金を支払ったことが分かる書類（賃金台帳など） 

イ 単価 

休暇・療養している職員の休暇・療養前の勤務実態に応じた助成です。 

例） １日８時間・週５日勤務の保育士が有給で産後休暇を８週間取得した場合 

８（時間）×８（週間）×５（日)×１，２２４円＝３９１，６８０円 

資格種別 単価 

保育士・家庭的保育者 １，２２４円 

看護師等・栄養士・調理師 １，１５６円 

無資格（調理員等）・家庭的保育補助者 １，０５６円 

※単価はすべて時給 

 

ウ 手続き 

□ 請求は休暇・療養期間が終了してから行います。ただし、休暇・療養期間が年度

をまたぐ場合、年度ごとに請求します。 

□ 休暇・療養期間終了日の次の１５日（年度をまたぐ場合、当該年度分は３月 15日）

までに『産休等代替職員雇用費実績報告書』と挙証資料を添付し、こども青少年

局保育・教育運営課（給付担当）まで、『向上支援費加算状況等届出書』・『雇用状

況表』と併せて提出します。 
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例 ４月 28 日に終了する場合、５月 15 日までに『産休等代替職員雇用費実績報告

書』と挙証資料を添付し、提出します。 

□ 請求を行う月分の『向上支援費加算状況等届出書』の「５ 産休代替職員雇用費」

の実施状況等の「有」の□にチェックします。 

□ 『向上支援費加算状況等届出書』の当該項目の実施状況等が「有」の場合、当月

分の請求時に『子ども・子育て支援教育・保育給付費等請求明細書（施設）』に、

「請求内容」「金額」を記入し、請求します。 

 

（６）障害児等受入加算 

「横浜市障害児等の保育・教育実施要綱」に基づき、障害児又は特別支援児童の保育

に必要な保育士を加配するための経費です。 

※園からの申請を受け、区福祉保健センターが対象児童を認定してから初めて請求可

能となります。 

ア 支給条件 

区福祉保健センター長による対象児童の認定 

  ※『障害児保育教育対象児童等加配区分認定（変更）通知書（写）』の加配区分開

始日の属する月の翌月（ただし、加配区分開始日が月の初日であった場合は、当

月）から助成します。 

 

イ 単価（下線部は平成 28年度単価変更箇所） 

 対象児童の障害等の程度の判定と、保育を必要とする時間の区分により単価設定 

 （対象児童 1人あたり） 

標準時間認定 

（１１時間） 

重度（１：１） ３１５，６００円  

中度（２：１） ２４８，３００円 

軽度（３：１） １６１，２００円 

特別支援 ９５，７００円 

短時間認定 

（８時間） 

重度（１：１） ２２９，５００円 

中度（２：１） １８０，６００円 

軽度（３：１） １１７，２００円 

特別支援 ６９，６００円  

 

ウ 手続き 

□ 『向上支援費加算状況等届出書』の「６ 障害児等受入加算」の実施状況等の「有」

の□にチェックします。 

□ 毎月１日時点の状況を、当月１５日までにこども青少年局保育・教育運営課（給付

担当）まで、『向上支援費加算状況等届出書』・『雇用状況表』及び挙証資料がある場

合は挙証資料を添付して提出します。ただし４月分は８日までに提出します。 

□ 『障害児保育教育対象児童等加配区分認定（変更）通知書（写）』は助成開始月や変

更適用月のみ添付します。 
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□ 『向上支援費加算状況等届出書』の当該項目の実施状況等が「有」の場合、当月分

の請求時に『子ども・子育て支援教育・保育給付費等請求明細書（児童）』に、「請

求内容」「金額」を記入し、請求します。 

 

（７）被虐待児童対応費 

  虐待が疑われ事業所を利用する児童で、保育士加配が必要と区福祉保健センター長が

認める場合に助成します。 

ア 支給条件 

区福祉保健センター長による被虐待児保育・教育対象児童の認定 

※『被虐待児保育教育対象児童認定（変更）決定通知書』の加配区分開始日の属する

月の翌日（ただし、加配区分開始日が月の初日であった場合は、当月）から助成し

ます。 

 

イ 単価 

対象児童の入所日・退所日に応じて日割りします。 

（対象児童１人あたり） 

２２９，５００円 

 

ウ 手続き 

□ 『向上支援費加算状況等届出書』の「７ 被虐待児童対応費」の実施状況等の「有」

の□にチェックします。 

□ 当月分の状況を、当月１５日までにこども青少年局保育・教育運営課（給付担当）

まで、『向上支援費加算状況等届出書』・『雇用状況表』及び挙証資料がある場合は挙

証資料を添付して提出します。ただし４月分は８日までに提出します。 

□ 『被虐待児保育教育対象児童認定（変更）決定通知書（写）』は助成開始月や変更適

用月のみ添付します。 

□ 『向上支援費加算状況等届出書』の当該項目の実施状況等が「有」の場合、当月分

の請求時に『子ども・子育て支援教育・保育給付費等請求明細書（児童）』に、「請

求内容」「金額」を記入し、請求します。 

 

（８）保育士等雇用対策費【４月～６月のみ（平成３１年度末まで）】 

  利用定員を満たしていない場合でも、定員分の保育従事者を確保する必要があるため、

４～６月のみ（年度途中開所は初めの３か月のみ）公定価格の基本分単価（１、２歳児

の保育短時間認定）の２分の１を空き定員児童数に応じて助成します。今後、利用状況

や公定価格を踏まえ、見直しを検討します。 

※事業所内保育事業は地域枠部分のみに適用します。 

ア 支給条件 

利用定員分の保育従事者を確保していること 

月初に空き定員があること（年齢別の定員ではなく、全体の利用定員の中での空き

定員とします。） 
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  イ 単価 

空き定員１人あたり 公定価格の基本分単価（１、２歳児の保育短時間認定） 

の２分の１ 

ウ 手続き 

□ 『雇用状況表』の「７（Ｃ型は６） 保育士等雇用対策費①支給要件確認」で、要

件を全て満たしているか確認、記載します。 

□ 要件を全て満たしている場合は、「７（Ｃ型は６） 保育士等雇用対策費②利用定員

分の職員配置を計算」に利用定員分の基準保育従事者数、月初の入所児童数、差引

人数、公定価格基本分単価１、２歳児の保育短時間認定）、保育士等雇用対策費計を

記載します。（請求書の金額と合っているかの確認を請求時にしてください。） 

□ 『向上支援費加算状況等届出書』の「９（Ｃ型は８）保育士等雇用対策費」の実施

状況等の「有」の□にチェックします。 

□ 毎月（４月～６月）１日時点の状況を、当月１５日までにこども青少年局保育・教

育運営課（給付担当）まで、『向上支援費加算状況等届出書』・『雇用状況表』及び挙

証資料がある場合は挙証資料を添付して提出します。ただし４月分は８日までに提

出します。 

□ 『向上支援費加算状況等届出書』の当該項目の実施状況等が「有」の場合、当月分

の請求時に『子ども・子育て支援教育・保育給付費等請求明細書（児童）』に、「請

求内容」「金額」を記入し、請求します。 

 

（９）第三者評価受審費助成 ※12月末までに申請、３月届出時に実績報告 

横浜市の指定評価機関で受審した場合に５年に１回(※)受審費用を助成します。 

※加算の５年に１回 の起算点については、平成 27 年度を起算点 とします。（新規開

設園は開設した年度を起算点とします。） 

 ただし、第三者評価の受審の５年に１回 の起算点については、平成 25 年度を起算

点 とします。（新規開設園は開設した年度を起算点とします。） 

ア 支給条件 

・横浜市の指定評価機関で受審すること 

・公定価格の「第三者評価受審加算」が３月分の加算なので、市独自助成の「第三者

評価受審費助成」は３月分の請求時に併せて請求すること 

イ 単価 

１園につき５年に１回６０万円を上限に助成します。 

第三者評価受審費は、年額１５万円が公定価格化されたため、公定価格分を差し引

いて助成します。 

※地域型保育事業に対する第三者評価の内容については、現在検討中です。 
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ウ 手続き 

□ 『第三者評価受審加算申請書』に記入し、12 月末までにこども青少年局保育・教育

運営課（給付担当）まで提出します。 

□ ３月分の『向上支援費加算状況等届出書』「14（Ｃ型のみ 12）第三者評価受審費助

成」の実施状況等の「有」の□にチェックします。 

□ 『第三者評価受審加算報告書』に記入し、受審費用の領収書の写しを添付し、３月

15日までにこども青少年局保育・教育運営課（給付担当）まで提出します。 

□ 『向上支援費加算状況等届出書』の当該項目の実施状況等が「有」の場合、当月分

の請求時に『子ども・子育て支援教育・保育給付費等請求明細書（施設）』に「請求

内容」「金額」を記入し、請求します。 

※『第三者評価受審届』は公定価格の「第三者評価受審加算（申請・報告）書」と兼用

です。 

 

（10）事業費助成 

保菌検査や賠償責任保険料の支払い等、事業費に充当するための経費を助成します。 

ア 支給条件 

 支給にあたっての条件はありません。利用児童数に応じて支給されます。 

イ 単価 

 児童１人あたり １，０００円 

ウ 手続き 

 利用児童数に応じた支給のため、手続きは不要です。 

 

Ⅱ 小規模保育事業共通項目 

（１）家賃助成 

   実施事業所の賃借に要する費用を助成します。 

ア 支給条件 

以下の要件（公定価格の賃借料加算の要件と同様）全てに該当する場合に助成する。 

（ア）事業の用に供する建物が賃貸物件であること（注） 

（イ）（ア）の賃貸物件に対する賃借料が発生していること 

（ウ）「家庭的保育改修等事業（賃貸料補助）」」等の国庫補助を受けた事業所につい

ては、当該補助に係る残額が生じていないこと 

（エ）減価償却費加算の対象となっていないこと 

（注）事業所の一部が自己所有の場合は、賃貸による建物の延べ面積が事業所全体の

延べ面積の５０％以上であること 
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イ 単価 

【小規模保育事業】 

基準上限額と実際の契約金額（月額）を比較して少ない金額の４分の３（百円未満

切捨て）と公定価格における賃借料加算の支給額との差額を助成します。 
（管理費・地代・消費税を含むが、駐車場使用料・敷金・礼金については、対象から 
除く。） 

    上記の金額がマイナスになる場合は助成対象外とします。 
 
 
 

 
《例》契約金額（月額）が 286,200 円で、公定価格の賃借料加算が 172,000 円（８

人×21,500 円）の場合 
 286,200 円×３／４＝214,650 円⇒（百円未満切捨て）⇒214,600 円 

     214,600 円－172,000 円＝42,600 円 
    ※４２，６００円が横浜市独自助成の請求金額となります。 
    （自動的には計算されませんのでご注意ください。） 

ウ 手続き 

□ 『向上支援費加算状況等届出書』の「11 家賃助成」の実施状況等の「有」の□に

チェックします。 

□ 『向上支援費加算状況等届出書』は毎月１日時点の状況を、当月１５日までにこど

も青少年局保育・教育運営課（給付担当）まで挙証資料がある場合は挙証資料を添

付して提出します。ただし４月分は８日までに提出します。 

□ 賃貸契約書（写）は助成開始月や変更適用月のみ添付します。 

□『向上支援費加算状況等届出書』の当該項目の実施状況等が「有」の場合、当月分の

請求時に『子ども・子育て支援教育・保育給付費等請求明細書（施設）』に、「請求内

容」「金額」を記入し、請求します。 

 

Ⅲ 小規模保育事業（Ａ型・Ｂ型）・事業所内保育事業共通項目 

（１）看護職雇用加算 

看護職（看護師、保健師、助産師、准看護師）の職員を雇用している場合に、保育士

の雇用経費との差額相当分（格付け加算）を助成します。 

  対象：常勤・非常勤の看護師、保健師・助産師、常勤の准看護師 

ア 支給条件 

常勤単価を適用する場合は１か月の所定労働時間が 120時間以上、非常勤単価を適

用する場合は１か月の所定労働時間が 75時間以上雇用していること 

※派遣職員も助成対象です。１人で月の所定労働時間が 75時間以上又は 120時間以

上の看護職が対象です。 

補助率

3/4 225,000円

※百円未満切捨て

基準上限額

300,000円

助成上限額【月額】
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イ 単価（下線部は平成 28年度単価変更箇所） 

（１園あたり） 

看護師格付け経費 （非常勤） ５７，６００円 

（常勤） ６７，８００円 

保健師・助産師格付け経費 （常勤） ８０，８００円 

准看護師格付け経費 （常勤） １５，８００円 

※「非常勤」の保健師・助産師は非常勤看護師の単価が適用になります。 

ウ 手続き 

□ 『雇用状況表』の「６ 看護職雇用加算」に対象となる看護職の雇用状況を記載し

ます。 

□ 平成 28年４月分の『雇用状況表』に記載する看護職については、全員分の看護職の

免許の写しを添付します。 

□ ５月以降新たに雇用する看護職については、『雇用状況表』の提出にあわせて看護職

の免許の写しを添付します。 

□ 『向上支援費加算状況等届出書』の「８ 看護職雇用加算」の実施状況等の「有」

の□にチェックします。 

□ 毎月１日時点の状況を、当月１５日までにこども青少年局保育・教育運営課（給付

担当）まで、『向上支援費加算状況等届出書』・『雇用状況表』及び挙証資料がある場

合は挙証資料を添付して提出します。ただし４月分は８日までに提出します。 

□ 『向上支援費加算状況等届出書』の当該項目の実施状況等が「有」の場合、当月分

の請求時に『子ども・子育て支援教育・保育給付費等請求明細書（施設）』に、「請

求内容」「金額」を記入し、請求します。 

 

（２）安全な保育を実施するための職員雇用費 

開所時間の始期・終期の前後の時間帯で児童がごく少数となる場合でも、常時最低２

人以上の保育従事者を配置し、安全な保育を実施するために保育士を雇用するための経

費です。 

ア 支給条件 

市基準の職員配置及びその他加算で配置する職員の他に保育士を０．５人（月８０

時間）雇用していること 

イ 単価 

１園あたり ９１，８００円 

ウ 手続き 

□ 『雇用状況表』に毎月 1 日現在の在籍児数及び在籍児数に対する基準保育士数と実

際に雇用している非常勤を含めた職員数を記入します。 

□ 対象となる保育士が、基準保育士数よりも０．５人以上いる場合は、「２ 基準の保

育士数（保育従事者数）その他加算の保育士数」欄の「安全な保育を実施するため

の職員雇用費」欄に０．５人と記入します。 

□ 『向上支援費加算状況等届出書』の「10 安全な保育を実施するための職員雇用費」
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の実施状況等の「有」の□にチェックします。 

□ 毎月１日時点の状況を、当月１５日までにこども青少年局保育・教育運営課（給付

担当）まで、『向上支援費加算状況等届出書』・『雇用状況表』及び挙証資料がある場

合は挙証資料を添付して提出します。ただし４月分は８日までに提出します。 

□ 『向上支援費加算状況等届出書』の当該項目の実施状況等が「有」の場合、当月分

の請求時に『子ども・子育て支援教育・保育給付費等請求明細書（施設）』に、「請

求内容」「金額」を記入し、請求します。 

 

Ⅳ 小規模保育事業（Ｃ型）のみの項目 

（１）補助員雇用費（小規模保育事業Ｃ型） 

開所時間の始期・終期の前後の時間帯で児童がごく少数となる場合でも、常時最低２

人以上の保育従事者を配置し、安全な保育を実施するために家庭的保育補助者を雇用す

るための経費です。 

ア 支給条件 

市基準の職員配置及びその他加算で配置する職員の他に家庭的保育補助者を０．５

人（月８０時間）雇用していること 

イ 単価 

１園あたり ８２，５００円 

ウ 手続き 

□ 『雇用状況表』に毎月 1 日現在の在籍児数及び在籍児数に対する基準保育従事者数

と実際に雇用している非常勤を含めた職員数を記入します。 

□ 対象となる保育従事者が、基準保育従事者数よりも０．５人以上いる場合は、「２ 基

準の保育従事者数 その他加算の保育従事者数」欄の「補助員雇用費」欄に０．５

人と記入します。 

□ 『向上支援費加算状況等届出書』の「９補助員雇用費」の実施状況等の「有」の□

にチェックします。 

□ 毎月１日時点の状況を、当月１５日までにこども青少年局保育・教育運営課（給付

担当）まで、『向上支援費加算状況等届出書』・『雇用状況表』及び挙証資料がある場

合は挙証資料を添付して提出します。ただし４月分は８日までに提出します。 

□ 『向上支援費加算状況等届出書』の当該項目の実施状況等が「有」の場合、当月分

の請求時に『子ども・子育て支援教育・保育給付費等請求明細書（施設）』に、「請

求内容」「金額」を記入し、請求します。 

 

（２）家庭的保育者１名分加配加算 

児童の処遇向上のため、家庭的保育者を３名雇用している場合に、家庭的保育補助者

の雇用経費との差額相当分（格付け加算）を助成します。 

ア 支給条件 

家庭的保育者を３名雇用している場合に助成します。 

イ 単価 

１園あたり ４６，２００円 
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ウ 手続き 

□ 『雇用状況表』に毎月 1 日現在の在籍児数及び在籍児数に対する基準保育従事者数

と実際に雇用している非常勤を含めた職員数を記入します。 

□ 対象となる家庭的保育者数（ｃ+ｄ）が、３人以上いる場合は、「２ 基準の保育従

事者数」の「家庭的保育者１名分加配加算の適用の有無」を「有」と記入します。 

□ 『向上支援費加算状況等届出書』の「10 家庭的保育者１名分加配加算」の実施状

況等の「有」の□にチェックします。 

□ 毎月１日時点の状況を、当月１５日までにこども青少年局保育・教育運営課（給付

担当）まで、『向上支援費加算状況等届出書』・『雇用状況表』及び挙証資料がある場

合は挙証資料を添付して提出します。ただし４月分は８日までに提出します。 

□ 『向上支援費加算状況等届出書』の当該項目の実施状況等が「有」の場合、当月分

の請求時に『子ども・子育て支援教育・保育給付費等請求明細書（施設）』に、「請

求内容」「金額」を記入し、請求します。 
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休日保育について（公定価格・向上支援費・延長保育） 
 

 本資料内の単価等は、すべて案となっております。市会での予算議決等を経て確定しますの

で、あらかじめご了承ください。 

【公定価格】 

１ 休日保育加算 

※加算対象は保育所、認定こども園（２号・３号）、小規模保育Ａ型、Ｂ型、事業所内 

保育 

日曜日、国民の祝日及び休日（以下、「休日等」という。）において、加算の要件を満た

して保育を実施する施設に加算します。 

 

（１）加算の要件 

（ア）休日保育実施施設として横浜市に届出していること。 

（イ）横浜市休日保育実施要領で定める職員配置基準を満たしていること。 

（ウ）対象となる子どもに対して、適宜、間食又は給食等を提供すること。 

（エ) 対象となる子どもは、原則、休日等に常態的に保育を必要とする保育認定子どもで

あること。 

 

（２）加算額の認定 

（ア）加算の認定あたっては、『休日保育実施兼加算適用届出書』を当該年度で初めて加

算を受けようとする月の１か月前までにこども青少年局保育・教育運営課（給付担

当）へ提出します。 

（イ）市町村長は、加算の認定がされている施設について、申請又は指導監督等を通じて

その状況を把握し、（１）の要件に適合しなくなった場合には、（１）の要件に適

合しなくなった日の属する月の翌月（月初日に（１）に適合しなくなった場合はそ

の月）から加算の適用が無いものとすること。 

 

（３）手続き 

 

□ 休日保育を実施する施設は、『休日保育実施兼加算適用届出書』を当該年度で初めて

加算を受けようとする月の１か月前までにこども青少年局保育・教育運営課（給付担

当）へ提出します。 

□ 休日保育を実施する施設は、『公定価格加算・調整項目届出書』の「休日保育加算」

の【加算要件】にすべてチェックがつき、要件を満たす場合、「実施状況等」の「有」

の□にチェックします。休日保育を実施しない施設は「無」の□にチェックします。 

□ 加算要件や状況に変更があった場合には、『実施状況等』欄を変更し、「前月からの

変更有無」欄に○を記載します。また、『休日保育実施兼加算適用変更届出書』を実

施内容を変更する月の１か月前までにこども青少年局保育・教育運営課（給付担当）

へ提出します。ただし、年度当初から実施内容を変更する場合は、前年度の８月末日

までにこども青少年局保育・教育運営課（給付担当）へ提出します。 

□ 毎月１日時点の状況を、当月15日までにこども青少年局保育・教育運営課（給付担当）

まで、『公定価格加算・調整項目届出書』・『雇用状況表』及び挙証資料がある場合

は挙証資料を添付して提出します。なお、４月分は８日までに提出します。 

□ 『公定価格加算・調整項目届出書』の当該項目の実施状況等が「有」の場合は、当該

月の請求時に『子ども・子育て支援教育・保育給付費等請求明細書（児童）』に「請

求内容」「金額」を記入し、『休日保育利用児童実績報告書』を添付し、請求します。 
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（４）加算額の算定 

加算額は、地域区分等及び『休日保育実施兼加算適用届出書』により認定した休日等に

保育を利用する年間の延べ利用子ども数（以下、「休日延べ利用子ども数」という。）

に応じた単価に、当該加算に係る処遇改善等加算の単価に加算率を乗じた額を加えて算

出した額を、当該施設における各月初日の利用子ども数（休日等に保育を利用しない子

どもを含む。）で除して得た額とする。（算定して得た額に10 円未満の端数がある場合

は切り捨てる。） 

  ※延べ利用子ども数は、１人の子どもが月４日利用した場合は４人と計算すること。 

  ※休日延べ利用子ども数には、休日等に当該休日保育対象施設を利用する休日保育対象

施設以外の特定教育・保育施設又は特定地域型保育事業を利用する子どもを含むこと。 

【向上支援費（市独自助成）】 

１ 職員配置加算（休日）※加算対象は保育所、認定こども園（２号・３号） 

（１）支給条件 

休日保育実施施設として横浜市に届出しており、日曜日、国民の祝日及び休日（以下、

「休日等」という。）に横浜市基準の保育士を配置している場合、加算します。 

市基準の保育士配置を確保するための人件費のほか、事業費を加算します。 

 

（２）単価（月額、１施設あたりの単価） 

   公定価格の休日保育加算の加算額の休日等に保育を利用する年間の延べ利用子ども

数（以下、「休日延べ利用子ども数」という。）に応じた単価とする。 

   ※加算率は、公定価格の加算率に、市独自助成の加算率を上乗せしたものを用います。 

休日保育の年間延べ 

利用子ども数（人） 

職員配置加算単価

（円） 
処遇改善等加算分（円） 事業費分（円） 

  ～ 210 80,580  760 ×加算率 8,400 

211 ～ 279 86,320  820 ×加算率 11,160 

280 ～ 349 97,880  920 ×加算率 13,960 

350 ～ 419 109,440  1,030 ×加算率 16,760 

420 ～ 489 121,000  1,140 ×加算率 19,560 

490 ～ 559 132,550  1,250 ×加算率 22,360 

560 ～ 629 144,110  1,360 ×加算率 25,160 

630 ～ 699 155,640  1,470 ×加算率 27,960 

700 ～ 769 167,190  1,580 ×加算率 30,760 

770 ～ 839 178,750  1,690 ×加算率 33,560 

840 ～ 909 190,310  1,800 ×加算率 36,360 

910 ～ 979 201,870  1,910 ×加算率 39,160 

980 ～ 1,049 213,430  2,020 ×加算率 41,960 

1,050 ～   224,950  2,130 ×加算率 42,000 
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（３）手続き 

 

□ 『休日保育実施兼加算適用届出書』を当該年度で初めて加算を受けようとする月の１

か月前までにこども青少年局保育・教育運営課（給付担当）へ提出します。 

□  横浜市の保育士配置基準を満たすことを確認し、『向上支援費加算状況等届出書』

の「職員配置加算（休日）」の実施状況等の「有」の□にチェックします。 

□  毎月１日時点の状況を、当月１５日までにこども青少年局保育・教育運営課（給付

担当）まで、『向上支援費加算状況等届出書』及び挙証資料がある場合は挙証資料を

添付して提出します。ただし４月分は８日までに提出します。 

□ 『向上支援費加算状況等届出書』の当該項目の実施状況等が「有」の場合、当月分の

請求時に『子ども・子育て支援教育・保育給付費等請求明細書（施設）』に、「請求

内容」「金額」を記入し、請求します。 

 

２ 食育推進助成（休日） 

※加算対象は保育所、認定こども園（２号・３号）、小規模保育Ａ型及びＢ型、事業   

所内保育（地域枠） 

 

（１）支給条件 

   休日保育実施施設として横浜市に届出しており、休日保育において、自園調理を行う

施設に対して助成します。調理業務を委託し、自園で調理している場合も助成対象とし

ます。外部搬入及び弁当持参の場合は加算対象外です。 

 

（２）単価（月額、１施設あたりの単価） 

    29,640円 

 

（３）手続き 

 

□ 『休日保育実施兼加算適用届出書』を当該年度で初めて加算を受けようとする月の１

か月前までにこども青少年局保育・教育運営課（給付担当）へ提出します。 

□ 『向上支援費加算状況等届出書』の「食育推進助成（休日）」の実施状況等の「有」

の□にチェックします。 

□ 毎月１日時点の状況を、当月１５日までにこども青少年局保育・教育運営課（給付担

当）まで、『向上支援費加算状況等届出書』及び挙証資料がある場合は挙証資料を添

付して提出します。ただし４月分は８日までに提出します。 

□ 『向上支援費加算状況等届出書』の当該項目の実施状況等が「有」の場合、当月分の

請求時に『子ども・子育て支援教育・保育給付費等請求明細書（施設）』に、「請求

内容」「金額」を記入し、請求します。 

  

３ 障害児等受入加算（休日） 

※加算対象は保育所、認定こども園（２号・３号）、小規模保育Ａ型及びＢ型、事業   

所内保育（地域枠） 

 

（１）支給条件 

休日保育実施施設として横浜市に届出しており、休日保育において、「横浜市障害児

等の保育・教育実施要綱」に基づき、区福祉センター長が認定した障害児又は特別支援

児童を保育するのに必要な保育士を加配し、休日保育をしていること。 
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（２）単価（月額、１人あたりの単価） 

対象児童の障害等の程度の判定と、保育を必要とする時間の区分により単価が異なり

ます。 

 

  重度（１：１） 中度（２：１） 

標準時間 102,250円 80,440円 

短時間 74,350円 58,510円 

  軽度（３：１） 特別支援 

標準時間 52,220円 31,000円 

短時間 37,970円 22,550円 

 

（３）手続き 

 

□ 『休日保育実施兼加算適用届出書』を当該年度で初めて加算を受けようとする月の１

か月前までにこども青少年局保育・教育運営課（給付担当）へ提出します。 

□ 『向上支援費加算状況等届出書』の「障害児等受入加算（休日）」の実施状況等の「有」

の□にチェックします。 

□ 毎月１日時点の状況を、当月１５日までにこども青少年局保育・教育運営課（給付担

当）まで、『向上支援費加算状況等届出書』及び挙証資料がある場合は挙証資料を添

付して提出します。ただし４月分は８日までに提出します。 

□ 『向上支援費加算状況等届出書』の当該項目の実施状況等が「有」の場合、当月分の

請求時に『子ども・子育て支援教育・保育給付費等請求明細書（施設）』に、「請求内

容」「金額」を記入し、請求します。 

 

【延長保育】 

１ 延長保育実施加算（休日） 

※加算対象は保育所、認定こども園（２号・３号）、小規模保育Ａ型及びＢ型、事業   

所内保育（地域枠） 

 

（１）支給条件 

休日保育実施施設として横浜市に届出しており、休日保育において、11 時間以上開

所している施設・事業者に対し、ローテーション保育士雇用費と施設管理費を助成しま

す。 

※開所時間に応じて助成します。 

※事業所内保育事業は地域枠の方の利用がある場合のみの助成とします。 

 

（２）単価（月額、１施設あたりの単価） 

【保育所、認定こども園（２号・３号）】 

 

開所時間が 11時間以上 12時間未満 93,580円 

開所時間が 12時間以上 13時間未満 149,990円 

開所時間が 13時間以上 14時間未満 220,220円 

開所時間が 14時間以上 276,630円 

 

 

資料Ⅱ-61-



 

【小規模保育Ａ型及びＢ型、事業所内保育（地域枠）】 

 

開所時間が 11時間以上 12時間以下 93,580円 

開所時間が 12時間超 149,990円 

 

（３）手続き 

 

□ 『休日保育実施兼加算適用届出書』を当該年度で初めて加算を受けようとする月の１

か月前までにこども青少年局保育・教育運営課（給付担当）へ提出します。 

□ 『延長保育事業実施(変更)届』を所在区こども家庭支援課へ提出します。変更する場

合は変更適用月の１か月前、ただし年度当初から変更する場合は前年度８月末までに

提出してください。 

□ 休日の開所時間が 11時間以上の場合、『延長保育事業加算状況等届出書』の「延長保

育実施加算（休日）」の実施状況等の「有」の□にチェックします。 

□ 毎月１日時点の状況を、当月 15 日までにこども青少年局保育・教育運営課（給付担

当）まで、『延長保育事業加算状況等届出書』及び挙証資料がある場合は挙証資料を

添付して提出します。ただし４月分は８日までに提出します。 

『延長保育事業加算状況等届出書』の当該項目の実施状況等が「有」の場合、当月分

の請求時に『子ども・子育て支援教育・保育給付費等請求明細書（施設）』に、「請求

内容」「金額」を記入し、請求します。 

 

２ 調理人雇用費（休日） 

※加算対象は保育所、認定こども園（２号・３号）、小規模保育Ａ型及びＢ型、事業   

所内保育（地域枠） 

 

（１）支給条件 

休日保育実施施設として横浜市に届出しており、休日の延長保育時間において、間食

及び夕食を自園調理している施設・事業者に対して開所時間に応じて助成します。調理

業務委託の場合も助成対象とします。外部搬入及び弁当持参の場合は加算対象外です。 

 

（２）単価（月額、１施設あたりの単価） 

 

閉所時刻が 19時以降 19時 30分まで 23,710 円 

閉所時刻が 19時 30分超える 31,620 円 

 

（３）手続き 

 

□ 『休日保育実施兼加算適用届出書』を当該年度で初めて加算を受けようとする月の１

か月前までにこども青少年局保育・教育運営課（給付担当）へ提出します。 

□ 『延長保育事業加算状況等届出書』の「調理人雇用費（休日）」の実施状況等の「有」

の□にチェックします。 

□ 毎月１日時点の状況を、当月 15日までにこども青少年局保育・教育運営課まで、『延

長保育事業加算状況等届出書』及び挙証資料がある場合は挙証資料を添付して提出し

ます。ただし４月分は８日までに提出します。 

□ 『延長保育事業加算状況等届出書』の当該項目の実施状況等が「有」の場合、当月分

の請求時に『子ども・子育て支援教育・保育給付費等請求明細書（施設）』に、「請求

内容」「金額」を記入し、請求します。 
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３ 延長保育障害児等受入加算（休日） 

※加算対象は保育所、認定こども園（２号・３号）、小規模保育Ａ型及びＢ型、事業   

所内保育（地域枠） 

 

（１）支給条件 

休日保育実施施設として横浜市に届出しており、児童が障害児等保育教育児童として

決定し、かつ休日の延長保育の利用決定をしている場合に 1人当たりに助成します。 

 

（２）単価（月額、１人あたりの単価） 

14,220円 

 

（３）手続き 

 

□ 『休日保育実施兼加算適用届出書』を当該年度で初めて加算を受けようとする月の１

か月前までにこども青少年局保育・教育運営課（給付担当）へ提出します。 

□ 『延長保育事業加算状況等届出書』の「延長保育障害児等受入加算（休日）」の実施

状況等の「有」の□にチェックし、対象人数を記載します。 

□ 毎月１日時点の状況を、当月 15日までにこども青少年局保育・教育運営課まで、『延

長保育事業加算状況等届出書』及び挙証資料がある場合は挙証資料を添付して提出し

ます。ただし４月分は８日までに提出します。 

□ 『延長保育事業加算状況等届出書』の当該項目の実施状況等が「有」の場合、当月分

の請求時に『子ども・子育て支援教育・保育給付費等請求明細書（施設）』に、「請求

内容」「金額」を記入し、請求します。 

 

４ 延長保育ＡＢ階層減免費（休日） 

※加算対象は保育所、認定こども園（２号・３号）、小規模保育Ａ型及びＢ型、事業   

所内保育（地域枠） 

 

（１）支給条件 

   休日の延長保育を利用した児童の保護者から間食代もしくは夕食代を徴収する際、保

育料の階層がＡ階層もしくはＢ階層の場合には基準の代金の半額（10円未満の端数は切り

捨て）を徴収し、その残り（10円未満の端数は切り上げ）を助成します。 

ただし、基準となる間食代、夕食代についてはガイドラインの金額を上限とした実費と

します。 

※延長保育の利用料については、別紙「（案）延長保育料ガイドライン」のとおりです。 

 

（２）単価 利用児童一人につき１回あたり 

 

間食代 夕食代 

60円 180円 

 

（３）手続き 

 

□ 『休日保育実施兼加算適用届出書』を当該年度で初めて加算を受けようとする月の１

か月前までにこども青少年局保育・教育運営課（給付担当）へ提出します。 

□ 『延長保育事業加算状況等届出書』の「延長保育ＡＢ階層減免費（休日）」の実施状
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況等の「有」の□にチェックします。 

□ 毎月１日時点の状況を、当月 15日までにこども青少年局保育・教育運営課まで、『延

長保育事業加算状況等届出書』及び挙証資料がある場合は挙証資料を添付して提出し

ます。ただし４月分は８日までに提出します。 

□ 『延長保育事業加算状況等届出書』の当該項目の実施状況等が「有」の場合、当月分

の請求時に『子ども・子育て支援教育・保育給付費等請求明細書（施設）』に、「請求

内容」「金額」を記入し、請求します。 

□ 請求書の提出の際、『ＡＢ階層減免費内訳報告書』と『休日保育利用児童実績報告書』

を添付します。 
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 処遇改善等加算と職員処遇改善費 

処遇改善等加算及び職員処遇改善費の提出書類・変更点等について 

 

１ 処遇改善等加算及び職員処遇改善費の加算の手続き 

  処遇改善等加算及び職員処遇改善費を申請するにあたり、１年をとおして「加算率

の算定」「賃金改善計画の策定」「賃金改善実績の確認」の３回にわたり資料提出を行

っていただく必要があります。 

 

 (1) 「加算率の算定」における提出書類 

  ア 新規の施設・事業所 

   ①『処遇改善等加算等に係る加算率認定申請書（第１号様式の１）』 

   ②『職員履歴報告書（A票）（第１号様式の２）』 

    平成28年４月１日に在籍している平均勤続年数の算定対象職員全員のＡ票を

ご記入ください。 

  イ 既存施設・事業所 

   ①『処遇改善等加算等に係る加算率認定申請書（第１号様式の１）』 

   ②『職員履歴報告書（A票）（第１号様式の２）』 

    平成28年４月１日に新たに平均勤続年数の算定対象となった職員のみご記入

ください。 

   例-平成27年５月１日に雇用を開始し、平成28年４月１日に在籍している職員 

    -平成27年８月１日に復職し、平成28年４月１日に在籍している職員※ 

    -勤務時間の増等により今年度の平均勤続年数の算定対象となった職員※ 

     ※『処遇改善等加算等に係る加算率認定申請書（第１号様式の１）』やＡ票

に記入をする際、勤務開始日は復職日や算定開始日を記入してください。 

    -新規採用職員 等 

   ③『職員状況報告書（B票）（第１号様式の３）』 

    平成27年度の『処遇改善等加算等に係る加算率認定申請書（第１号様式の

１）』に記載されていた職員のうち、変更のある職員をご記入ください。 

   例-勤務時間減によって今年度平均勤続年数算定対象外となった職員（平均勤続

年数算定対象外の職員は、Ｂ票及び横浜市の請求明細作成ソフト上では退職

扱いで登録していただく必要があります。） 

    -氏名が変わった職員 

    -他施設に移動になった職員 

    -退職した職員 等 

    ※前年度から変更のない職員は、Ａ票Ｂ票ともに必要ありません。また、横

浜市の請求明細作成ソフトの職員情報は、勤続年数が自動的に１年追加され

るので、変更は不要です。『処遇改善等加算等に係る加算率認定申請書（第

１号様式の１）』に記入していただくのみとなります。  
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 (2) 「賃金改善計画の策定」における提出書類 

   ①処遇改善等加算等についての届出書（第２号様式） 

   ②賃金改善計画書（第３号様式の１） 

   ③賃金改善計画書（内訳表）（第３号様式の２） 

    ※法人間の施設・事業所で配分を行う場合のみ 

   ④賃金改善確認書（第３号様式の３） 

   ⑤キャリアパス要件届出書（第４号様式） 

   ⑥賃金改善計画書における加算見込額積算表 

   ⑦キャリアパス要件届出書の挙証資料 

    -就業規則等勤務条件等が定められていることが分かるもの 

    -給与表や昇給・昇格等について記された賃金体系等が分かるもの 

    -資質向上のための研修計画策定と実施、能力評価の仕組みが分かるもの 

     （新規施設・事業所又は新たに賃金改善要件が「適」となる施設・事業所

は、必ず挙証資料の提出をお願いいたします。既存施設・事業所で昨年度も

賃金改善要件（キャリアパス要件）が「適」だった場合は変更がなければ提

出は必要ありません。なお、変更がある場合は、変更後の資料もしくは変更

箇所、変更内容が分かるものの提出をお願いいたします。） 

 

 (3) 「賃金改善実績の確認」における提出書類 

   ①賃金改善実績についての届出書（第５号様式） 

   ②賃金改善実績報告書（第６号様式の１） 

   ③賃金改善実績報告書（内訳表）（第６号様式の２） 

    ※法人間の施設・事業所で配分を行う場合のみ 

   ④職員賃金改善一覧表（第７号様式の１） 

   ⑤賃金改善確認書（第３号様式の３） 

   ⑥挙証資料  
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２ 変更点及び確認事項 

 (1) キャリアパス要件 

   既存施設・事業所は賃金改善要件及びキャリアパス要件の両方を満たさない場合

は、職員処遇改善費の賃金改善要件上乗せ分は対象になりません。なお、新規施設・

事業所の初年度は、賃金改善要件を満たしていれば、キャリアパス要件の適否にか

かわらず、職員処遇改善費の賃金改善要件上乗せ分を加算します。 

 

 (2) 『職員状況報告書（Ｂ票）（第１号様式の３）』の追加 

   既存施設・事業所で、平成 27 年度に平均勤続年数の算定対象となっており、平

成 27 年４月２日から変更のあった職員はＢ票に記載します。平成 27 年度の『処

遇改善等加算等に係る加算率認定申請書（第１号様式の１）』及び『職員履歴報告書

（第１号様式の２）（Ａ票）』から変更のない方は、Ａ票及びＢ票の提出は不要です

が、『処遇改善等加算等に係る加算率認定申請書（第１号様式の１）』へのご記入は

必要です。 

 

 (3) 『賃金改善実績報告書（第６号様式の１）』の変更 

   『賃金改善実績報告書（第６号様式の１）』内の（１）③「賃金改善に要した費用

の総額」に「ア賃金改善を行った場合の賃金の総額」及び「イ基準年度における賃

金水準を適用した場合の賃金の総額」が追加されました。詳細は、「処遇改善等加算

及び職員処遇改善費における賃金改善の実施及び実績報告の作成について（処遇改

善等加算等補足説明資料）」をご覧ください。 

 

 (4) 『キャリアパス要件届出書（第４号様式）』の添付資料 

   ・就業規則等勤務条件等が定められていることが分かるもの 

・給与表や昇給・昇格等について記された賃金体系等が分かるもの 

・資質向上のための研修計画策定と実施、能力評価の仕組みが分かるもの 

    新規施設・事業所又は新たに賃金改善要件が「適」となる施設・事業所は、

必ず挙証資料の提出をお願いいたします。既存施設・事業所で昨年度も賃金改

善要件（キャリアパス要件）が「適」だった場合は変更がなければ提出は必要

ありません。なお、変更がある場合は、変更後の資料もしくは変更箇所、変更

内容が分かるものの提出をお願いいたします。 

 

 (5) ＨＰの掲載 

   公定価格の単価改定及び加算項目の新設により「賃金改善計画書における加算見

込額積算表」が変更になります。そのため、ＨＰへの掲載も変更します。 

 

 (6) 弾力運用と処遇改善の関係【認可保育所のみ】 

   認可保育所については、弾力運用等に係る取扱として、「処遇改善等加算の賃金改

善要件（キャリアパス要件も含む）を満たしていること。」とあります。費用の弾力

運用を予定されている方はご注意ください。 

変更点 
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３ スケジュール 

 (1) 平成 27年度の処遇改善等加算及び職員処遇改善費【予定】 

   平成 28 年５月から順次加算実績額の通知を行います。 

   その後、『賃金改善実績報告書（第６号様式の１）』を提出していただきます。 

 

 (2) 平成 28年度の処遇改善等加算及び職員処遇改善費 

  ア 加算率の算定【確定】 

    ・新規施設・事業所は平成 28 年３月 31 日締め切り 

    ・既存施設・事業所は平成 28 年４月８日締め切り  です。 

 

  イ 賃金改善計画の策定【予定】 

    どのような賃金改善を行うか検討を順次始めてください。 

    平成 28 年７月から順次平均勤続年数を通知します。通知された平均勤続年数

をもとに「賃金改善計画書における加算見込額積算表」で加算見込額を積算して

いただき、その金額を賃金改善計画書へ記入してください。 

    提出期限は別途お知らせいたします。 

 

  ウ 賃金改善実績の確認【予定】 

    平成 29 年５月から順次加算実績額を通知します。 

    その後、『賃金改善実績報告書（第６号様式の１）』を提出していただきます。 

資料Ⅱ-68-



 

Ⅰ 賃金改善の実績 

  『賃金改善実績報告書（第６号様式の１）』におけるⅳ「(1)③賃金改善に要した費

用の総額」は、賃金改善要件分に係る処遇改善等加算の金額以上であることが必要で

す。 

  そして、ⅳ「(1)③賃金改善に要した費用の総額」は、ⅰ「(1)③ア当年度に賃金改

善を行った場合の賃金の総額」と、ⅱ「基準年度における賃金水準を適用した場合の

賃金の総額」及びⅲ「公定価格に 

おける人件費の改定状況を踏まえた部分」（「ⅱ」+「ⅲ」が「(1)③イ基準年度における

賃金水準を適用した場合の賃金の総額」となる。以下同じ）との差によって算定され

るものです。 

 

 

 

 

 

         －              ＝        

 

 

 

 

 

 

  賃金改善の考え方では、まず、「ⅱ基準年度における賃金水準を適用した場合の賃金

の総額」を算出します。その後、「ⅲ公定価格における人件費の改定状況を踏まえた部

分」を算出します。「ⅱ基準年度における賃金水準を適用した場合の賃金の総額」と「ⅲ

公定価格における人件費の改定状況を踏まえた部分」の合計額を出していただき、「ⅰ

当年度に賃金改善を行った場合の賃金の総額」と比較します。その差額が「ⅳ賃金改

善に要した費用の総額」となり、加算見込額以上の金額となることが必要です。（上表

参照） 

  「ⅰ当年度に賃金改善を行った場合の賃金の総額」とは、実際に賃金改善を行った

金額となりますので、各施設・事業所によって算出していただきます。 

  以下で、「ⅱ基準年度における賃金水準を適用した場合の賃金の総額」、「ⅲ公定価格

における人件費の改定状況を踏まえた部分」、「ⅳ賃金改善に要した費用」の出し方の

詳細を記載します。 

  便宜上、「ⅱ基準年度における賃金水準を適用した場合の賃金の総額」を「ⅱ基準年

度の賃金水準」、「ⅲ基準年度における賃金水準を適用した場合の賃金の総額」を「ⅲ

人件費改定部分」、ⅳ「(1)③賃金改善に要した費用の総額」を「ⅳ賃金改善総額」を

表します。 

処 遇 改 善 等 加 算 等 
補 足 説 明 資 料 

処遇改善等加算及び職員処遇改善費における賃金改善の実施及び実績報告の作成について 

賃金改善要件分に係

る処遇改善等加算の

金額（(1)①加算実績

額） 

ⅳ (1)③賃金改善に

要した費用の総額 ⅰ (1)③ア当年度に賃

金改善を行った場合の

賃金の総額 

(1)③イ 
 

ⅲ公定価格における人

件費の改定状況を踏ま

えた部分 

ⅱ基準年度における賃

金水準を適用した場合

の賃金の総額 
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   と書かれている箇所は最低限行っていただく必要があります。賃金改善実績報告

書に記入していただく部分です。 

 

Ⅱ 「ⅱ基準年度の賃金水準」 

 

 

 

 

 １ 「ⅱ基準年度の賃金水準」の概要 

   「ⅱ基準年度の賃金水準」とは、当年度における職員を基準年度の賃金水準にあ

てはめた場合の賃金の総額のことです。具体的には、平成 27年度現在、施設・事業

所で働いており、賃金改善の対象となる職員が、基準年度（既存の施設は平成 24年

度、平成 27年度新規開所施設・事業所は平成 26年度）にその施設で働いていたと

仮定した場合、基準年度時点では、どれくらいの賃金だったかを示した金額です。 

   平成 27 年度時点で、賃金改善の対象となる職員全員の基準年度における賃金の

水準を出していただき、その年額を全員分足し合わせたものが、「ⅱ基準年度の賃金

水準」となります。 

 

 ２ 「ⅱ基準年度の賃金水準」の出し方例 

   基準年度の給与表や給与規定等（以下「給与表等」という。）がある施設・事業所

は(1)、基準年度の給与表等がない施設・事業所は(2)、新規開所施設・事業所は(3)

をご覧ください。 

 

  (1) 基準年度及び平成 27年度の給与表等がある場合 

    （基準年度を平成 24年とする。） 

    平成 27年度に在籍している職員が平成 24 年度に働いていたと仮定して、その

人の平成 24年度の賃金を推測することが必要です。 

 

   ア 平成 27 年度に５年目、月額 25 万円の職員の場合（平成 24 年度時点に在籍

していた場合） 

     平成 27 年度の給与表等では、５年目の職員は、「月額 25 万円」です。一方

で、平成 24年度の給与表等では、５年目の職員は、「月額 24万円」です。 

     そのため、平成 27 年度に５年目で月額 25 万円である職員の平成 24 年度の

賃金水準は、月額 24万円があてはまります。（下図参照） 

ⅱ基準年度の

賃金水準
ⅲ人件費改定部分 ⅳ賃金改善総額

ⅱ基準年度の

賃金水準
ⅲ人件費改定部分 ⅳ賃金改善総額
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     つまり、この職員の場合、「ⅱ基準年度の賃金水準」は月額 24万円となりま

す。 

     ※当該職員の平成 24年度時点の「月額 21万円」ではないことに注意してく

ださい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（月額） 

   イ 平成 27 年度に２年目、月額 22 万円の職員の場合（平成 24 年度時点で在籍

していなかった場合） 

     平成 27 年度の給与表等では、２年目の職員は、「月額 22 万円」です。一方

で、平成 24年度の給与表等では、２年目の職員は、「月額 21万円」です。 

     そのため、平成 27 年度に２年目で月額 22 万円である職員の平成 24 年度の

賃金水準は月額 21万円があてはまります。（下図参照） 

     つまり、この職員の場合、「ⅱ基準年度の賃金水準」は月額 21万円となりま

す。 

     ※当該職員の平成 26年度時点の「月額 21万円」ではないことに注意してく

ださい。 

   →人事院勧告により賃金改定実施 

 平成 24 平成 25 平成 26 平成 27 

６年目 25万円 25万円 26万円 26万円 

５年目 24万円 24万円 25万円 25万円 

４年目 23万円 23万円 24万円 24万円 

３年目 22万円 22万円 23万円 23万円 

２年目 21万円 21万円 22万円 22万円 

１年目 20万円 20万円 21万円 21万円 

（月額） 

   ウ 全体 

     ①②より、平成 27年度に当該施設で働いており、賃金改善の対象となる職員

全員の一人ひとりの賃金水準を算定し、年額を計算した金額の総合計が、「ⅱ基

準年度の賃金水準」となります。 

  

   →人事院勧告により賃金改定実施 

 平成 24年度 平成 25年度 平成 26年度 平成 27年度 

６年目 25万円 25万円 26万円 26万円 

５年目 24万円 24万円 25万円 25万円 

４年目 23万円 23万円 24万円 24万円 

３年目 22万円 22万円 23万円 23万円 

２年目 21万円 21万円 22万円 22万円 

１年目 20万円 20万円 21万円 21万円 
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  (2) 平成 24年度の給与表等がない場合 

    （基準年度は平成 24年度としている。） 

    平成 27年度に在籍している職員が平成 24年度に働いていたと仮定して、その

人の平成 24年度の賃金を推測することが必要です。 

    ※平成 27 年度は給与表等を作成していることが賃金改善要件分の加算を受け

る要件です。そのため、平成 27年度の給与表等と平成 24年度の賃金台帳等（あ

るいは給与明細の控え）により推測することになります。 

 

   （例） 

   平成 24年度時点の施設状況       平成 27年度時点の施設状況 

      職員５人                職員６人 

 

      常勤職員                常勤職員 

    平成 24年度賃金台帳等 

Aさん６年目 月額 25万円 

          

Bさん４年目 月額 23万円 

 

イさん２年目 月額 21万円 

 

 

    非常勤職員                 非常勤職員 

   Cさん    時給 1,500円        オさん    時給 1,500円 

   Dさん    月給 11万円        カさん       月給 12万円 

 

   ア 常勤職員 

    ① アさん 

      平成 27 年度時点で月額 26 万円である６年目のアさんが平成 24 年度に当

該施設で働いていたと仮定します。上記例で考えると、平成 24年度から６年

目の人を探すと、平成 24年度の賃金台帳等で６年目の Aさんがみつかり、当

時の月額が 25 万円であることが分かります。つまり、平成 24 年度にアさん

が働いていたと仮定すると、月額は 25万円と推測できます。 

      そのため、「ⅱ基準年度の賃金水準」は月額 25万円とします。 

 

  

給与表等 平成 27 年度 

アさん ６年目 26万円 

イさん ５年目 25万円 

 ４年目 24万円 

 ３年目 23万円 

ウさん ２年目 22万円 

エさん １年目 21万円 
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    ② イさん 

      平成 27 年度時点で月額 25 万円である５年目のイさんが、平成 24 年度に

当該施設で働いていたと仮定します。上記例で考えると、平成 24年度時点で

５年目だった人がいないため、５年目の職員の賃金が分かりません。その場

合は、平成 24 年度に働いていた６年目の A さんと４年目の B さんの賃金か

ら、およその月額 24 万円を導きます（ここでは、わかりやすく平均をとりま

した。）。 

      そのため、「ⅱ基準年度の賃金水準」は月額 24万円とします。 

 

   イ 非常勤職員 

     非常勤職員の方も、常勤職員と同じ考え方をします。 

     派遣職員の場合、時給や月額が分からない場合がありますが、その際は、派

遣会社にご相談いただき、派遣職員の時給や月給を把握してください。 

 

    ① オさん 

      平成 27年度時点で時給 1,500円である非常勤職員のオさんが、平成 24年

度時点に当該施設で働いていたと仮定します。上記例で考えると、平成 24年

度から非常勤職員の時給を照らし合わせると、平成 24 年度の賃金台帳等で

非常勤職員は Cさんがみつかり、時給 1,500円であることが分かります。つ

まり、平成 24 年度にオさんが働いていたと仮定すると、時給は 1,500 円で

あると推測できます。 

      ここでは、オさんが１日５時間、週３日働いているとすると、平成 27年度

時点では、月額 1,500 円×５時間×３日/週×４週間＝月額 9 万円となりま

す。 

      そのため、「ⅱ基準年度の賃金水準」は月額９万円とします。 

 

    ② カさん 

      平成 27 年度時点で月給 12 万円である非常勤職員のカさんが平成 24 年度

に当該施設で働いていたと仮定します。上記例で考えると、平成 24年度から

非常勤職員の月給を照らし合わせると、平成 24 年度の賃金台帳等で非常勤

職員は Dさんがみつかり、月給 11万円であることが分かります。つまり、平

成 24年度にカさんが働いていたと仮定すると、月給 11万円であると推測で

きます。 

      そのため、「ⅱ基準年度の賃金水準」は月給 11万円とします。 
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   ウ 全体 

     ア、イより一人ひとりの平成 24年度の賃金水準を推測し、その年額を計算し

た金額の総合計が、上記例の施設での「ⅱ基準年度の賃金水準」となります。 

     ここでは、アさん月額 25万円、イさん月額 24万円、ウさん月額 21万円、エ

さん月額 20 万円、オさん月額９万円、カさん月額 11 万円であり、総計は 110

万円（25 万円+24 万円+21 万円+20 万円+９万円+11 万円）×12 か月※で 1,320

万円となります。 

     ※ 「ⅱ基準年度の賃金水準」は、基本給と諸手当のことを言います。ここ

では、賞与、時間外勤務手当、休日出勤手当、深夜勤務手当、皆勤手当、

通勤手当、家族手当及び臨時の賃金（結婚手当等）は対象外と考えます。

（参考：厚生労働省の最低賃金の考え方） 

     ※ ①手当等により賃金改善を実施する場合、特段の事情なく基本給を切り

下げること、②基本給により賃金改善を実施する場合に、業績連動ではな

いその他の手当等を引き下げること、③手当の新設により賃金改善を実施

し、一方で別の手当を廃止すること、は賃金改善と認めらません。 

 

  (3) 新規開所園（基準年度はその施設・事業所が認可・確認を受けた年度の前年度） 

    平成 27 年度に新規開所した施設については、平成 26 年度が基準年度となり、

同じ法人内で保育所を運営している場合は、その施設の給与表等と比較します。 

    給与表等を比較できる施設がない場合は、賃金改善要件分の加算がされなかっ

た場合の給与表等を想定していただき、その給与表等を平成 27 年度に作成した

給与表等と比較します。 

 

 ３ 私学助成を受けていた場合の特例の取り扱い 

   子ども・子育て支援新制度移行の前年度に、私学助成等を受けていた場合、「ⅱ基

準年度における私学助成等による収入額」に「ⅲ人件費改定部分」を加えたうえで、

「ⅰ公定価格による見込額」と比較します。「ⅰ公定価格による見込額」から「ⅱ基

準年度における私学助成等による収入額」と「ⅲ人件費改定部分」の合計額を控除

して得た金額（０以下になる場合は０）を「加算見込額」とします。 

   私学助成等による収入額とは、私学助成等（経常費補助）及び保育料・入園料等

（一人あたり年額上限 30万 8,400円。特定負担額、実費徴収額、入園受入準備金等

を除く。）を算出していただきます。この金額が「ⅱ基準年度における私学助成等に

よる収入額」となります。なお、基準年度と比較して平均利用子ども数が増減する

場合は、平均利用子ども数による納付金額の増減を加味したうえで計算します。 

   下図が特例の取り扱いとなります。 
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Ⅲ 「人件費改定部分」の計算方法について 

 

 

 

 

 

 １ 「ⅲ人件費改定部分」の概要 

   「ⅱ基準年度の賃金水準」に、「ⅲ人件費改定部分」を加味する必要があります。

公定価格上の人件費の算定に当たっては、国家公務員の給与に準じて算定している

ため、「ⅲ人件費改定部分」は、国家公務員の給与改定によります。 

 

   ※人事院勧告とは 

   人事院勧告とは、公民の差を社会一般の情勢に適応した適正な給与を確保する機

能を有するものであり、公務員の給与水準を民間企業従業員の給与水準と均衡させ

ること（民間準拠）を基本に勧告を行っています。 
  

ⅱ基準年度の

賃金水準
ⅲ人件費改定部分 ⅳ賃金改善総額
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 ２ 「ⅲ人件費改定部分」の計算方法 

  (1) 計算方法①（平成 27 年８月 28 日付『「施設型給付費等に係る処遇改善等加算

について」の取り扱いについて』（以下「事務連絡」という）における「ⅲ人件費

改定部分」の計算方法） 

    人事院勧告は職種や職員等により異なりますが、平成 26 年度は一律※２％と

して計算します。 

    事務連絡では、以下のような計算方法で、「ⅲ人件費改定部分」の計算をしてい

ます。 

    ※ 平成 26年度国家公務員給与改定に伴う人件費改定率（2.0％） 

    ※ なお、平成 27年度国家公務員給与改定に伴う人件費改定率（約 1.9％）は、

今年度の賃金改善における「ⅲ人件費改定部分」には加味しません。 

      ただし、今後別途支給する平成 27 年度国家公務員給与規定に伴う人件費

改定率（約 1.9％）に伴う給付費の増額分はすべて職員給与に反映させるこ

とが必要です。詳しくは別途通知します。 

 

  ＜計算式＞ 

   「当該年度における各月初日の利用児童数（広域利用子ども数を含む）の見込み

をもとに算出した平均子ども数」×「処遇改善等加算の単価の合計額」×「２（％）」

×12月 

   （参考：事務連絡より） 

   ※「当該年度における各月初日の利用児童数（広域利用子ども数を含む）の見込

みをもとに算出した平均利用子ども数」×「処遇改善等加算の単価の合計額」は

「賃金改善計画書における加算見込額積算表」によって算出することができます。 

   ※「ⅲ人件費改定部分」の金額を賃金改善の対象となる職員一人ひとりに割り振

ることが必要です。 

 

  (2) 計算方法②（市独自の計算方法） 

    事務連絡による計算方法（計算方法①）を採用すると、一人ひとりの「ⅱ基準

年度の賃金水準」「ⅲ人件費改定部分」「ⅳ賃金改善総額」を個別に考える必要が

あるため、事務作業が煩雑化する可能性があります。 

    そこで、一人ひとりの職員について「ⅱ基準年度の賃金水準」を計算する必要

がありますが、「ⅲ人件費改定部分」については、「ⅱ基準年度の賃金水準」×0.02

（２％）としても差し支えありません。（次頁図参照） 

    また、計算方法①のように職員一人ひとり考えるのではなく、職員全員の総額

で考えることも差し支えないものとします。 
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            ＝                ×0.02（２％） 

                             （人勧分２％） 

 

   ※(1)計算方法①、(2)計算方法②のどちらを採用しても構いません。施設・事業

所の判断で選択してください。 

 

Ⅳ 「ⅳ賃金改善総額」の計算方法について 

 

 

 

 

 １ 「ⅳ賃金改善総額」の計算方法 

   「ⅳ賃金改善総額」は、施設・事業所が実際に賃金改善を行った総額から、「ⅱ基

準年度の賃金水準」と「ⅲ人件費改定部分」を足し合わせた金額を差し引いた金額

となります。 

 

 ２ 「ⅳ賃金改善総額」と「加算実績額」の関係 

   １で算出した「ⅳ賃金改善総額」と「加算実績額」を比較します。「ⅳ賃金改善総

額」が「加算実績額」よりも大きくなる必要があります。（下図１） 

   差額が生じる場合は、翌年度に手当や一時金等で確実に賃金の改善を行う必要が

あります。（下図２） 

   この差額は、『賃金改善実績報告書（第６号様式の１）』内の（１）④「加算実績

額と賃金改善に要した費用の総額との差額」に転記していただきます。 

 

 

＜図１＞ 

 

 

 

              ≧ 
 

 

 

 

 

 

ⅲ公定価格における人件費

の改定状況を踏まえた部分 

ⅱ基準年度における賃金水

準を適用した場合の賃金の

総額 

ⅱ基準年度の

賃金水準
ⅲ人件費改定部分 ⅳ賃金改善総額

加算実績額 
ⅳ＝賃金改善総額 100万円 

90万円 
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＜図２＞ 

 

 

 
 
 
 

                ≧ 
 
 
 

 

 

計画策定においては、「賃金改善見込額」が「加算見込額」以上と

なるよう、「賃金改善計画書」を作成してください。 

 

実績報告においては、「賃金改善に要した費用の総額」が「加算実

績額」以上となるよう、賃金改善を行ってください。 

また、「賃金改善に要した費用の総額」が「加算実績額」未満とな

った場合、翌年度に繰り越し、一時金等で翌年度に必ず充ててく

ださい。  

加算実績額 
100 万円 110万円 

10万円 

ⅳ＝賃金改善総額 

手当や一時金等による

賃金の改善＝③－① 
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Ⅴ 賃金改善総額の計算の例示 

  ⅰからⅳまでの計算を行う必要があるので、以下で具体的な例示を上げ、全体の計

算や流れを見ていきます。 

 

＜例示の基本情報＞ 

 基準年度：平成 24年度 

 人事院勧告：２％ 

 平成 24年度：常勤職員３人、非常勤職員２人 

 平成 27年度：常勤職員４人、非常勤職員２人 

 賃金改善要件分：国３％、市１％ 

 加算実績額：50万円 

 当年度に賃金改善を行った場合の賃金の総額：1,400万円 

 

        H24                  H27 

       職員計５人              職員計６人 

    平成 24年度賃金台帳等 

   Aさん６年目 月額 25万円 

 

   Bさん４年目 月額 23万円 

 

   イさん２年目 月額 21万円 

 

 

 

        非常勤職員              非常勤職員 

   Cさん    時給 1,500円        オさん    時給 1,500円 

   Dさん    月給 11万円        カさん       月給 12万円 

 

 １ 「ⅱ基準年度の賃金水準」の計算方法 

   当該施設の賃金改善の対象となる職員の「ⅱ基準年度の賃金水準」は以下のよう

になります。（Ⅱ２(1)(2)参照） 

   平成 24年度の「ⅱ基準年度の賃金水準」は、 

   アさんが月額 25万円、イさんが月額 24万円、ウさんが月額 21万円、エさんが月

額 20万円、オさんが月額９万円、カさんが月額 11万円なので、「ⅱ基準年度の賃金

水準の総額」は、年額にして、（25万円＋24 万円+21万円+20万円+９万円+11万円）

×12か月＝110万円×12か月＝1,320万円 

 

 

                  ＝1,320万円 

給与表等 平成 27年度 

アさん ６年目 26万円 

イさん ５年目 25万円 

 ４年目 24万円 

 ３年目 23万円 

ウさん ２年目 22万円 

エさん １年目 21万円 

（月額） 

ⅱ基準年度における賃金水

準を適用した場合の賃金の

総額 
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 ２ 「ⅲ人件費改定部分」の計算方法 

   「ⅲ人件費改定部分」の計算方法は、計算方法①と計算方法②の２つを記載しま

す。 

 

  (1) 計算方法①（事務連絡における「ⅲ人件費改定部分」の計算方法） 

    「ⅲ人件費改定部分」は、 

   「当該年度における各月初日の利用児童数（広域利用子ども数を含む）の見込み

をもとに算出した平均子ども数」×「処遇改善等加算の単価の合計額」×「２（％）」

×12月 

   （参考：事務連絡より） 

   を用いて算出します。 

 

 

              ＝「当該年度における各月初日の利用児童数（広域利用

子ども数を含む）の見込みをもとに算出した平均子ど

も数」×「処遇改善等加算の単価の合計額」×「２（％）」

×12月 

                          （参考：事務連絡より） 

               ＝1,320万円 

 

  (2) 計算方法②（市独自の計算方法） 

    計算方法②は、「ⅱ基準年度の賃金水準」に人事院勧告分である２％を掛けあわ

せた金額が「ⅲ人件費改定部分」となります。つまり、「ⅱ基準年度の賃金の水準」

が 1,320万円であるので、「ⅲ人件費改定部分」の金額は、1,320万円×0.02（２％）

＝26.4万円となります。 

 

 

               ＝1,320万円×0.02＝26.4万円 

  

 

               ＝1,320万円 

 

 

 

  

ⅲ公定価格における人件費

の改定状況を踏まえた部分 

ⅱ基準年度における賃金水

準を適用した場合の賃金の

総額 

ⅲ公定価格における人件費

の改定状況を踏まえた部分 

ⅱ基準年度における賃金水

準を適用した場合の賃金の

総額 
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 ３ 「ⅳ賃金改善総額」の計算方法 

   「ⅳ賃金改善総額」は、施設・事業所が実際に賃金改善を行った総額から、「ⅱ基

準年度の賃金水準」と「ⅲ人件費改定部分」を足し合わせた金額を差し引いた金額

となります。 

1,400万円 

 

 

                   1,346.4万円 

 

                

             －              ＝ 

 

 

 

 

 

 

 ４ 「ⅳ賃金改善総額」と「加算見込額」との差 

   １から３までの手順で計算し、「ⅳ賃金改善総額」が算出されます。そして、「ⅳ

賃金改善総額」と「加算見込額」を比較し、「ⅳ賃金改善総額」が「加算見込額」よ

りも大きくなることが必要です。（下図参照） 

   この例示では、「ⅳ賃金改善総額」が 53.6万円、「加算実績額」が 50万円の場合

を想定しているので、「ⅳ賃金改善総額」は「加算実績額」よりも多くなり、賃金改

善が適切に行われていることが分かります。 

 
 

 
 

                  ≧ 

 

 
 

 

 

 

  

ⅲ公定価格における人件費

の改定状況を踏まえた部分 

ⅱ基準年度における賃金水

準を適用した場合の賃金の

総額 

加算実績額 
50万円 

賃金改善に要した費用の総額 

ⅳ賃金改善総額 
53.6万円 

ⅰ (1)③ア当年度に賃

金改善を行った場合の

賃金の総額 
ⅳ賃金改善総額 

53.6万円 
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 ５ 賃金改善の割り振りの仕方【例示】 

   ここでは、賃金改善をどのように振り分けるのかということを例で表します。あ

くまで一例のため、経験年数に応じて傾斜配分をすること、能力によって賃金改善

の差を設けること等差し支えありません。賃金改善の仕方は、各施設・事業所の判

断によります。 

 

   「ⅳ賃金改善総額」が 53.6万円なので、国の賃金改善要件分：市独自の上乗せ分

＝3：1のため、国：市＝40.2万円：13.4万円とします。 

   また、例示では、職員が６人であるため、上記金額を６人に振り分けることとし

ます。 

   常勤職員が４人、非常勤職員が２人のため、国の賃金改善要件分を常勤職員のベ

ースアップにあて、市独自の上乗せ分を一時金として常勤職員と非常勤職員に２対

１の割合で割り振るものとします。 

 

  (1) 国の賃金改善要件分（常勤職員のみ） 

    40.2万円/４人/12か月＝10万 500円/12か月＝8,375円 

    →常勤職員一人月額 8,375円のベースアップ 

 

  (2) 市の賃金改善要件分（常勤職員：非常勤職員＝２：１） 

    13.4万円/（４×２+２）＝1万 3,400円 

    →常勤職員は年 2万 6,800円の一時金（ボーナス） 

     非常勤職員は年 1万 3,400円の一時金（ボーナス） 

 

  (1)(2)より、常勤職員は毎月 8,375 円のベースアップと年 2 万 6,800 円の一時金

（ボーナス）として上乗せされます。非常勤職員は、年 1万 3,400円の一時金（ボー

ナス）が割り振られます。 

  ※あくまでも一例ですので、割り振りや賃金改善の対象者の選定は各施設・事業所

によって決定してください。 

  ※「ⅳ賃金改善総額」≦「加算実績額」となった場合、一時金等で翌年度に確実に

当てる必要があります。 
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Ⅰ 制度の概要            

※以下の内容は、現時点のものです。平成 28年度については、変更となる可能性があ

ります。 

 

１ 趣旨 

  保育・教育の提供に携わる人材の確保及び資質の向上を図り、質の高い保育・教育

を安定的に供給していくためには、職員が意欲とやりがいをもって長く働き続けるこ

とができる職場を、施設・事業所が自ら構築していく必要があります。 

  そのためには、職員の勤続年数に応じた昇給の確保や賃金の改善、働く人の権利の

保障、キャリアアップを図ることが大切です。 

  そこで、国の公定価格及び市の独自助成において、施設・事業所の取組みに応じた

人件費等の経費を加算します。 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
２ 処遇改善等加算(公定価格)及び職員処遇改善費(市独自助成) 

  処遇改善に関する加算は国の給付基準である公定価格に含まれる「処遇改善等加算」

と横浜市独自の助成である「職員処遇改善費」があります。 
  それぞれの経費の内訳は、「①①’基礎分」「②②’賃金改善要件分（③③’キャリアパ

ス要件分含む）」となります。さらに、市独自助成の職員処遇改善費には賃金改善要

件分に加算額を上乗せする「④賃金改善要件上乗せ分」があります。【図表１参照】 
 

  「処遇改善等加算」は公定価格の人件費に相当する加算項目に、定員区分や年齢区

分に応じた単価が設定されています。この単価に、施設・事業所の平均勤続年数と賃

金改善及びキャリアパスの取組みに応じた「加算率」を単価に乗じます。【図表２参

照】 
  「職員処遇改善費」は、公定価格の処遇改善等加算の単価の合算値に、平均勤続年

数に応じた市独自の「加算率」を乗じて算出されます。【図表３参照】 
 

処遇の改善

早期離職の防止

勤続年数の上昇加算措置の拡大

運営費の増加
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【図表１】加算の内訳 

 
※（公）：公定価格  （市）：市独自助成 
※ 市基準保育士・保育教諭配置加算分は、保育所及び認定こども園（２・３号認定）

のみ適用されます。 
 
 
（参考）国と市の配置基準の配置基準（保育所・認定こども園（２・３号認定のみ）） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※は質改善後の比率です。公定価格に３歳児の配置基準の改善（１５：１）が

加算されることになり、市独自助成を加算していたものが、国の公定価格に含

まれます。 

 

 

 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 国基準保育士・保育教諭配置基本分 市基準保育士・保育教諭配置加算分※ 

経
験
年
数
加
算 

＜処遇改善等加算（公）＞ 

①基礎分(２～12％) 

＜職員処遇改善費（市）＞ 

①’基礎分(２～12％) 

＜処遇改善等加算（公）＞ 

②賃金改善要件分(３～４％) 

（③内キャリアパス要件分(１％)） 

＜職員処遇改善費（市）＞ 

②’賃金改善要件分(３～４％) 

（③’内キャリアパス要件分(１％)） 

＜職員処遇改善費加算（市）＞④賃金改善要件上乗せ分(１～５％) 

 国基準 市基準 

０歳児 ３：１ ３：１ 

１歳児 
６：１ 

４：１ 

２歳児 ５：１ 

３歳児 ２０：１ 

※（１５：１） 

１５：１ 

４・５歳児 ３０：１ ２４：１ 
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＜加算率の区分＞ 

（１）処遇改善等加算(公定価格) 

ア 処遇改善等加算（公）基礎分（２～12％）（①） 

対象：すべての施設・事業所 
定期昇給等に充当するための加算です。平均勤続年数に応じ、２～12％の加算

率が適用されます。 
※平均勤続年数の算出：Ⅱ１（２） 
 

イ 処遇改善等加算（公）賃金改善要件分（３～４％）（②、③） 

対象：賃金改善要件に適合する施設・事業所 
平均勤続年数 11年未満の施設・事業所は一律３％、11年以上の施設・事業所

は一律４％の「加算率」が適用されます。職員の賃金改善に確実に当てることが

必要です。（使途制限有） 

また、②賃金改善要件分の中には、③キャリアパス要件分（１％）が含まれて

います。 

キャリアパス要件に適合しない施設・事業所は②賃金改善要件分(３～４％)か

ら１％減算されます。 

※賃金改善要件：Ⅱ２（１）、キャリアパス要件：Ⅱ２（４） 
 
（２）職員処遇改善費（市独自助成） 

ア 職員処遇改善費（市）基礎分（２～12％）（①’） 
対象：保育・教育向上支援費「職員配置加算」の要件を満たす施設（保育所・

認定こども園（２・３号認定）） 

市の保育士配置基準を満たし、職員配置加算の適用を受けている施設に、上乗

せしている人件費相当分に対する加算です。 

公定価格の①処遇改善等加算（公）基礎分に相当する加算率（２～12％）が適

用されます。 

 

イ 職員処遇改善費（市）賃金改善要件分（３～４％）（②’③’） 
対象：保育・教育向上支援費「職員配置加算」の要件を満たす施設（保育所・

認定こども園（２・３号認定））で、賃金改善要件に適合する施設 
市の保育士配置基準を満たし、職員配置加算の適用を受けている施設について、

上乗せしている人件費相当分に対する加算です。 

公定価格の②処遇改善等加算（公）賃金改善要件分に相当する加算率（３～４％）

が適用されます。 

また、②’賃金改善要件分の中には、③’キャリアパス要件分（１％）が含まれ

ています。 
キャリアパス要件に適合しない施設・事業所は②’賃金改善要件分(３～４％)か

ら１％減算されます。 

※賃金改善要件：Ⅱ２（１）、キャリアパス要件：Ⅱ２（４） 
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ウ 職員処遇改善費（市）賃金改善要件上乗せ分（１～５％）（④） 
対象：賃金改善要件及びキャリアパス要件の両方に適合する施設・事業所 

職員の賃金改善のための費用（②、②’、③、③’）に対して、国の水準以

上の改善が行えるよう、平均勤続年数に応じて市独自の加算率（１～５％）を

上乗せします。なお、以下の場合は加算の対象になりません。 

     ＜加算対象外＞ 

     ・既存施設・事業所は賃金改善要件及びキャリアパス要件の両方を満たさな

い場合は、④職員処遇改善費（市）賃金改善要件上乗せ分は対象になりま

せん。なお、新規施設・事業所の初年度は、賃金改善要件を満たしていれ

ば、キャリアパス要件の適否にかかわらず、④職員処遇改善費加算（市）

賃金改善要件上乗せ分を加算します。 

     ・経過措置（Ⅱ１（３）イ参照）を適用する場合も対象になりません。 

     ・前年度の処遇改善等加算の賃金改善において、「加算実績額」と「賃金改

善に要した費用の総額」を比較して差額が生じた場合、翌年度においてそ

の全額を一時金等により賃金改善に充てなければなりません。翌年度に全

額を確実に賃金改善に充てられなかった場合、差額が生じた翌々年度の市

の職員処遇改善費の加算は適用されません。 

 

＜加算分の使途＞ 

処遇改善等加算（公）賃金改善要件分及び、職員処遇改善費（市）賃金改善要件

上乗せ分の使途は、当該保育所に勤務する職員の賃金改善（法定福利費等の事業主

負担額を含む）に要した費用のみです。確実に職員の賃金改善に充ててください。

それ以外の費用については、認められません。 

また、基礎分についても、適切に定期昇給等に充てる必要があります。 

 

 

【図表３】加算率の区分としくみ 
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③、③'キャリアパス要件分
（満たしていない場合②から１％減）

処遇改善等加算

②、②'賃金改善要件分

11年未満 一律３％

11年以上 一律４％

加算率が上昇

（平均勤続年数）

（加算率）

＜②の要件＞

基準年度の賃金水準

からの改善
※国家公務員給与改定に伴う

人件費の改定率を反映

④賃金改善要件上乗せ分

①、①'基 礎 分

※勤続年数が上昇するとともに増加する

加算額については、昇給等に充当

することが必要
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Ⅱ 加算の手続き             

１ 加算率の算定 

＜提出書類＞ 

●新規施設・事業所 

①『処遇改善等加算等に係る加算率認定申請書（第１号様式の１）』 

②『職員履歴報告書（Ａ票）（第１号様式の２）』 

平成28年４月１日に在籍している平均勤続年数の算定対象職員全員のＡ票をご記

入ください。 

 

●既存施設・事業所 

①『処遇改善等加算等に係る加算率認定申請書（第１号様式の１）』 

②『職員履歴報告書（Ａ票）（第１号様式の２）』 

  平成28年４月１日に新たに平均勤続年数の算定対象となった職員のみご記入くだ

さい。 

  例-平成27年５月１日に雇用を開始し、平成28年４月１日に在籍している職員 

   -平成27年８月１日に復職し、平成28年４月１日に在籍している職員※ 

   -勤務時間の増等により今年度の平均勤続年数の算定対象となった職員※ 

    ※処遇改善等加算等に係る加算率認定申請書やＡ票に記入をする際、勤務開 

始日は復職日や算定開始日を記入してください。 

   -新人 等 

③『職員状況報告書（Ｂ票）（第１号様式の３）』 

  平成27年度の『処遇改善等加算等に係る加算率認定申請書（第１号様式の１）』

に記載されていた職員のうち、変更のある職員をご記入ください。 

  例-勤務時間減によって今年度平均勤続年数算定対象外となった職員（平均勤続 

年数算定対象外の職員につきましては、Ｂ票及び横浜市の請求明細作成ソフト 

上では退職扱いで登録していただく必要があります。） 

   -氏名が変わった職員 

   -他施設に移動になった職員 

   -退職した職員 等 

  ※前年度から変更のない職員は、Ａ票Ｂ票ともに必要ありません。また、横浜市

の請求明細作成ソフトの職員情報についても勤続年数が自動的に１年追加され

るので、変更不要です。処遇改善等加算等に係る加算率認定申請書に記入して

いただくのみとなります。 

  

１加算率の算定 ２賃金改善計画の策定 ３賃金改善実績の確認
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（１）加算率の考え方 
「加算率」は、各施設・事業所において、「平均勤続年数の算出」「賃金改善の実

施の有無」「キャリアパス要件の適否」をもとに算定します。 
施設・事業所に適用される「加算率」は、加算率の区分（Ⅰ２（１）及び（２）参

照）ごとに算出された率を合計した値となります。 

 

例)平均勤続年数が５年で賃金改善を実施し、キャリアパス要件分に適合する施設 

基礎分①７％＋賃金改善要件分②３％（うちキャリアパス要件１％含む） 

＋市独自上乗せ分２％＝12％ 

よって、加算率は12％になります。 

※キャリアパス要件を満たさない場合は、９％になります。 

※賃金改善を実施しない場合は７％になります。 

施設・事業所は算定した加算率を『処遇改善等加算等に係る加算率認定申請書

（第１号様式の１）』『職員履歴報告書（Ａ票）（第１号様式の２）』『職員状況報告

書（Ｂ票）（第１号様式の３）』をもって市に申請します。市は、その内容を審査

し、神奈川県の認定した「加算率」を施設・事業所に対して通知します。 
 
ア 加算率認定通知前までの請求について 
  平均勤続年数に応じた加算率で４月から支払いが始まるため、各施設・事業

所で平均勤続年数を算定していただき、その加算率で４月から請求をしていた

だきます。 
 
イ 賃金改善計画について 
  市が『処遇改善等加算等に係る加算率認定申請書（第１号様式の１）』『職員

履歴報告書（Ａ票）（第１号様式の２）』『職員状況報告書（Ｂ票）（第１号様式

の３）』を審査し、確認した各施設・事業所に対して「平均勤続年数」をお知ら

せします。賃金改善を実施する場合は、市からお知らせする「平均勤続年数」

に応じた「加算率」により、『賃金改善計画書（第３号様式の１）』を策定して

ください。 
  市の審査の結果、「平均勤続年数」の通知において修正があった場合には、給

付費の過誤再請求及び『賃金改善計画書（第３号様式の１）』の内容の修正が必

要になる場合があります。 
 
ウ 加算率の認定について 
  市が『処遇改善等加算等に係る加算率認定申請書（第１号様式の１）』『職員

履歴報告書（Ａ票）（第１号様式の２）』『職員状況報告書（Ｂ票）（第１号様式

の３）』を審査し神奈川県に提出します。その後、神奈川県が「加算率」を認定

し、市が各施設・事業所に通知します。 
「加算率」の認定通知において修正があった場合には、再度給付費の過誤再請

求及び『賃金改善計画書（第３号様式の１）』の内容の修正が必要になる場合があ

ります。 
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※市からの「平均勤続年数のお知らせ」及び県の「認定通知」の時期について

は、別途お知らせします。 
策定した『賃金改善計画（第３号様式の１）』をもとに、１年をとおして処遇改

善を行い、『賃金改善実績報告書（第６号様式の１）』を提出していただきます。 
賃金改善を実施しない場合は、申請の必要はなく、基礎分のみの加算率で、毎

月給付費の請求を行います。 
 
【図表４】平均勤続年数別加算率表 

 
  

平均勤続年数(年) ０ １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ ９ 10 11 12 13 14 15 
16

～ 

①、①’基礎分(％) ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ ９ 10 11 12 12 12 12 12 12 12 

②、②’賃金改善分(％) ３ ３ ３ ３ ３ ３ ３ ３ ３ ３ ３ ４ ４ ４ ４ ４ ４ 

④上乗せ分(％) ０ ０ ０ １ ２ ２ ３ ３ ３ ３ ３ ２ ２ ３ ３ ４ ５ 

合計(％)＝加算率 ５ ６ ７ ９ 11 12 14 15 16 17 18 18 18 19 19 20 21 

③③ ’キャリアパス要

件無合計(％)＝加算率 
４ ５ ６ ７ ８ ９ 10 11 12 13 14 15 15 15 15 15 15 
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（２）平均勤続年数の算出 

ア 算定対象職員 

算定対象職員は、毎年４月 1日現在における施設・事業所に勤務するすべての

常勤職員です。職種や職位、資格の有無を問わず、施設長や専ら事務に従事する

事務職員などであっても、常勤職員として雇用されていれば対象です。 

ただし、非常勤職員やパート就労、派遣職員など常勤職員以外の職員であって

も、１日６時間以上かつ月 20日以上勤務している職員も対象とします。 

また、賃金改善の対象職員（Ⅱ２（１）ア参照）とは異なり、平均勤続年数の

算出には施設・事業所に勤務する者であれば、経営に携わる法人の役員も対象と

なります。 

なお、勤務時間や勤務日数が月によって異なる、あらかじめ確定していない、

などの非常勤職員やパート就労の方については、４月１日時点で判断しますので、

就労実績ではなく、雇用契約上の就労予定の見込みで判断します。 

※年度途中において職員の異動や採用退職があっても平均勤続年数の変更は

しません。そのため、申請書の再提出は必要ありません。 

    ※産前・産後休暇、育児休業の無給の期間は、勤務期間に含まれます。 

職員一人当たり 

の平均勤続年数 

加算率（公定価格）  
加算率

（市） 

基礎分 
賃金改善要件

分 

 
職員処遇 

改善費 うちキャリアパ

ス要件分 

16年以上  

12％ 4％ 

1％ 

5％ 

15年以上 16年未満 4％ 

14年以上 15年未満 3％ 

13年以上 14年未満 3％ 

12年以上 13年未満 2％ 

11年以上 12年未満 2％ 

10年以上 11年未満 12％ 

3％ 

3％ 

9年以上 10年未満 11％ 3％ 

8年以上 9年未満 10％ 3％ 

7年以上 8年未満 9％ 3％ 

6年以上 7年未満 8％ 3％ 

5年以上 6年未満 7％ 2％ 

4年以上 5年未満 6％ 2％ 

3年以上 4年未満 5％ 1％ 

2年以上 3年未満 4％ 0％ 

1年以上 2年未満 3％ 0％ 

1年未満  2％ 0％ 
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【産前・産後休暇、育児休業及び病気休暇等の勤続年数の算定可能な期間】 

 含める 含めない 

産前産後休暇（有給）及び（無給）の期間 ○  

育児休業（有給）及び（無給）の期間 ○  

病気休暇（有給）の期間 ○  

病気休暇（無給）の期間  ○ 

休職（有給）の期間 ○  

休職（無給）の期間  ○ 

 

イ 勤続年数の算出方法 

職員一人ひとりの勤続年数の算出にあたっては、現在の施設・事業所における

勤続年数のほか、対象職員が過去に勤務していた 対象施設・事業所（図表５）に

おける勤続年数も合算することができます。その場合は、施設・事業所は、在職

証明もしくは、その他勤務履歴が確認できる書類（図表６）で職員の過去の勤務

履歴を確認し、勤続年数を積算してください。 

 

    ※注意 

① 勤務履歴の確認ができないものについては、勤続年数に合算することは

できません。 

② 過去の勤務履歴に積算できるものは、常勤と常勤以外で１日６時間以上、

月 20日以上勤務していた期間のみです。 

③ 施設・事業所が確認した職員の在職証明等は、その写しを施設・事業所

で保管していただき、原本は職員本人にお返しください。施設で保管する

のは写しのみです。紛失しないように保管してください。写しを本市に提

出する必要はありません。 

④ 国の会計検査や本市監査等で、在籍証明等の写しが必要になる場合があ

ります。 
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【図表５】過去の勤務履歴の対象施設・事業所 

対象事業項目 詳細 

教育・保育施設 認可保育所、幼稚園、認定こども園 

地域型保育事業 家庭的保育事業、小規模保育事業他 

学校教育法第１条に定める学校及び同

法第百二十四条に定める専修学校 

小学校、中学校、高等学校、中等教育学校、特

別支援学校、大学及び高等専門学校、専修学校 

社会福祉法第２条に定める社会福祉事

業を行う施設・事業所 

保護施設、老人福祉施設（軽費老人ホーム、養護

老人ホーム、特別養護老人ホーム）、婦人保護施

設、児童福祉施設、障害児通所支援事業、障害者

支援施設、障害福祉サービス事業、盲人ホーム、

視聴覚障害者情報提供施設、福祉ホームなど 

病児保育事業等の第２種社会福祉事業など 

児童福祉法第 12条の 4に定める施設 児童相談所一時保護施設 

認可外保育施設（児童福祉法第 59 条第

１項に定める認可外保育施設のうち、

地方公共団体における単独保育施策に

よる施設 ※１、認可外保育施設指導監督

基準を満たす旨の証明書の交付された

施設 ※２及び幼稚園に併設された施設）

における勤続年数及び教育・保育施設

又は地域型保育事業に移行した施設・

事業所※３における移行前の認可外保育

施設として運営していた期間 

※１）横浜保育室や認証保育所 

（地方公共団体における単独保育施策による施

設として認可された日から） 

※２）認可外保育施設のうち、指導監督基準を

満たす旨の証明書が交付された施設 

（H17.4.1 以降、証明書の発行期間に勤務して

いた履歴のみ加算可） 

※３）現行制度において家庭保育福祉員、横浜市

家庭的保育事業、小規模保育モデル事業等を実施

していた期間  

医療法に定める病院、診療所、 

介護老人保健施設、助産所 
看護師のみ 

※１、※２ 横浜市内の認可外保育施設、横浜保育室は、ホームページをご確認ください。 

積算可能な施設、積算可能な期間のみ記入することが出来ます。 

http://www.city.yokohama.lg.jp/kodomo/shien-new/shoguu.html 

  ファイル名 『積算可能な認可外保育施設一覧』 

 

よ 
有料老人ホーム → 対象外です。 

 保育士、調理師等の病院勤務 → 対象外です。（看護師のみ） 

 病院内にある保育所 → 院内に勤務する職員のための保育所などで、 

認可外保育施設として届け出がない施設は対象外です。 

よくある間違い 

 

Point! 
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【図表６】 勤務履歴の確認資料（在職証明等がない場合） 

対象職員の状況 挙証資料の例 

過去の勤務先で社会保険に加入していた 

場合 

厚生年金の加入記録 

（勤務先の会社名と加入年月が記載のもの） 

社会保険未加入の場合、国民年金に加入

していた場合 

雇用契約書と給与明細書等 

（勤務先の名称がわかるもの） 

派遣職員として、該当の施設に勤務して

いた場合 

派遣先の事業所の発行する証明、 

派遣会社の派遣証明等 

廃園した施設等の場合 
上記書類が確認でき、自治体等で上記事業

に該当すると確認できた場合のみ算定 

※過去に勤務していた施設・事業所が積算対象かどうか、勤務期間などの勤務履歴が積

算に値すると客観的にわかるものであれば可。 

※１枚の書類で判断できない場合には、複数の書類をもって確認してください。 

 

ウ 職員の勤続年数算定の留意点 

職員一人ひとりの勤続年数は、「現在勤務する施設・事業所における勤続年数」

と「過去に特定の施設・事業所で働いていた場合はその勤続年数」を合算して算

定しますが、その際には次の点に留意して計算してください。 

 

＜留意点＞ 

○ 個々の職員の勤続年数の算出については、当該年度の４月１日現在により算

定しますが、年度途中開所の施設、事業者についてが、開所年月日時点での職

員状況で算定します。 

 

○ 採用年月日の翌年（又は翌月）において、翌年（又は翌月）の同一日の前日

をもって１年（又は１か月）と計算します。 

 

   【例：27年４月１日採用 → 27年４月 30日で１か月、28年３月 31日で１

年】 

 

○ １か月未満の日数の場合は１か月に切り上げます。 

 

【例：27年４月１日採用 → 28年４月１日時点で１年と１日＝１年１か月】 

 

ただし、28年４月１日採用の職員は、０年０月とします。 
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＜期間計算の例＞平成 28年 4月 1日現在 

事       例 経験年数 内  訳 

１  27年４月１日採用 

 

 

２  27 年４月２日採用 

 

３  27 年４月 20日採用 

 

 

４  28 年３月 31日採用 

 

５  他の社会福祉施設に 27

年４月 20日から６月１日

まで勤務し、７月１日から

現施設に勤務している場合 

 

 

６  他の社会福祉施設に 27

年４月 20日から６月１日

まで勤務し、６月２日から

現施設に勤務している場合 

 

７ 28年４月１日採用 

１年１か月 

 

 

１年 

 

１年 

 

 

１か月 

 

現施設：10か月 

前 歴：２か月 

 

 

 

 

現施設：10か月 

前 歴：２か月 

 

 

 

０か月 

27/ 4/ 1→28/ 3/31＝１年 

       28/ 4/ 1＝１日→１か月 

 

27/ 4/ 2→28/ 4/ 1＝１年 

 

27/ 4/20→28/ 3/19＝11か月 

28/ 3/20→28/ 4/ 1＝10日→１か月 

 

28/ 3/31→28/ 4/ 1＝２日→１か月 

 

現職：27/ 7/ 1→28/ 3/31＝９か月 

   28/ 4/ 1＝１日→１か月 

前職：27/ 4/20→28/ 5/19＝１か月 

    27/ 5/20→27/ 6/ 1＝13日→

１か月 

 

 

現職：27/ 6/ 2→28/ 4/ 1＝10か月 

前職：27/ 4/20→27/ 5/19＝１か月 

  27/ 5/20→27/ 6/ 1＝13日→１

か月 

 

 

28/ 4/ 1＝１日→０か月 

※このﾊﾟﾀｰﾝのみ例外 

                                                                                                                                  

エ 平均勤続年数の算出方法 

平均勤続年数とは、職員全員の勤続年数を合算し、それを職員の人数で割っ

た職員一人あたりの年数です。職員一人あたりの平均勤続年数の算定にあたり、

６か月以上の端数は１年とし、６か月未満の端数は切捨てとします。 

この平均勤続年数によって、加算率が決まります。 

（例） 

    Ａさん        Ｂさん       Ｃさん 

   過去    現在   過去   現在     過去    現在 

  ３年 10か月 ＋ ３年   ２年 ＋ １年２か月    ７年６か月 ＋ ５年 

      ↓          ↓          ↓ 

     ６年 10か月      ３年２か月      12年６か月 

 

       21年 18か月÷３人＝７年６か月 ⇒ ６か月以上の端数は１年 

       →施設・事業所の平均勤続年数は８年 
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（３）賃金改善要件分の算出 

ア 加算率の確認 

  賃金改善要件（Ⅱ２（１）参照）を満たす施設・事業所は、（１）で算出し

た平均勤続年数に応じた賃金改善要件分の加算率（３～４％）が適用されま

す。 

 

イ 加算率の経過措置(保育所・認定こども園（２・３号認定）) 

平成 26年度に「保育士等処遇改善臨時特例事業」による補助を受けた保育所

のうち、当該事業の加算率が３％未満であった施設については、平成 26年度と

同じ加算率を適用できる経過措置を設けます。 

その場合、賃金改善要件分の加算率のうち、賃金改善として職員に支払いを

する加算見込額の上限を以下の率で積算した金額にすることができます。 

ただし、平成 26年度と比較して平均勤続年数が同様又は下回る施設に限りま

す。 

なお、経過措置を適用する場合、職員処遇改善費（市）賃金改善上乗せ分は

適用できません。 

 

（例）平成 26年度、28年度ともに平均勤続年数が４年の場合 

    平成 26年度 →民改費（８％）＋処遇改善事業分（１％）＝９％ 

    平成 27年度 →基礎分（６％）＋賃金改善要件分（３％）＝９％ 

    経過措置適用→基礎分（８％（６％＋２％）） 

＋賃金改善要件分（１％（３％－１％＝２％）） 

※キャリアパス要件分が非適用の場合は、基礎分が８％になり、賃

金改善要件分が０％になります。 

 

【図表７】保育所における経過措置に係る賃金改善要件分率適用表 

 

 

① 平成 26年度の 

平均勤続年数 

②職員１人当たりの 

平均勤続年数 
③賃金改善要件分 

7年以上 8年未満 

7年以上 8年未満 

2％ 4年以上 6年未満 

2年未満  

5年以上 6年未満 
4年以上 6年未満 

2％ 
2年未満  

4年以上 5年未満 

5年以上 6年未満 2％ 

4年以上 5年未満 1％ 

1年以上 2年未満 2％ 

1年未満  1％ 

1年以上 2年未満 2年未満  2％ 

1年未満  
1年以上 2年未満 2％ 

1年未満  1％ 
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ウ 加算額の経過措置(幼稚園・認定こども園（１号認定）)  

基準年度以前に私学助成等を受けていた幼稚園又は認定こども園について

は、「基準年度における私学助成等による収入額」に「人件費の改定状況を踏

まえた部分」を加えたうえで、「公定価格による見込額」と比較することとし

ます。また、「公定価格による見込額」から「基準年度における私学助成金等

による収入額」と「人件費の改定状況を踏まえた部分」の合計額を控除して得

た金額を「加算見込額」とします（０以下になる場合は０とする。）。 

 ※「基準年度における私学助成等による収入額」や「人件費改定状況を踏ま

えた部分」の詳細は、「処遇改善等加算及び職員処遇改善費における賃金改

善の実施及び実績報告の作成について（処遇改善等加算等補足資料）」を参

照してください。 
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２ 賃金改善計画の策定 

 

 

 

 

 

＜提出書類＞ 

①『処遇改善等加算等についての届出書（第２号様式）』 

②『賃金改善計画書（第３号様式の１）』 

③『賃金改善計画書（内訳表）（第３号様式の２）』 

④『賃金改善確認書（第３号様式の４）』 

⑤『賃金改善計画書における加算見込額積算表』 

⑥『キャリアパス要件届出書（第４号様式）』 

⑦『挙証資料』 

・就業規則等勤務条件等が定められていることが分かるもの 

・給与表や昇給・昇格等について記された賃金体系等が分かるもの 

・資質向上のための研修計画策定と実施、能力評価の仕組みが分かるもの 

   （新規施設・事業所又は新たに賃金改善要件が「適」となる施設・事業所は、

必ず挙証資料の提出をお願いいたします。既存施設・事業所で昨年度も賃金改

善要件（キャリアパス要件）が「適」だった場合は変更がなければ提出は必要

ありません。なお、変更がある場合は、変更後の資料もしくは変更箇所、変更

内容が分かるものの提出をお願いいたします。） 

 

（１）賃金改善要件 

賃金改善を実施し、賃金改善要件の適用を受ける施設・事業所は『賃金改善計画

（第３号様式の１）』を策定し、職員に周知した上で市に提出します。 

計画策定にあたっては、※『賃金改善計画書における加算見込額積算表』（以下

「積算表」という。）で算出した「加算見込額」（Ⅱ２（２）ア、イ参照）以上の賃

金改善見込額を積算し、それに基づく改善を行うことが必要です。 

給与の改善方法や改善額及び改善を行う職員の範囲は、施設・事業所の実情に応

じて決定します。 

※平成 28年度の「積算表」は処遇改善の HPに掲載します。公定価格の単価変更や

加算項目増により、平成 27 年度の「積算表」とは異なりますので、ご注意くださ

い。 

 

ア 賃金改善の対象範囲 

施設・事業所に勤務する職員で、職種を問わず非常勤職員も対象です。 
人材派遣職員についても、趣旨を説明のうえ、派遣元と相談していただき、賃

金改善の対象とすることは可能です。 

ただし、経営に携わる法人の役員は、この助成額を使っての賃金改善は対象外

です。 

１加算率の算定 ２賃金改善計画の策定 ３賃金改善実績の確認
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イ 賃金改善の要件 

  次にあげる要件をすべて満たさなければなりません。 

 (ｱ) 基準年度（ウ参照）の賃金水準（※）に対して、定期昇給とは別に賃金等の

改善が図られていること 

 

 (ｲ) 各施設・事業所において賃金改善に要する見込みである賃金改善見込額（当

該改善に伴う法定福利費等の事業主負担増加額を含む）が加算見込額以上

であること 

※ 賃金改善する前の金額（年額）や給与表の総額のことをいいます。 

賃金改善の起点となる賃金は、人事院勧告等に基づき国が通知する公

定価格における人件費の改定があった場合には、その改定状況（改定率）

を踏まえた水準となります。 

 

【参考】平成 26年度人事院勧告による保育士等給与の改定率 

所長    約 459万円→約 466万円（＋1.5％） 

主任保育士 約 423万円→約 430万円（＋1.7％） 

保育士   約 356万円→約 363万円（＋2.0％） 

調理員等  約 292万円→約 299万円（＋2.3％） 

 

       ※平成 27 年度の国家公務員給与改定に伴う人件費改定率（約 1.9％）

は、今年度の賃金改善実績報告書内の「基準年度における賃金水準を

適用した場合の賃金の総額」には加味しません。 

       ※「基準年度における賃金水準を適用した場合の賃金の総額」や「公定

価格における人件費改定状況を踏まえた部分」については「処遇改善

等加算及び職員処遇改善費の賃金について」をご覧ください。 

 

ウ 賃金改善の基準年度 

  イの基準年度は次のいずれかの年度です。 

(ｱ) 子ども・子育て支援法による確認の効力が発生する年度の前年度 

(ｲ) 平成 27 年３月 31 日以前において既に保育所・認定こども園（保育所部分）

として運営していた施設については※平成 24年改定状況を踏まえた水準 

 

※基準年度における賃金水準の算出の仕方は、「処遇改善等加算及び職員処遇改善

費における賃金改善実施及び実績報告の作成について」（処遇改善等加算等補足資

料）をご参照ください。 
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 賃金改善については、基準年度の賃金水準と比較した場合の改善分を言います。 

 新規開所の施設・事業所は、(ｱ)があてはまります。例えば、平成 28年度に新

規開所した施設・事業所は、平成 27年度が基準年度となります。（平成 27年度中

に開所した施設は平成 26年度が基準年度となります。） 

(ｱ)が適応される施設・事業所は、基準年度に同じ法人内で保育所等を運営して

いる場合は、同じ法人内の施設・事業所の基準年度の給与表等と比較します。 

平成 28 年度からの新規施設・事業所で、基準年度の賃金水準を比較できる施

設・事業所がない場合は、賃金改善要件分の加算がされなかった場合の給与表等

を想定していただき、その想定した給与表等を平成 28 年度に賃金改善要件分を

含めた給与表等と比較します。 

 賃金改善については、賃金改善を行う給与項目を定め、その項目での対比とな

ります。 

 ただし、①手当等により賃金改善を実施する場合、特段の事情なく基本給を切

り下げること、②基本給により賃金改善を実施する場合に、業績連動ではないそ

の他の手当等を引き下げること、③手当の新設により賃金改善を実施し、一方で

別の手当を廃止すること、は賃金改善と認められません。 

 

エ 賃金改善を行う給与項目と改善内容 

  『賃金改善計画書（第３号様式の１）』には、賃金改善を行う項目や賃金改善の

方法を具体的に記載します。 

改善の実施内容によっては、給与規程の変更や、社会福祉法人等の場合は理事

会での承認が必要となる場合がありますので、ご注意ください。 

  改善の例：基本給のベースアップ、給料表の改定、手当の増額・新設、賞与の

増、一時金の支給など 

  賃金改善の内容は、各施設・事業所で決定します。全職員に対し同一の賃金改

善とすることも可能ですし、職位、経験年数、能力評価等に応じた賃金改善とす

ることも可能です。ただし、賃金改善の基準は明らかにしてください。 

 

オ 賃金改善計画の職員への周知 

  施設・事業所は職員に対して、賃金改善計画を周知しなければなりません。全

職員に説明をした後、『賃金改善確認書（第３号様式の３）』により、賃金改善の

対象者から署名をもらい、写しを取った上で原本を市に提出します。 

  ※実績報告の際は、賃金改善の対象者から再度、署名をもらうことになります

ので、写しは必ず保管してください。 

 

カ 賃金改善要件と弾力運用について（認可保育所のみ） 

  認可保育所については、弾力運用等に係る取扱として、「処遇改善等加算の賃

金改善要件（キャリアパス要件も含む）を満たしていること。」とあります。費用

の弾力運用を予定されている施設の方はご注意ください。 
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（２）賃金改善を行う場合の加算見込額の算定 

賃金改善要件を満たすためには、Ⅰ（２）で算出した加算率により計算した

「加算見込額」以上の賃金改善計画を策定する必要があります。 

 

ア 加算見込額の算定 

加算見込額は、各月初日に利用することが見込まれる１日当たりの平均利用

の子どもの数（広域利用の子ども数を含む）に、処遇改善等加算の各項目の単

価の合計額を乗じ、さらに、当該年度の施設・事業所に適用される②②’賃金

改善要件分と④市独自助成を足した加算率を乗じた額に12か月をかけて得た額

の1,000円未満を切り捨てた金額です。 

算式は、「当該年度における各月初日の利用子ども数の見込みをもとに算出

した平均利用子ども数」×「処遇改善等加算の単価の合計額」×「②処遇改善

等加算（公）賃金改善要件分に係る加算率（％）＋④職員処遇改善費分（市）

賃金改善要件上乗せ分に係る加算率（％）」×「12月※」で算出します（年齢

区分ごとに算出した額を合算し、1,000円未満は切り捨て）。 

   ※賃金改善実施期間が12か月に満たないときは、子ども・子育て支援法による

確認を受けた時から直近の３月までの月数とします。 

   ※加算見込額は、市HPに掲載している『賃金改善計画書における加算見込額積

算表』で得た額とし、この額以上の賃金改善見込額を設定した『賃金改善計

画書（第３号様式の１）』を策定してください。 

 

イ 賃金改善見込額 

    賃金改善見込額は、アで算定した加算見込額以上になるように『賃金改善計

画書（第３号様式の１）』を策定します。 

    『賃金改善計画書（第３号様式の１）』の作成段階における職員の賃金水準

や、事業の規模等を勘案し、各事業者において見込む賃金改善の金額を推計し

てください。なお、実際の賃金改善額については実績報告の段階で確認するこ

ととしており、計画の策定時点において当該見込額の積算内訳を求めることは

ありませんが、実現可能性のある金額を設定してください。 

 

ウ 施設・事業者間の配分について 

同一法人内が運営する子ども・子育て支援法に基づく施設型給付及び地域型保

育給付の対象である施設・事業所は施設・事業所間配分ができます。ただし、処

遇改善等加算の対象外の施設・事業所の職員へ配分することはできません。 

なお、配分を行うことができる額は②処遇改善等加算（公）の賃金改善要件分

（３～４％）のみであり、①処遇改善等加算（公）の基礎分（２～12％）と④職

員処遇改善費（市）（１～５％）は当該施設・事業所の処遇改善にのみ使えるも

のとします。 

この配分を行うには『賃金改善計画書（内訳表）（第２号様式の２）』『賃金改

善実績報告書（内訳表）（第４号様式の２）』の記入が必要です。賃金改善計画は

配分調整後の額で策定します。 
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（３）賃金改善計画書の提出 

   『賃金改善計画書（第３号様式の１）』は、市に提出します。時期は別途お知ら

せします。 

 

   ＜提出書類＞ 

   ・処遇改善等加算等についての届出書 

   ・処遇改善等加算等についての届出書（第２号様式） 

   ・賃金改善計画書（第３号様式の１） 

   ・賃金改善計画書（内訳表）（第３号様式の２）※配分する場合のみ 

   ・賃金改善確認書（第３号様式の３） 

   ・キャリアパス要件届出書（第４号様式） 

   ・挙証資料 

・就業規則等勤務条件等が定められていることが分かるもの 

・給与表や昇給・昇格等について記された賃金体系等が分かるもの 

・資質向上のための研修計画策定と実施、能力評価の仕組みが分かるもの 

    （新規施設・事業所又は新たに賃金改善要件が「適」となる施設・事業所は、

必ず挙証資料の提出をお願いいたします。既存施設・事業所で昨年度も賃金改

善要件（キャリアパス要件）が「適」だった場合は変更がなければ提出は必要

ありません。なお、変更がある場合は、変更後の資料もしくは変更箇所、変更

内容が分かるものの提出をお願いいたします。） 

 

（４）キャリアパス要件 

ア キャリアパスについて 

キャリアパスとは、「職業上の道筋」のことです。キャリアパスを構築するこ

とで、職員は、組織における自分に求められる役割や目標を認識することができ

ます。 
職員が長く働く環境を整えるため、経験年数や職位に合わせた施設・事業所の

特色に応じたキャリアパスを構築することが大切です。 
キャリアパスを構築することで継続性のある質の高い保育・教育を実施するこ

とができます。 
 

イ キャリアパス要件について 

『賃金改善計画書（第３号様式の１）』に併せ、『キャリアパス要件届出書（第

４号様式）』を提出します。キャリアパス要件が非該当の場合も必ず提出が必要

です。 
キャリアパス要件が適用されない場合は、賃金改善要件の加算率（３～４％）

から１％減算されます。 
既存施設・事業所は賃金改善要件及びキャリアパス要件の両方を満たさない場

合は、職員処遇改善費の賃金改善要件上乗せ分は対象になりません。なお、新規

施設・事業所の初年度は、賃金改善要件を満たしていれば、キャリアパス要件の

適否にかかわらず、職員処遇改善費の賃金改善要件上乗せ分を加算します。 
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キャリアパス要件は、次の①②の要件を満たす場合が対象です。 

①職員の勤務条件や就労要件、賃金に関すること 

次の a～c全ての要件を満たす必要があります。 

a 職員の職位、職責又は職務内容等に応じた勤務条件等の要件を定めている。 

b 職位、職責又は職務内容に応じた賃金体系について定めている。 

c 就業規則等の明確な根拠規定を書面で整備し、すべての職員に周知して

いる。 

 

    ②職員の資質向上のための取組み（研修の実施や職員の能力評価のしくみ） 

次の d～fすべての要件を満たす必要があります。 

      d 職員との意見交換を踏まえた資質向上のための目標の策定 

e dの目標を実現するための具体的な取組内容の策定 

(ｱ) 資質向上のための計画の策定と、それに沿った研修機会の提供又は技

術指導等を実施するとともに、職員の能力評価を行う（計画書提出） 

(ｲ) 資格取得のための支援の実施（研修のためのシフトの調整、受講料の

援助等） 

     f d、eをすべての職員に周知すること 
 
＜資質向上のための目標策定について＞ 
保育所保育指針や幼稚園教育要領に基づき、施設・事業所の果たすべき役割

をきちんと認識したうえで、各施設・事業所の特色、重視していること（強

み）、これから伸ばしていきたいところといった視点で、職員と意見交換を行

って目標を策定してください。 

目標の設定にあたっては、施設・事業所の「全体目標」、「初任者向け」「中堅向

け」「主任・ベテラン向け」「指導職員・管理職層向け」等、それぞれ経験年数や

職位、階層ごとに、それぞれに求められる役割を考えたうえで、目標を具体的に

設定してください。 

すでに、資質向上の目標がある場合も、この機会に職員との意見交換を行

い、再度共有を図ってください。 

 
＜目標を達成するための具体的な取組内容＞ 
目標を達成するための具体的な取組は、目標に対応するよう、それぞれ経験年

数や職位、階層ごとに具体的に設定してください。 

保育所保育指針及び保育所保育指針解説書並びに幼稚園教育要領及び幼稚園

教育要領解説で求められる職員の資質や能力の習得及び向上のために必要な研

修や取組を実施してください。 

また、市役所や区役所で行う研修、国や各種団体が行う研修への参加機会を提供

してください。さらに、研修実施や参加だけでなく、業務を通じた研修（OJT）をどのよう

に行うかといった視点を盛り込んだ研修計画であることが望ましいと考えます。 
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※個人で実施している家庭的保育事業等であっても、キャリアパス要件、就業

規則、賃金体系、補助員等の給与規程の整備や研修計画の策定・実施等がで

きていれば、適用になります。 

 

ウ キャリアパス要件届出書の添付書類 

・就業規則等勤務条件等が定められていることが分かるもの 

・給与表や昇給・昇格等について記された賃金体系等が分かるもの 

・資質向上のための研修計画策定と実施、能力評価の仕組みが分かるもの 

   （新規施設・事業所又は新たに賃金改善要件が「適」となる施設・事業所は、必

ず挙証資料の提出をお願いいたします。既存施設・事業所で昨年度も賃金改善要

件（キャリアパス要件）が「適」だった場合は変更がなければ提出は必要ありま

せん。なお、変更がある場合は、変更後の資料もしくは変更箇所（職員宛の通知

や理事会の資料等）、変更内容が分かるものの提出をお願いいたします。） 

 

【参考】 
＜就業規則について＞ 
常時 10 人以上の労働者を使用する場合は、必ず就業規則を定める必要があり

ます。就業規則には「１ 必ず記載しなければならない事項」と、「２ 各事業

所でルールを定める場合には記載しなければならない事項」の２つがあります。 

※キャリアパス要件を満たすためには、10 人未満でも就業規則を定める必要

があります。 

※キャリアパス要件届出書の勤務条件等とは、「１ 必ず記載しなければなら

ない事項」のア、ウのことを指します。また、賃金体系とは、「１ 必ず記載し

なければならない事項」のイのことを指します。 

 
   １ 必ず記載しなければならない事項 
    ア 労働時間関係 
      始業・終業時刻、休憩時間、休日、休暇、就業時転換 
    イ 賃金関係 
      賃金の決定、計算、支払いの方法、締日・支払いの方法、支払い時期 
    ウ 退職関係 
     退職に関する事項（解雇の理由を含みます。） 
 
  ２ 各事業所でルールを定める場合に記載しなければならない事項 

    ア 退職手当関係          オ 職業訓練関係 
    イ 臨時の賃金・最低賃金関係   カ 災害補償・業務外の疾病扶助関係 

ウ 費用負担関係         キ 表彰・制裁関係 
    エ 安全衛生関係         ク その他 
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３ 賃金改善実績の確認 

 

 

 

 

 

 

＜提出書類＞ 

①『賃金改善実績についての届出書（第５号様式）』 

②『賃金改善実績報告書（第６号様式の１）』 

③『賃金改善実績報告書（内訳表）（第６号様式の２）』 

④『職員賃金改善一覧表（第７号様式）』 

 

（１）賃金改善実績の報告 

策定した賃金改善計画に基づき、賃金改善を実施します。その実績を『賃金改善

実績報告書（第６号様式の１）』にて市に報告します。 

  『賃金改善実績報告書（第６号様式の１）』には、 

  ① 加算実績額 

  ② 賃金改善実施期間 

  ③ 賃金改善に要した費用の総額（賃金改善に伴う法定福利費等の事業主負担増加

額を含みます） 

④ 加算実績額と賃金改善に要した費用の差額（＝残額）と次年度以降の残額の使途 

⑤ 支払った給与項目と実施した賃金改善の具体的な方法 

 ・対象職員人数      ・賃金改善を実施した人数 

 ・職員に支給した賃金総額 ・職員一人当たりの賃金月額 

 などを記載します。 

 

（２）賃金改善実績確認のための加算実績額の 

加算実績額は、実際に利用した子どもの人数等加算実績に基づくもので、毎月の

給付費、向上支援費において『賃金改善実績報告書（第６号様式の１）』は、加算

実績額で作成します。1,000 円未満切り捨てのため実際にお支払いした加算総額と

は異なります。 

加算実績額は５月以降に市から別途通知します。通知された金額を『賃金改善実

績報告書（第６号様式の１）』内の（１）①に転記してご提出ください。 

 

（３）賃金改善に要した費用の総額 

実際に賃金改善を行った部分の人件費等（法定福利費等含む）の増分を計算して

ください。 

例えば、ベースアップした場合はベースアップ分のみ、期末手当を増やした場合

は増やした部分のみ、手当の増額の場合が増額した部分のみにかかる人件費等賃金

改善の総額を計算します。 

１加算率の算定 ２賃金改善計画の策定 ３賃金改善実績の確認
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法定福利費等には、法定福利費（健康保険料、介護保険料、厚生年金保険料、児

童手当拠出金、雇用保険料、労災保険料等）における、本事業による賃金上昇分に

応じた事業主負担増加額や法人事業税における本事業による賃金上昇分に応じた

外形標準課税の付加価値額増加分を含みます。 

また、法定福利費等の計算にあたっては、翌月以降払いのものもあるため、合理

的な方法に基づく概算によることができます。合理的な方法とは、例えば、当該制

度に職員が加入しているかどうか、賃金改善の時期及び方法を勘案した上で、賃金

改善所要額に各制度の保険料率を乗じる方法等が考えられます。 

なお、任意加入とされている制度に係る増加分（退職手当共済制度等における掛

金等）は法定福利費等の事業主負担分には含みません。 

 

（４）差額 

賃金改善の実施に要した費用が、加算実績額に満たず、残額が生じている場合は、

その全額を一時金等により、翌年度の賃金改善に充ててください。なお、その実施

がなされていない場合は、翌々年度の市の職員処遇改善費賃金改善要件上乗せ分の

加算は適用されません。 

 
（５）賃金改善実績報告書の提出 

   『賃金改善実績報告書（第６号様式の１）』は、年度終了後すみやかに市に提出

します。 

   ＜提出書類＞ 

   ・賃金改善実績についての届出書（第５号様式） 

   ・賃金改善確認書（第３号様式の３） 

   ・賃金改善実績報告書（第６号様式の１） 

   ・賃金改善実績報告書（内訳表）（第６号様式の２）※配分した場合のみ 

   ・職員賃金改善一覧表（第７号様式） 

 

４ その他 

（１）必要書類の保管 

処遇改善等加算及び職員処遇改善費の支給を受けた施設・事業所は、賃金改善に

係る収支を明らかにした帳簿を備え、賃金改善の増加額や実施したことが分かる証

拠書類を整理し、それらを実績報告後５年間保管してください。 

 

 

※ 保存する書類の例 

・職員の賃金台帳 

・ベースアップの場合、給与規程等の改正等 

・手当の新設の場合、給与規程等 

・一時金やボーナス等も決定した際の通知や給与規程等 

・理事会等で賃金改善の内容等を決定した際の議事録等 
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（２）疑義が生じた場合の調査 

加算による賃金改善の実施が適正か判断する必要があるときは、代表者に対して

事業の遂行の状況に関する報告や証拠書類の提出を求め、調査をすることがありま

す。 

 

（３）支給中止等 

事実と異なる内容で請求等を行った場合や４（２）の調査で疑義が生じた場合、

本加算に反した経費に使用した場合は、是正のために指導を行うことがあります。 

また、処遇改善等加算及び職員処遇改善費の全部又は一部の返還を求めることが

あります。 

 

Ⅲ スケジュール            

 

  平成 28 年度も、平均勤続年数に応じた加算率で、４月から毎月の給付費、向上支

援費の加算項目としての支払いが始まるため、賃金改善とキャリアパス要件を実施さ

れるかどうかを申請していただきます。 

  そのため、加算率算定に関する書類である『処遇改善等加算等に係る加算率認定申

請書（第１号様式の１）』『職員履歴報告書（A 票）（第１号様式の２）』『職員状況報告

書（B 票）（第１号様式の３）』は、新規開所の施設・事業所は平成 28 年３月 31 日、

既存の施設・事業所は平成 28 年４月８日までにご提出ください。また、提出してい

ただいた書類を市で審査しますが、書類に修正があった場合は、後日遡って加算率の

修正をしていただくことがありますので、ご了承ください。 

  計画と実績の具体的な提出期限については別途お知らせいたします。 

  平成 28 年度の加算率の通知は７月以降順次通知し、平成 28 年度の加算実績額は

平成 29年５月以降順次通知する予定です。（次頁処遇改善スケジュール参照）  
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【処遇改善等加算等に係る加算率認定申請書の提出について】 
１ 必要書類 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

２ 作成の流れ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

＋ 

＋ 

第１号様式の１ 
処遇改善等加算等に

係る加算率認定申請

書 

第１号様式の２ 
職員履歴報告書 
（Ａ票） 
及び 
第１号様式の３ 
職員状況報告書（B票） 

申請書に記載された職員全員分 

各職員の 

過去の勤続証明 

提出された勤続証明の情報を元に、職員履歴報告書（Ａ票）、職員状況報告書（Ｂ票）を作成す

る （記入例参照） 

各職員の資格証明書 

平均勤続年数積算対象職員の確認（４月１日時点で「１日６時間以上かつ月 20日以上勤務して

いる職員」が対象となります。） 

※月 120時間以上働いていても、１日６時間未満や月 20日未満の勤務の方は対象外です。 

各職員の過去勤務していた施設の勤続証明を提出してもらう（※市への提出は不要です。） 

（勤続証明がないものについては、過去の勤務履歴に積算することは出来ません。） 

Ａ票及びＢ票の内容を申請書に転記し、処遇改善等加算等に係る加算率認定申請書を作成する 

（記入例参照） 

平均勤続年数積算対象職員の、過去の勤務履歴を確認 

（この際に、過去勤務していた施設が積算可能であるかどうか、各施設でご確認ください。） 

                               （Ⅱ１(2)図表５参照） 

（備考） 
施設側で用意する必要の

ある書類（提出不要） 
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１加算率の算定 ２賃金改善計画の策定 ３賃金改善実績の確認

Ⅳ 様式の記入について             

 

書類作成における全体の注意点 

 (1) すべての提出様式等の右上に 

① 市町村名（区名も記入すること） 

② 施設・事業所種別 

③ 施設・事業所番号 

④ 施設・事業所住所 

⑤ 施設・事業所名称 

⑥ 設置者住所 

⑦ 設置者名 

⑧ 代表者職・氏名 

を必ず記入すること。 

 ※印が必要な様式は押印すること。 

 (2) 代表者職・氏名は、給付の請求者と同様とし、印鑑も同じものを利用すること。 

 (3)提出様式が複数頁になる場合は、「施設・事業所所在区名」、「施設・事業所番号」、「施設・

事業所名称」を、それぞれのページの右上に記入すること。     

 

 

 

 

 
１ 処遇改善等加算に係る加算率認定申請書（第１号様式の１） 
 (1) 常勤職員と常勤職員以外で１日６時間以上かつ月 20 日以上勤務する職員全員の氏名、

性別、生年月日、職種、現施設・事業所の勤務開始日、勤続年数（現在と過去の合計）の

すべて記入すること。 

  ※既存施設・事業所は、平成 27年度の申請書を手本に、平成 28年４月１日現在に在籍す

る対象職員を記載してください。（記載する職員の順番は、なるべく平成 27申請書の順番

と同じにしてください。） 

  ※平成 27 年度の申請書で、現に勤務する施設・事業所の勤務開始日が平成 27 年３月 31

日以前の職員がいた場合、「ア現に勤務する施設の施設・事業所の勤続年数」は平成 27年

度の申請書から１年プラスされます。 

  例）平成 27年度申請書（３年１か月）⇒平成 28年度申請書（４年１か月） 

   また、現に勤務する施設・事業所の勤務開始日が平成 27年４月１日の職員がいた場合、

「ア現に勤務する施設・事業所の勤続年数」は１年１か月となります。 

 (2) Ａに対象職員（記載した職員）の合計人数を記入すること。 

 (3) Ｂに全職員の合計勤続年月数を記入すること。 

 (4) Ｃに職員一人あたりの平均勤続年数を記入すること（６か月以上を１年とし５か月以下

は切り捨て）。 
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 (5) 「①平均勤続年数」に、Ｃの平均勤続年数をもとに基礎分の値を記入すること。 

 (6) 「②賃金改善要件分の値」の適否に、賃金改善を実施する場合は「適」、実施しない場合

は「否」を記入すること。 

 (7) 「②賃金改善要件分の値」に「適」を記入している場合、「③キャリアパス要件」が適用

されるときは「適」、適用されない場合は「否」を記入すること。 

   「③キャリアパス要件」が「適」の場合は、「②賃金改善要件分の値」に、賃金改善要件

分の加算率をそのまま記入すること。また、「③キャリアパス要件」が「否」であれば、

賃金改善要件分の加算率から１％減算した値を記入すること。 

 (8) 「④横浜市職員処遇改善費の値」に市の職員処遇改善費賃金改善要件上乗せ分を活用し

て賃金改善を実施する場合は「適」、実施しない場合は「否」を記入すること。 

「適」と記入する場合、「④横浜市職員処遇改善費の値」にＣの平均勤続年数をもとに加

算率の値を記入すること。 

   ただし、「②賃金改善要件分」と「③キャリアパス要件」の両方又はいずれかを「否」

とする場合並びに経過措置に該当する場合は０％と記入すること。 

   ※平成 27年度は全施設、新規開所施設・事業所の初年度は、賃金改善要件を満たせば、

キャリアパス要件の適否に関わらず、適用できる。 

 (9) 「⑤保育所における経過措置を適用させる場合」に経過措置（P.12 Ⅱ１（３）イ参照）

に該当し、経過措置の適用を受ける場合のみ、「平成 26年度の平均勤続年数」及び「前年

度賃金改善要件分の値」に記入すること。 

 
 ※Ａ票・Ｂ票の取り扱いにご注意ください。 

２ 職員履歴報告書（A票）（第１号様式の２）（以下「Ａ票」という） 

 ● 新規の施設事業所 

   平成28年４月１日に在籍している平均勤続年数の算定対象職員全員のＡ票をご記入く

ださい。 

 

 ● 既存の施設・事業所 

  平成28年４月１日に新たに平均勤続年数の算定対象となった職員のみご記入ください。 

  例-平成27年５月１日に雇用を開始し、平成28年４月１日に在籍している職員 

   -平成27年８月１日に復職し、平成28年４月１日に在籍している職員※ 

   -勤務時間の増等により今年度の平均勤続年数の算定対象となった職員※ 

    ※処遇改善等加算等に係る加算率認定申請書やＡ票に記入をする際、勤務開 

始日は復職日や算定開始日を記入してください。 

   -新人 等 

 (1) 申請書に記入した職員一人ひとりの情報を記入すること。 

 (2) その他の施設の勤務履歴は、施設名称、所在地、施設種別、職種、勤務期間（日まで書

くこと）等それぞれ記入すること。 

 (3) 常勤職員と常勤職員以外で１日６時間以上かつ月 20日以上勤務する職員のみが対象と

なる。（過去の勤務履歴も同様） 

※勤務期間等は必ず日にちまで記入すること。 
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１加算率の算定 ２賃金改善計画の策定 ３賃金改善実績の確認

３ 職員状況報告書（Ｂ票）（第１号様式の３）（以下「Ｂ票」という） 
  ※既存の施設・事業所のみご記入いただきます。 

  平成27年度の『処遇改善等加算等に係る加算率認定申請書（第１号様式の１）』に記載

されていた職員のうち、変更のある職員をご記入ください。 

  例-勤務時間減によって今年度平均勤続年数算定対象外となった職員（平均勤続年数算 

定対象外の職員につきましては、Ｂ票及び横浜市の請求明細作成ソフト上では退職 

扱いで登録していただく必要があります。） 

   -氏名が変わった職員 

   -他施設に異動になった職員 

   -退職した職員 等 

  ※前年度から変更のない職員は、Ａ票Ｂ票ともに必要ありません。また、横浜市の請求

明細作成ソフトの職員情報についても勤続年数が自動的に１年追加されるので、変更

不要です。処遇改善等加算等に係る加算率認定申請書に記入していただくのみとなり

ます。 

 

 (1) 氏名、変更事項、変更前・変更後の変更項目、変更年月日等を記入すること。 

 (2) 退職した職員もＢ票へ記入すること。また、前年度は平均勤続年数の算定対象になって

いたにもかかわらず、勤務時間の短縮等によって、今年度の平均勤続年数の算定対象外と

なった場合は、Ｂ票に「退職」扱いとして記入すること。市内同一法人経営の施設・事業

所での異動のみ「異動」とし、それ以外は退職扱いとすること。 

 

 

 

 

 

４ 処遇改善等加算等についての届出書（第２号様式） 
  処遇改善計画書等の提出書類の表紙です。この様式には、添付書類が揃っているかのチェ

ックができるようになっていますので、ご活用ください。 

 

５ 賃金改善計画書（第３号様式の１） 
  「（１）賃金改善について」と「（２）保育士、幼稚園教諭、保育教諭に係る賃金改善につ

いて(※家庭的保育事業・小規模保育事業Ｃ型の家庭的保育者を含む）」を必ず記入すること。 
  保育士、幼稚園教諭、保育教諭以外の職員に対する賃金改善を実施する場合は、「（３）（２）

以外の職員に係る賃金改善について」にも記入すること。 
 
 (1) 賃金改善について 

① 「加算見込額」 
    市 HPに掲載する『賃金改善計画書における加算見込額積算表（以下、「積算表」とい

う。）』により、処遇改善等加算（公）と職員処遇改善費（市）の加算見込額をそれぞれ

計算し、「処遇改善等加算【国】」㋐と「職員処遇改善費【市】」㋑に、それぞれ 1,000円
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未満切り捨てした額を記入し、その合計額を、「加算見込額」㋐＋㋑に記入すること。 

ただし、同一法人が運営する施設・事業所間で加算見込額の配分を行う場合は、『賃金

改善計画書（内訳表）（第３号様式の２）』を作成し、配分調整後の加算見込額（Ｂ）の

1,000円未満切り捨てした額を「処遇改善等加算【国】」記入すること。 

 
② 「賃金改善見込総額」 

賃金改善見込総額は、実際に個人に対して賃金を改善する際に要する費用の総額を記

入すること。なお、総額には法定福利費等の事業主負担金増加額を含むこと。 
上記①の「加算見込額」以上の賃金改善が見込まれた計画を作成することが支給の要

件となるため、注意すること。 
（２）a及び（３）bの合計額が賃金改善見込総額とすること。 

 
③ 「賃金改善実施期間」 

実際に賃金改善を行う期間を記入すること。（原則４月１日から翌年３月 31日までの

12か月を記入すること。） 

年度途中で開所した施設・事業所は、開所日（原則月初日）から直近の３月 31 日ま

でを記入すること。 

 
  ④ 「前年度処遇改善等加算等加算実績額繰越金」 

前年度からの繰越金を記入すること。加算見込額の中には「前年度処遇改善等加算等

加算実績額繰越金」を含めないこと。 
前年度の『賃金改善実績報告書（第６号様式の１）』にある（１）④の「加算実績額と

賃金改善に要した費用の総額との差額（①－③）」に書かれていた金額を転記すること。 
 

 (2)保育士、幼稚園教諭、保育教諭に係る賃金改善について（家庭的保育事業と小規模保育事

業Ｃ型における家庭的保育者を含む） 

① 「賃金改善見込額」 

（２）に該当する職員に対する賃金改善に要する見込みの金額を記入すること。 
 

② 「賃金改善を行う給与項目」 

実際に増額や新設などにより、賃金改善を実施する項目にレ点を付けること。手当を

新設する場合は（ ）にその名称を記入すること。「その他」の場合は（ ）に具体的な改

善項目を記入すること。 
 

③ 「賃金改善内容」 

賃金改善を行う時期、給与項目と方法、額、一人当たりの平均賃金改善額を具体的に

記入すること。 
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（例） 

・基本給を４月から給与表を改定し、一人平均○○円改善するとともに、○○手当と

して一人平均○○円を勤務の評価により○年○月から○月に支給する予定。 

・一時金として○年○月に、一人平均○○円を支給する予定。 

・期末手当○、○月分を○○月分に増額し、一人あたり平均○,○○○円増額する予定。 

 

 (3) (2)以外の職員に係る賃金改善について 

（２）以外の職員（事務職員、調理員や栄養士、保育・教育に従事する資格・免許を有

しない者など）の賃金改善を実施する場合については、「（２）保育士、幼稚園教諭、保育

教諭に係る賃金改善について（家庭的保育事業と小規模保育事業Ｃ型における家庭的保

育者を含む）」の例により記入すること。 

 

６ 賃金善計画書（内訳表）（第３号様式の２） 
 (1) 施設・事業所間で配分を行う場合は、『積算表』で算出した施設・事業所ごとの「算出に

よる加算見込額（Ａ）（1,000円未満切り捨て）」及び「配分調整後の加算見込額（Ｂ）」を

記入し、『賃金改善計画書（第３号様式の１）』とともに提出すること。 

 (2) 『賃金改善計画書（第３号様式の１）』における（１）「①加算見込額」㋐の「処遇改善

等加算【国】」には、『賃金改善計画書（内訳表）』の「配分調整後の加算見込額（Ｂ）」を

1,000円未満切り捨てた額を記入し、当該施設に係る職員処遇改善費【市】分（1,000円未

満切り捨て）との合計額を加算見込額とすること。 

 (3) この額を上回る賃金改善計画を策定すること。 

※「差額（Ａ）－（Ｂ）」の値の合計が、０になることを確認すること。 

※「算出による加算見込額（Ａ）」は 1,000円未満切り捨てとなる。 

※配分に関することはⅡ２（２）ウ参照 

 
７ 賃金改善確認書（第３号様式の３） 

  法人の代表者は、『賃金改善計画書（第３号様式の１）』で計画した内容について、施設・

事業所に勤務するすべての職員に対し周知をし、『賃金改善確認書（第３号様式の３）』に、

賃金改善の対象となる職員から署名を受けるものとする。署名後に、写しを取り、その写し

を施設・事業所で保管するものとし、原本は市に提出するものとする。 

  賃金改善後は、賃金改善をした職員から、写しの右の実績報告時署名に署名を受け、『実績

報告（第６号様式の１）』とともに提出するものとする。 
 (1)雇用形態 

「常勤」「非常勤」「派遣（常勤）」「派遣（非常勤）」のうち、いずれかを記入すること。 
 (2)職種 

「保育士」「幼稚園教諭」「保育教諭」「事務職員」「調理員」「保健師」「看護師」「准看護

師」「栄養士・栄養教諭」「その他」のうち、いずれかを記入すること。 
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 (3) 確認日 

ア 計画時 

賃金改善の対象となる職員に対しての賃金改善計画の内容を説明後、「実施計画時」に

署名を受けた日を「確認日」として記入すること。 
イ  実績報告時 

賃金改善の対象となる職員に対する賃金改善計画期間中の賃金改善を実施した最終日

以降で、実施した各職員の確認の署名を受けた日を「確認日」として記入すること。 
 (4) 氏名（自署） 

ア 計画時 

施設・事業所に勤務する全職員に周知をした後、賃金改善の対象となる職員から、「実

施計画時」に自署により氏名の記入を受けること。 
イ 実績報告時 

賃金改善期間中の最終の賃金改善実施後、賃金改善を実施した職員から、アの写しの

「実績報告時」に自署により氏名の記入を受けること。 
 (5) 施設名・代表者名 

ア 計画時 

賃金改善計画の説明を行い、賃金改善の対象となる職員全員からの署名による確認後、

最終確認日を記入し、施設名、賃金改善計画を策定した代表者（責任者）の記名押印を

すること。 
イ 実績報告時 

賃金改善を実施した職員全員からの署名による確認後、賃金改善実績報告書を作成し

た代表者（責任者）の記名押印をすること。 
※代表者（責任者）は、原則的に給付費等の請求者と同様とする。 

 
◆「賃金改善確認書」提出の流れ 
＜計画時の流れ＞ 

① 賃金改善計画を説明し、「実施計画時」欄（左側網掛け部分）に対象となる職員の署名

を受ける。 
② 対象職員全員の確認後、施設名と代表者（責任者）の氏名を記入し、押印する。 
③ 写しをとる。 
④ 施設・事業所は写しを保管、原本を『賃金改善計画書（第３号様式の１）』に添付して

市に提出する。 
＜実績報告時の流れ＞ 

⑤ 賃金改善実施後、④で保管した写しの「実績報告時」欄（右側）に、賃金改善を実施

した職員全員の署名受ける。（年度途中退職等の職員については、当該職員の賃金改善最

終日に確認の署名を受けること） 
⑥ 賃金改善実施職員全員の確認後、施設名と代表者（責任者）の氏名を記入し、押印す

る。⑦ 写しをとる。 
⑧ 施設・事業所は写しを保管、原本（左側の署名は写し）を『賃金改善実績報告書（第

６号様式の１）』に添付して市に提出する。 
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８ キャリアパス要件届出書（第４号様式） 

 ※賃金改善を実施する場合は、キャリアパス要件の適否に関わらずキャリアパス要件届出書

を提出すること。 

 (1) ① キャリアパス要件 職員の勤務条件、就労要件等 

   ①のａ，ｂ，ｃについて、各施設・事業所の整備状況について確認し、全てに該当する

場合は「該当」にレ点を、いずれか 1つでも該当しない場合は、「非該当」にレ点をつける

こと。 

 (2) ② 資質向上のための目標と取組 

②のｄ，ｅについて、目標を設定し、目標を実現するための具体的な取組を設定し、

資格取得のための取組をしている場合は、「該当」にレ点を、どちらか 1 つでも該当しな

い場合は、「非該当」にレ点をつけること。 

   ｄ「職員との意見交換を踏まえた資質向上のための具体的な目標」については、各施設・

事業所の目指すべき姿（保育理念や教育理念、方針）を記入し、それを実現させるための

資質の向上のための具体的な目標を設定すること。 

   目標の設定にあたっては、施設・事業所の全体目標、「初任者向け」「中堅向け」「主任・

ベテラン向け」「指導職員・管理職層向け」等、それぞれ経験年数や職位、階層ごとに、そ

れぞれに求められる役割を考えたうえで、目標を具体的に設定し、記入すること。 

   ｅ「ｄの実現のための具体的な取組内容」については、「全体」「初任者向け」「中堅向け」

「主任・ベテラン向け」「指導職員・管理職層向け」と設定した目標ごとの具体的な取組を

記入すること。 

   具体的な取組は、研修の実施や参加、業務を通した支援指導（ＯＪＴ）、他施設や地域子

育て支援事業との交流、能力評価の考え方などを記入すること。 

   ＜添付資料＞ 

・就業規則等勤務条件等が定められていることが分かるもの 

・給与表や昇給・昇格等について記された賃金体系等が分かるもの 

・資質向上のための研修計画策定と実施、能力評価の仕組みが分かるもの 

   （新規施設・事業所又は新たに賃金改善要件が「適」となる施設・事業所は、必ず挙証

資料の提出をお願いいたします。既存施設・事業所で昨年度も賃金改善要件（キャリア

パス要件）が「適」だった場合は変更がなければ提出は必要ありません。なお、変更が

ある場合は、変更後の資料もしくは変更箇所、変更内容が分かるものの提出をお願いい

たします。） 
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１加算率の算定 ２賃金改善計画の策定 ３賃金改善実績の確認

 

 

 

 

９ 賃金改善実績についての届出書（第５号様式） 
  処遇改善実績等の提出書類の表紙です。この様式には、添付書類が揃っているかのチェッ

クができるようになっていますので、ご活用ください。 

 

10 賃金改善実績報告書（第６号様式の１） 

 (1) 賃金改善実績 

① 「加算実績額」 

５月以降市から通知する加算実績額を、「処遇改善等加算【国】」㋐と「職員処遇改善

費【市】」㋑に、それぞれ 1,000円未満切り捨てした金額で記入し、その合計額を、「加

算実績額」㋐＋㋑に記入すること。 

 
② 「賃金改善実施期間」 

『賃金改善計画書（第３号様式の１）』に記載した期間を記入すること。 
 

③ 「賃金改善に要した費用の総額（法定福利費等の事業主負担増加額を含む）」 
賃金改善による増額分として実際に改善に要した費用の総額で法定福利費等の事業

主負担増加額を含む額とすること。「賃金改善に要した費用の総額」は、「ア賃金改善を

行った場合の賃金の総額」から「イ基準年度における賃金水準を適用した場合の賃金の

総額」を差し引き「ウ法定福利費等の事業費負担増加額」を足し合わせた金額となる。 

・1,000円未満の端数は切り捨てること。 

・法定福利費等の事業主負担増加額の計算にあたっては、各施設・事業所の賃金改善

方法に応じた適切な方法により算出すること。なお、『職員賃金改善一覧表（第７号

様式）』を添付すること。 

「（再掲）法定福利費等の事業主負担増加額（ｅ）」は円単位記入すること 

（『職員賃金改善一覧表（第７号様式）』の㋑の合計額を転記）。 

 

   ア 賃金改善を行った場合の賃金の総額 

     ※「処遇改善等加算及び職員処遇改善費における賃金改善の実施及び実績報告の作

成について（処遇改善等加算等補足説明資料）」参照 

   イ 基準年度における賃金水準を適用した場合の賃金の総額 

     ※「処遇改善等加算及び職員処遇改善費における賃金改善の実施及び実績報告の作

成について（処遇改善等加算等補足説明資料）」参照 

     基準年度における賃金水準を適用した場合の賃金の総額は公定価格における人件

費改定状況を踏まえた部分も含むものとする。 
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④ 「加算実績額と賃金改善に要した費用の総額との差額①－③」 

  (1) ①の「加算実績額」（1,000円未満切り捨て）から（１）③の「賃金改善に要した費

用の総額（法定福利費等の事業主負担増加額を含む）」（1,000 円未満切り捨て）を差

し引いた額を記入すること。 

    差額が生じた場合は、翌年度に必ず賃金改善に充てることが必要である。翌年度の

『賃金改善計画書（第３号様式の１）』内の（１）④「前年度処遇改善等加算等加算実

績額繰越金」に転記すること。 

 

 (2) 保育士、幼稚園教諭、保育教諭に係る賃金改善実績（家庭的保育事業と小規模保育事業

Ｃ型における家庭的保育者を含む） 

ア 常勤職員 

「常勤職員」の定義 

一 常勤専従 
施設・事業所が定めた所定労働時間のすべてを勤務し、施設内の他の職種及び併

設施設等の他の職務に従事しない者 
二 常勤兼務 

施設・事業所が定めた勤務時間（所定労働時間）のすべてを勤務し、施設内の複

数の職務に従事する者又は併設施設等にも従事する者 
 

① 「対象職員」 

賃金改善の対象になった常勤職員について、賃金改善実施期間（原則 12 か月）にお

ける延べ人数（人月）を記入すること。 

 

※延べ人数（人月）の考え方（以下③、④、⑤も同様） 

 賃金改善計画期間中に、賃金改善対象職員が勤務した月数を掛けること。 

 たとえば、賃金改善期間が１年間の場合で、 

  １人の職員が１年間勤務した場合は、 １人 × 12月 

         半年間勤務の場合は、  １人 × ６月   とする。 

  なお、勤務日が１月に満たない場合は、切り上げとする。 

       【例：15日間の場合は、切り上げて１月】 

 

② 「賃金改善を実施した職員」 

上記①の「対象職員」のうち賃金改善を実施した職員について、賃金改善実施期間（原

則 12か月）における延べ人数（人月）を記入すること。 

 

③ 「対象職員（常勤換算数）」 

賃金改善の対象になった常勤職員の常勤換算数について、賃金改善実施期間（原則 12

か月）における延べ人数（人月）を記入すること。 
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④ 「賃金改善を実施した職員（常勤換算数）」 

上記③の「対象職員（常勤換算数）」のうち賃金改善を実施した職員の常勤換算数につ

いて、賃金改善実施期間（原則 12か月）における延べ人数（人月）を記入すること。 

 

◆常勤換算について 
【換算数】 

常勤専従以外の者について、施設の所定労働時間すべてに従事した職員１人を 「１．

０人」とした場合の勤務時間人数をいう。 
【換算数の計算】 
ア÷イとする。 

ア：職員の１か月の勤務延時間数 
イ：施設が定めている１週間の勤務時間（所定労働時間）×４（週） 

※ 換算数の算出には残業時間は含めないこと 
ア÷イで得た数値の少数点第２位を四捨五入し、少数点以下第１位まで算出する。 
得られた数値が０．１に満たない場合は「０．１」と記入すること。 

※ 常勤専従は換算数の算出の必要はない。 
 

⑤ 「支給した賃金総額」 

上記③の「対象職員（常勤換算数）」に対して賃金改善実施期間（原則 12か月）に支

給した賃金総額（円単位）を記入すること。賃金総額には賞与や残業代も含むこと。 

 

⑥ 「職員一人当たりの賃金月額」 

⑤「支給した賃金総額」の額を③「対象職員（常勤換算数）」の人数で除した額（一円

未満切り捨て）を記入すること。 
 

⑦ 「賃金改善に要した費用の総額」 

対象職員（（２）ア②）に対して、賃金改善に要した費用で、法定福利費等の事業主負

担増加額を除いた額（円単位）を記入すること。 
 

   ア 賃金改善を行った場合の賃金の総額 

     ※「処遇改善等加算及び職員処遇改善費における賃金改善の実施及び実績報告の作

成について（処遇改善等加算等補足説明資料）」参照 

 

   イ 基準年度における賃金水準を適用した場合の賃金の総額 

     ※「処遇改善等加算及び職員処遇改善費における賃金改善の実施及び実績報告の作

成について（処遇改善等加算等補足説明資料）」参照 

     基準年度における賃金水準を適用した場合の賃金の総額は公定価格における人件

費改定状況を踏まえた部分も含むものとする。 

 

  

資料Ⅱ-119-



⑧ 「賃金改善の方法」 

改善した給与の項目にレ点を付けること。その他は（ ）に具体的に記入すること。 
賃金改善の具体的な方法については、できるだけ具体的に記入すること。 
（例） 

基本給のベースアップで月額○○円支給し、○年○月に一時金として○○円を支給 

なお、（２）の①「対象職員」と②「賃金改善を実施した職員」に差が生じている場合

は、賃金改善を実施した者の選定方法（例：勤続年数により選定など）や具体的な賃金

改善方法について、詳細に記入すること。 
（例） 

勤続年数○年以上の職員を対象に賃金改善を実施した。 

勤続年数○年以上の職員にベースアップで月額○○円支給した。 

勤続年数○年までの職員にベースアップで月額○○円支給した。 

 

⑨ 「一人当たりの賃金改善月額（一円未満切り捨て）」 

⑦「賃金改善に要した費用の総額」の額を③「対象職員（常勤換算数）」の人数で除

した額（一円未満切り捨て）を記入すること。 
 

イ 非常勤職員 

「非常勤職員」の定義 

常勤以外の職員 
アの例により記載すること。常勤換算の方法も同様とする。 

 

 (3) （２）の対象職員以外の職員に係る賃金改善実績 

（２）アの例により記入すること。また、ア常勤職員、イ非常勤職員と分けて記載する

こと。 

なお、対象職員については、それぞれの職種ごとの人数も再掲すること。 
 
11 賃金改善実績報告書（内訳表）（第６号様式の２） 

 (1) 施設・事業所間で配分を行う場合は、「算出による加算実績額（1,000円未満切り捨て）」

及び「配分調整後の加算実績額」を記入し、『賃金改善実績報告書（第６号様式の１）』に

添付して提出すること。 

 (2) 『賃金改善実績報告書（第６号様式の１）』における（１）「賃金改善実績額」「①加算実

績額」「処遇改善等加算【国】」㋐には、『賃金改善実績報告書（内訳表）（第６号様式の２）』

の「配分調整後の加算実績額（Ｂ）」を 1,000円未満切り捨てた額を記入し、当該施設に係

る職員処遇改善費（市）分（1,000円未満切り捨て）との合計額を加算実績額とすること。 

※「差額（Ａ）－（Ｂ）」の値の合計が０になることを確認すること。 

※算出による加算実績額（Ａ）は 1,000円未満切り捨てとなる。 

※配分に関することは説明資料 P.16 Ⅱ２（２）ウを参照 
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12 職員賃金改善一覧表（第７号様式） 

 (1) 雇用形態は「常勤」「非常勤」「派遣（常勤）」「派遣（非常勤）」のうちいずれかを 

記入すること。 
 (2) 職種は「保育士」「幼稚園教諭」「保育教諭」「家庭的保育者」「事務職員」「調理員」「保

健師」「看護師」「准看護師」「栄養士・栄養教諭」「その他」の中から選択すること。 

 (3) 個々の「賃金改善に要した費用の総額」と「法定福利費等事業主負担増加額」を記入す

ること。 

   なお、個々で算出することが不可能な場合には、合計のみの記入でも可とする。 

 (4)「支給した賃金総額」は、個々の賃金改善を実施した期間に支給した総額とすること。 

 

※㋐は『賃金改善実績報告書（第６号様式の１）』の（２）（３）各号⑦の（a）（b）（c）（d）を

合計した値と一致すること。 

※㋑は『賃金改善実績報告書（第６号様式の１）』の（１）③下段（e）の法定福利費等の事業

主負担増加額と一致すること。 
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第１号様式の１

横浜市長 平成 年 4 月 1 日

1 4 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

％ ％ ％ ％

年 ％

ア イ ウ

1 年
か
月

年
か
月

年
か
月

2 年
か
月

年
か
月

年
か
月

3 年
か
月

年
か
月

年
か
月

4 年
か
月

年
か
月

年
か
月

5 年
か
月

年
か
月

年
か
月

6 年
か
月

年
か
月

年
か
月

7 年
か
月

年
か
月

年
か
月

8 年
か
月

年
か
月

年
か
月

9 年
か
月

年
か
月

年
か
月

10 年
か
月

年
か
月

年
か
月

11 年
か
月

年
か
月

年
か
月

人 年
か
月

年

横浜市　中区 保育所 Ａ保育園

平成 28 年度処遇改善等加算等に係る加算率認定申請書

28

市　　町　　村　　名 横浜市　中区

　平成28年度　処遇改善等加算及び横浜市職員処遇改善費に係る加算率の認定について、次のとおり申請し
ます。また、次の事項について相違ありません。
　１　その他の社会福祉施設の通算勤続年数については、個々の履歴を確認の上、積算対象施設を記載した職
　　員履歴報告書を別途提出し、内容を確認していること。
　２　４月１日現在、産休・病休の職員がいる場合は、有給の場合のみ記載していること。

①　平均勤続年数
（C欄）をもとに適用
される基礎分の値

　②　賃金改善要件分の値
③が否の場合は、キャリアパス

要件分の値を減じること。

④　横浜市職員処遇改善費の値
②を否とする場合及び②で⑤の経過措置を該

当する場合は0%とする

施設・事業所に適用される
加算率（①＋②＋④）

③キャリア
パス要件

施設　・　事業所名 Ａ保育園

施設・事業所類型 保育所

施設・事業所番号
設　　　置　　　者 社会福祉法人　○○会　　　　　　印

9

⑤　保育所における経過措置を適用させる場合
平成26年度の
平均勤続年数

前年度賃金改善
要件分の値

5 適・否 3 適・否 適・否 1

2 0

定　　　員 地域区分 16/100 開設年月日

注１）
賃金改善要件分を申請をしない場合は、②で「否」に○をつけること。

注２） 平成26年度に「保育士等処遇改善臨時特例事業」を実施した保育所で、別紙の「保育所における経過措置に係る賃金改善要件分適用表」に該当する場合
は、②の賃金改善要件分の値を⑤の経過措置の加算率にすることができます。

注３） ②の賃金改善を行わない場合及び⑤の経過措置で低い加算率を適用させる場合は、④の横浜市職員処遇改善費を申請することはできません。

その他の施設・
事業所の
通算勤続年数

合計　ア＋イ

横浜　太郎 男 平成3年4月5日 保育士 平成28年4月1日 0 0 2

氏　　　　名 性別 生年月日 職　種
現に勤務する
施設・事業所
の勤務開始日

現に勤務する
施設・事業所の
勤続年数

0

横浜　花子 女 平成元年１月12日 保育士 平成27年4月1日 1 1 0 0 1 1

給付　一郎 男 昭和62年8月4日 保育士 平成26年9月1日 1 8 1 5 3 1

処遇　美香 女 昭和61年6月10日 保育士 平成27年5月12日 11 3 0 3 110

Ⅴ　様式の記入例

　　Ｂ

4 9 13

職員１人当り
平均勤続年数

　　（算式）　Ｂ÷Ａ＝Ｃ
　　　　　　　（６月以上の端数は切り上げ）

Ｃ 3

合　　　　計

　　Ａ

※印鑑（法人印）の押印漏れ

に注意してください。

平成28年４月１日から勤務を開始する人（新採用職員）は、「０年０か月」とカウントします。

※新規開設園の場合は、平成28年４月１日時点からの算出になります。

※年度途中に開所した施設は、開設日からの算出になります。

※横浜保育室などの施設から移行した施設は、それ以前から務めている場合、勤務

開始日からの算出になります。

平成27年４月１日～平成28年３月31日までを１年とし、４月１日の１日を１か月として、

「１年１か月」とカウントします。

平成26年９月１日～平成27年８月31日までを１年とし、

平成27年９月１日～平成28年３月31日までを７か月、４月１日の１日を１か月として、

「１年８か月」とカウントします。

平成27年５月12日～平成27年６月11日までを１か月として、

平成27年５月12日～平成28年３月11日を10か月分とカウントし、

平成28年３月12日～平成28年４月１日を１か月として、「０年11か月」とカウントします。

②を否とした場合は、④も否（０％）とな

ります。

（③が否の場合も同様です。ただし、開

設初年度の場合は、③が否でも、④は

適で申請可能です。）

③キャリアパス要件が「否」の場合、②の賃金改善

要件分の値は－１をする必要があります。

（例）賃金改善が３％で、③が否となる場合、②に記

載する値は「２％」となります。

設置者には法人名を

記入してください。

（個人園の場合は個人名可）

自動計算されます。

否は０％否は０％
③キャリアパス要件は②の内

数のため、ここでの合算は不

要です。

各職員のＡ票の「その他の施

設の勤務履歴」の合計を記

入してください。

適・否のどちら

かに○をつけて

下さい

１日６時間以上かつ月20日

以上勤務する職員のみ記

載
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第１号様式の２

※ＮＯ欄は記入しないでください
【現在の勤務施設・状況】

【その他の施設の勤務履歴】
※１：積算対象の施設における勤務歴のみ記入
※２：自施設での過去の勤務歴も記入
※３：直近のものから順番に遡って記入　　
※４：休職から復帰の場合は、休職取得前の経歴を【過去の勤務歴】に記入
※５：常勤で働いていた施設・事業所又は１日６時間以上、月２０日以上勤務していた施設・事業所を記入

横浜Ａ保育園

職員履歴報告書 （Ａ票） ＮＯ

秘

施 設 名 横浜Ａ保育園 (ﾌﾘｶﾞﾅ)

氏　名

ヨコハマ　タロウ

性別 男 ・ 女
横浜　太郎

勤　務
開始日 平成　28　年　4　月　1　日　　※

職　種 保育士 生年月日 T. S. H. ３  年  ４  月  ５ 日

１．職種欄は、「園長・施設長」、「副園長・教頭」、「保育教諭」、「教諭」、「保育士」、「保育従事者（無資格）」、「栄養士」、「調理員」、
　「保健師・助産師・看護師」、「事務職員」、「家庭的保育者」、「家庭的保育補助者」、「子育て支援員」、「その他の職員」の中から
　記入すること。
２．申請書の職種欄と同じ職種であること。

資
 

格
 

欄

資 格 の 種 類 取 得 年 月 日

表
 

彰
 

欄

表 彰 の 種 類 受 賞 年 月 日

保育士資格  ・ Ｈ   25　 年  ３  月  31 日 Ｓ ・ Ｈ  　   年     月     日

Ｓ ・ Ｈ    　 年     月     日 Ｓ ・ Ｈ 　    年     月     日

Ｓ ・ Ｈ    　 年     月     日 Ｓ ・ Ｈ 　    年     月     日

施設種別
　①幼稚園、保育所、認定こども園　②小規模保育、家庭的保育事業　③学校、専修学校　④児童福祉施設
　⑤高齢福祉施設　⑥障害福祉施設　⑦横浜保育室、認可外保育所等　⑧病院、診療所　⑨その他（　　　　　　　　　）

職　　種 勤務期間 　Ｓ ・ Ｈ    25　年   ４　月   １　日　～　Ｓ ・ Ｈ   27　年   ３　月   31　日

Ｓ ・ Ｈ    　 年     月     日 Ｓ ・ Ｈ  　   年     月     日

施設名称 横浜Ｂ保育園 所在地 横浜市○区

※　国や市の表彰者の推薦のための参考とさせていただく場合がありま
す。

所在地

施設種別
　①幼稚園、保育所、認定こども園　②小規模保育、家庭的保育事業　③学校、専修学校　④児童福祉施設
　⑤高齢福祉施設　⑥障害福祉施設　⑦横浜保育室、認可外保育所等　⑧病院、診療所　⑨その他（　　　　　　　　　）

職　　種 勤務期間

勤務期間 　Ｓ ・ Ｈ     　年     　月     　日　～　Ｓ ・ Ｈ     　年     　月     　日

①

④

施設名称 所在地

施設種別
　①幼稚園、保育所、認定こども園　②小規模保育、家庭的保育事業　③学校、専修学校　④児童福祉施設
　⑤高齢福祉施設　⑥障害福祉施設　⑦横浜保育室、認可外保育所等　⑧病院、診療所　⑨その他（　　　　　　　　　）

職　　種 勤務期間 　Ｓ ・ Ｈ     　年     　月     　日　～　Ｓ ・ Ｈ     　年     　月     　日

　Ｓ ・ Ｈ     　年     　月     　日　～　Ｓ ・ Ｈ     　年     　月     　日

③

施設名称 所在地

施設種別
　①幼稚園、保育所、認定こども園　②小規模保育、家庭的保育事業　③学校、専修学校　④児童福祉施設
　⑤高齢福祉施設　⑥障害福祉施設　⑦横浜保育室、認可外保育所等　⑧病院、診療所　⑨その他（　　　　　　　　　）

職　　種

②

施設名称

⑤

施設名称 所在地

施設種別
　①幼稚園、保育所、認定こども園　②小規模保育、家庭的保育事業　③学校、専修学校　④児童福祉施設
　⑤高齢福祉施設　⑥障害福祉施設　⑦横浜保育室、認可外保育所等　⑧病院、診療所　⑨その他（　　　　　　　　　）

職　　種 勤務期間 　Ｓ ・ Ｈ     　年     　月     　日　～　Ｓ ・ Ｈ     　年     　月     　日

ア

現に勤

務する

施設へ

イ

その他の

施設の勤

務履歴へ

記入不要です。

資格取得年月日は、日付まで詳細に

記入してください。取得日がわからな

い場合は、免許証に記載されている取

得年月日を記入してください。

【現在の勤務施設・状況】の内容は、

申請書に記載する内容と同じに

なる必要があります。

（記入の相違にご注意ください）

横浜市内の施設は、区まで記入し

てください。

（市外の施設については、可能な

範囲で詳細に記入してください）

「その他の施設」についての記入とな

りますので、現在勤めている施設（Ａ

保育園）は記入不要です。

Ｂ保育園から記入を開始してください。 勤務期間は日付まで詳細に記入してください。

なお、上記の場合、４月１日～３月31日を１年と

して、Ｂ保育園の勤続年数は２年０か月となりま

す。

平均勤続年が算定可能なのは、「１日６時間以上かつ月20日以上で勤務していた施設・事業所」となります。

現在の施設（Ａ保育園）で常勤職員だったとしても、（Ｂ保育園）で上記の条件を満たせない場合は対象外とな

りますので、記載不要です。ご注意ください。

※「現在勤務する施設」でも「その他の施設」でも、算定可能条件は同じとなります。

「現に勤務する施設」に勤務を開始した日が「平成26年４月１日」からだったとしても、「１日６時間以上月20日

以上」で勤務を開始した日が「平成27年４月１日」からだった場合、【現在の勤務施設・状況】の勤務開始日は

「平成27年４月１日」となります。

※「現在の勤務施設」でも、「その他の施設」でも算定可能条件は同じとなります。

※病院・診療所・老人介護保健施設が記入可能なのは、看護師のみです。調理員・栄養士・保育士等の職員

は対象外となりますので、ご注意ください。

（※有料老人ホームは、すべての職種において対象外の施設となります。）

※認可外保育所については、認可外保育所の指導監督基準を満たす旨の証明が発行されている施設・期間

のみとなります。証明が発行されていない施設・期間（平成17年３月以前は不可）は対象外となりますので、勤

務履歴に記入する前に各施設が対象なのかどうか、ご確認ください。※株式会社や法人の本部に勤務してい

る期間は、算定対象外です。

既存施設・事業

昨年度４月２日から今年度４月１日までに新しく雇用し

た職員、新採用職員のうち、対象職員のＡ票をご提出

ください。

新規開所施設・事業所

対象職員全員のＡ票をご提出ください。
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Ｎ ｏ 区分 質　 　 問 回　 　 答

1
平均勤続年数
の算定

平均勤続年数の算定にあたり 、 過去に雇用し ていた人の在職証明等を
求めら れた場合、 どのよう な書類を 作成すればいいか。 ひな形はある
か。

勤務し ていた期間や、 契約上の所定労働時間など、 提出先で勤続年数を 算定する
こ と が出来るかどう か判断でき る証明を お願いし ます。 また、 当該職員の雇入時
に発行し た雇用契約書や雇入通知書でも 構いません。 ひな形は定めていません。

2
平均勤続年数
の算定

無資格で働き ながら 保育士（ あるいは幼稚園教諭等） の資格（ 免許）
を 取得し た場合、 無資格で保育に従事し ていた期間は勤務履歴と し て
認めら れるのか。

資格の有無は関係あり ません。 過去に対象施設・ 事業所で常勤、 あるいは常勤以
外の場合１ 日６ 時間以上かつ月20日以上勤務し ていた場合には、 勤務期間を 算定
対象と し ます。

3
平均勤続年数
の算定

保育士の資格がないが、 保育の介助を し ている職員は何と 記載すれば
よいか。
また、 勤続年数は調整を する必要があるか（ 平成２ ６ 年度までの民間
施設等給与等改善費の場合は、 保育に従事し ている資格がない職員は
「 勤続年数×０ ． ８ 」 を する必要があっ たため） 。

保育士の資格はないが、 保育の業務を 行っ ている職員は、 「 保育従事者」 と 記載
し ます。
平成27年度の平均勤続年数算定方法においては、 資格を 有し ない職員が保育に従
事する場合でも 、 勤続年数に０ ． ８ を 乗じ る必要はなく 、 そのまま算定し ます。

4
平均勤続年数
の算定

法人内の施設・ 事業所間で職員の異動があっ た場合は、 前の職場名の
在職証明を 作成する必要があるか。

法人が勤務開始日等を 証明でき るよう であれば、 改めて在職証明を 作成する必要
はあり ません。

5
平均勤続年数
の算定

平成27年４ 月１ 日に幼稚園から 認定こ ども 園に移行し た時、 幼稚園の
勤務歴から の継続と 考えてよいか。
も し 、 前歴と し た場合、 現在の施設での勤続年数が０ か月と なっ てし
まい、 幼稚園から 勤務し て継続と みなし た場合と １ か月の差が生じ て
し まう 。

幼稚園の勤務歴履歴も 合算し てよいこ と になっ ているので、 前身の幼稚園での勤
務歴がある職員は継続と し て取扱い、 ０ 月にはなり ません。
なお、 新採用職員の場合は４ 月１ 日現在では勤務歴０ 月と 取り 扱います。

6
平均勤続年数
の算定

横浜保育室から 認可保育所や小規模保育事業に移行し た場合、 職員履
歴報告書（ Ａ 票） （ 第１ 号様式の２ ） には、 過去の勤務履歴を まと め
て記載し てよいか。

まと めて記載し て構いません。

7
平均勤続年数
の算定

日ごと の勤務日が不定期の常勤以外の職員を 平均勤続年数の算定対象
にする場合、 １ 日６ 時間以上かつ月20日以上の勤務と いう のは、 実績
見込みで判断し てよいか。

４ 月１ 日現在で判断するので、 1日６ 時間以上かつ月20日以上の勤務を 実際にする
かは　 見込みで判断するこ と になり ます。
なお判断の根拠資料と し て、 雇用契約書の写し やシフ ト 表等、 勤務日数等が確認
でき るも のを 保管し てく ださ い。

8
平均勤続年数
の算定

家族が職員と し て働いている場合、 雇用契約は必須ではないと 思われ
るが、 経験年数の算定の対象と し ても よいか。

職員が家人であっ ても 、 給与が支払われていれば勤続年数の算定の対象になり ま
す。
確認は、 給与明細や確定申告控え（ 青色、 白色専従者申告など） など実際に給与
が支払われたこ と が確認でき る書面と 、 ローテーショ ンやシフ ト 表など勤務状況
が確認でき る書面によるこ と を 原則と し ます。

9
平均勤続年数
の算定

平成26年度までの制度では、 施設長や保育士などが、 定めら れた職種
別給与最高限度額を 超えた場合、 市の職員処遇改善費の平均勤続年数
の算定の対象から 外れるこ と になっ ていたが、 その取扱いはどう なる
のか。

その取扱いは変更になり まし た。
平均勤続年数算定の対象と なる職員の範囲は、 施設・ 事業所に勤務する全ての常
勤職員（ 職種の限定はあり ません） です。 常勤以外の職員も １ 日６ 時間以上かつ
月２ ０ 日以上の勤務であれば算定対象と なり ます。

Ⅵ 処遇改善 ＦＡＱ

資料Ⅱ-131-



Ｎ ｏ 区分 質　 　 問 回　 　 答

Ⅵ 処遇改善 ＦＡＱ

10
処遇改善計画
書の作成

職員によっ て、 賃金改善額が異なっ ても 構わないのか。 常勤職員の賃
金改善額は同額又は同水準でなければなら ないのか。

賃金改善の内容は、 各施設・ 事業所で決定し ます。 全職員に対し 同一の賃金改善
と するこ と も 可能ですし 、 職位、 経験年数、 能力評価等に応じ た賃金改善と する
こ と も 可能です。
ただし 、 賃金改善の基準は明ら かにし てく ださ い。

11
処遇改善計画
書の作成

処遇改善等加算を 新たな職員を 雇用する費用（ 新たな職員の給与の全
部） に充当するこ と は可能か。

処遇改善等加算の賃金改善要件分は、 すべて職員の賃金改善（ 法定福利費等の事
業主負担増加額を 含む） に充てるこ と になっ ており 、 新たに職員を 雇用するため
の経費に充当するこ と はでき ません。 また、 基礎分についても 、 定期昇給等に充
てるこ と を 基本と し ます。

12
処遇改善計画
書の作成

基準年度以降、 新規に雇用し た職員の賃金改善額はどのよう に考えた
ら よいか。

基準年度に同程度の経験や能力等を 有する職員を 雇用し た場合の賃金水準と 比較
し てく ださ い。 その額を 超える部分が賃金改善額と なり ます。

13
処遇改善計画
書の作成

新規に開所し た場合の基準年度と 賃金改善額はどのよう に考えたら よ
いか。

新規に開所し た場合の基準年度は、 開所の前年度になり ます。 基準と なる給与水
準は、 同一法人の施設・ 事業所等や、 処遇改善等加算を 受けない場合に当初想定
し ていた給与水準になり ます。
賃金改善額については、 賃金のう ち本事業により 充当する部分を 明確にするこ と
と し てく ださ い。 方法については、 就業規則等に明記する、 雇用契約書に記載す
る等が考えら れます。

14
処遇改善計画
書の作成

利用児童数が見込みより 減り 、 賃金改善計画書に記載し た加算見込額
が大き く 減少し た場合、 賃金改善見込額を 下方修正し ても 差し 支えな
いか。

計画策定時の加算見込額はあく まで見込であるため、 実績報告時に実際に賃金改
善に要し た費用で確定額を 報告し てく ださ い。 賃金改善計画書の差替えは必要あ
り ませんが、 職員に対し 、 十分な説明が必要であると 考えます。

15
処遇改善計画
書の作成

国の処遇改善等加算の賃金改善要件分（ ３ ～４ ％） は活用するが、 市
の職員処遇改善費（ １ ～５ ％） までは必要と 考えていない場合は、 ど
う すればよいか。

「 加算率認定申請書」 （ 第１ 号様式の１ ） の「 ④横浜市職員処遇改善費の値」 に
「 否・ ０ ％」 と 記載く ださ い。
その上で、 市の職員処遇改善費を 除いた加算率で加算見込み額を 算定し 、 賃金改
善計画を 作成し てく ださ い。

16
加算見込額の
算定

一時保育で年間登録で登園し ている児童は、 加算見込額の算出時の利
用児童数に含んでも よいか。

加算見込額の算出に用いる利用児童数は、 支給認定を 受けた児童で、 １ 号認定児
童については利用契約を 結んだ児童、 ２ ・ ３ 号認定については区福祉保健セン
タ ーにより 利用決定がさ れている児童のみと なり 、 一時保育の利用児童は含まれ
ません。

17 キャ リ アパス
キャ リ アパス要件は、 個人で実施し ている家庭的保育者も 対象になる
か。

キャ リ アパス要件、 就業規則、 賃金体系、 補助員等の給与規程の整備や研修計画
の策定・ 実施等ができ ていれば、 適用になり ます。

18 キャ リ アパス
「 資格取得支援」 と は、 どのよう な資格を 指すのか。 施設・ 事業所における業務に関連する資格です。

19 キャ リ アパス

処遇改善等加算の経過措置の適用を 受ける保育所においても 、 キャ リ
アパス要件を 満たし ていない場合には、 キャ リ アパス要件分を 減額す
るこ と になるか。

キャ リ アパス要件に合致し ない施設・ 事業所については、 経過措置適用後の賃金
改善要件分から キャ リ アパス要件の区分の値（ １ ％） を 減じ るこ と になり ます。
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Ｎ ｏ 区分 質　 　 問 回　 　 答

Ⅵ 処遇改善 ＦＡＱ

20
賃金改善の対
象範囲

延長保育事業や一時預かり 事業等に従事する職員は賃金改善の対象に
なるのか。

賃金改善の対象と なる職員の範囲は、 その職種や職位に関わら ず、 経営に携わる
法人の役員を 除く 施設・ 事業所に勤務する職員です。

21
賃金改善の対
象範囲

施設長が理事長や理事の場合、 施設長業務のみ行っ ており 、 理事長や
理事と し ての報酬は無く 、 施設長と し ての給与収入のみであっ ても 賃
金改善の対象外なのか。

経営に携わる法人の役員（ 理事長・ 理事） である職員については、 役員報酬の有
無にかかわら ず、 また、 施設長給与あるいは職員給与の有無にかかわら ず、 本事
業による賃金改善の対象外と なり ます。
意図的に、 一時的に役員を 辞めるなどの対応は認めら れません。
なお、 評議員である職員については、 対象と なり ます。

22
賃金改善の対
象範囲

「 経営に携わる」 と いう のは、 具体的にどのよう な役割を 担う 者、 ま
たは役職なのか。 （ 「 経営に携わる」 の定義はどのよう なも のか。 ）
 例えば、 施設長が法人の理事になっ ている者は、 経営に携わるこ と
になるのか。

『 社会福祉法人の認可について（ 通知） （ 児企第33号平成12年12月1日） 』 では、
『 第３  法人の組織運営
（ ６ ）  「 勤務実態に即し て支給する」 こ と と さ れている役員報酬については、 当
該法人の人事労務、 財務、 運営等の職務を 分掌する など経営管理に携わる 役員は
その対象と なるも のであり 、 それら の役員に対し ては必ずし も 一般職員と 同様な
勤務体制を 求めるも のではないこ と 。 』 と さ れており 、
『 人事労務、 財務、 運営等の経営に携わる法人の役員（ 理事及び監事） である職
員』 は、 賃金改善の対象外です。
職員の給与やベースアッ プ等は理事会が決定すると 思いますが、 そのよう な決定
権を 持つ事を 『 経営に携わる』 と し ています。

23
賃金改善の対
象範囲

個人立である保育所や幼稚園の代表が施設長や園長である場合は、 本
事業の対象と なるのか。

賃金改善の対象と なり ます。
ただし 、 例えば、 施設長が個人立の保育所の代表である場合、 施設長は、 当該保
育所の人事労務、 財務、 運営等の職務を 分掌するなど経営管理に携わるこ と がで
き る立場であるため、 『 加算は、 保育・ 教育の提供に携わる人材の確保及び資質
の向上を 図るため』 と いう 本事業の趣旨を 十分ご理解く ださ い。 も し 、 賃金改善
を 行う 場合は、 施設長の賃金改善が、 他の職員と 均衡を 失するなど、 偏っ た賃金
改善を 行う こ と のないよう ご留意く ださ い。

24
賃金改善の対
象範囲

個人で家庭的保育事業を 実施し ている家庭的保育者は、 賃金改善の対
象と し てよいか。

法人化し ていない個人事業主である家庭的保育者の場合は、 「 役員」 にあたら な
いため賃金改善の対象と なり ます。

25
賃金改善の対
象範囲

年度途中で採用し た職員や退職し た職員に対し て賃金改善を 行っ ても
よいか。

対象と し て構いません。 賃金改善実施期間において、 賃金改善実施日に施設・ 事
業所に勤務する職員（ 産休・ 育休含む） が対象と なり 、 実際に賃金改善を 行う 職
員の範囲は、 各施設・ 事業所が決定し ます。

26
賃金改善の基
準年度

処遇改善等加算については、 基準年度の賃金水準以上の改善に全て充
てなければなら ないのか。

処遇改善等加算の賃金改善要件分及び市の独自助成である職員処遇改善費につい
ては、 基準年度の賃金水準以上の改善に全て充ててく ださ い。
基礎分については、 適切に定期昇給等に充てるこ と を 基本と し ます。
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27
実績報告書の
作成

賃金改善額に対する法定福利費が年度終了時まで確定し ない場合は、
どのよう に額を 算出すればよいのか。

法定福利費の計算にあたっ ては、 合理的な方法に基づく 概算によるこ と ができ る
と さ れており 、 各施設の実態に応じ て妥当と 判断さ れる方法により 、 算定し ま
す。
合理的な方法と は、 例えば、 当該制度に職員が加入し ているかどう か、 賃金改善
の時期及び方法を 勘案し た上で、 賃金改善に要し た費用に各制度の保険料率を 乗
じ る方法等が考えら れます。 保険料率は通常の給与支給時にかかる税率です。

28
実績報告書の
作成

例えば、 ３ 月分の給与支払日は４ 月25日など、 翌月払いと し ている場
合、 どの時点で実績報告するのか。

実際の給与の支払日が翌月になる場合でも 、 賃金改善計画に含めていた場合に
は、 当該年度の報告に含めてく ださ い。
なお、 賃金改善報告書は、 年度終了後すみやかに提出し てく ださ い。

29
実績報告書の
作成

賃金改善見込額と 加算実績額が大幅にずれたため、 「 賃金改善に要し
た費用」 が加算実績額を 下回っ てし まっ た場合、 差額を 返還し なけれ
ばなら ないのか。

差額を 返還する必要はあり ません。
翌年度において、 その全額を 一時金等により 賃金改善に充ててく ださ い。
なお、 その実施がなさ れていない場合は、 翌々年度の市の職員処遇改善費賃金改
善要件上乗せ分の加算は適用し ません。

30
実績報告書の
作成

賃金改善を 実施し た職員が退職し た場合、 自署はどう すればよいか。 賃金改善を 行っ た時点で署名を も ら いますので、 原則は署名さ れているかと 思い
ます。 し かし 、 何等かの事情により 、 署名がいただけていなかっ た場合は、 郵送
等でご本人のサイ ンを 受領し てく ださ い。

31 会計

助成金の会計処理について、 会計処理の際の勘定科目は何になるか。
給付費（ 認可保育所は委託費） の一部と し て扱う こ と になるのか。

国の処遇改善等加算は給付費（ 認可保育所は委託費） と 同様に取り 扱っ てく ださ
い。 市の職員処遇改善費は市の独自助成ですので、 向上支援費と 同様に取り 扱っ
ていただく こ と になり ますが、 別の勘定科目を 設けるこ と も 可能だと 考えます。
なお、 社会福祉法人会計基準では、 大区分が「 保育所事業収入」 、 中区分が給付
費（ 認可保育所は委託費） は「 保育所運営費収入」 で、 向上支援費は「 補助金事
業収入」 になり ます。

32 激変緩和

市の職員処遇改善費の制度変更により 、 平成26年度の収入から 大幅に
収入が減少し てし まう 。

職員処遇改善費の変更により 総収入が著し く 減額する場合は、 激変緩和措置を 実
施し ます。 なお、 対象園については、 個別に対応を し ます。
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